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ま　　͑　　͕　　͖

　この「財政事情」は、県民のօさんに県財政の現況をおらせすることに
よって、県財政についてޚ理ղいたͩくとともに、県勢発లについて、ޚॿ
言とྗڠޚをಘるために毎年̒月と12月に公表しているものです。
　今回は、令和３年度当初予算を中心に令和２年度下期の予算のࣥ行状況
や公営企業会計の状況について、そのあらましをޚઆ໌します。
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第１　令和３年度当初予算の状況

１　当初予算のあらまし

 予算編成の背景

　令和２年度は、新型コロナウイルス感染症が世界中で猛威を振るい、生活・経済全般

に亘って甚大な影響を及ぼす中、感染症対策に迅速かつ最大限の対応を行うという方針

の下、専決処分や補正予算を通じて、医療提供体制の強化や、新型コロナウイルスの影

響を大きく受けている方々への支援、中小企業者への事業継続を図るための支援などの

対応を行いました。また、その財源については、国の交付金や地方財政措置等を最大限

活用することにより、感染症対策と行財政改革の両立を図りました。

　一方、我が国経済全体を見ると、新型インフルエンザ等特別措置法に基づく緊急事態

宣言下の令和２年４・５月には戦後最悪の厳しい状況に陥りましたが、緊急経済対策や

補正予算の効果も相まって、個人消費が改善してきたこと等から、持ち直しの動きがみ

られました。

　今後については、社会経済活動のレベルを引き上げていく中で、持ち直しの動きが続

くことが期待されますが、経済の水準は依然コロナ前を下回っており、また感染症が内

外経済を下振れさせるリスクや金融資本市場の変動等の影響を注視する必要がありま

す。

　こうした状況の下、政府は、感染拡大を抑えながら雇用と事業を支えるとともに、ポ

ストコロナに向け、経済の持ち直しの動きを確かなものとし、民間投資を促進するなど

民需主導の成長軌道に戻していくため、感染症の拡大防止策、ポストコロナに向けた経

済構造の転換・好循環の実現、防災・減災、国土強靱化の推進など安全・安心の確保を

柱とし策定された「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策」に基づ

き、いわゆる「15か月予算」の考え方で、令和２年度第３次補正予算と令和３年度当初

予算とを一体として、編成しました。

　令和３年度予算は、「骨太方針2020」に基づき、経済・財政一体改革を着実に推進す

ることで、これまでの歳出改革の取組を継続し、新型コロナウイルス感染症の状況を踏

まえつつ、しっかりとしたメリハリ付けを行うこととされています。

　令和３年度の一般会計予算の規模は106兆6,097億円で、前年度当初予算と比べると
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３兆9,517億円（3.8％）の増となっています。

　一方、公債発行予定額は、前年度当初発行予定額と比べて11兆408億円増の43兆5,970

億円となっており、この結果、公債依存度は40.9％と前年度当初を9.2ポイント上回るも

のとなっています。

　以上のような経済財政運営を前提として、主要経済指標は次のとおり見通されていま

す。

区　　　　分 令 和 ２ 年 度 令和３年度
見通し当初見通し 実績見込み

経済成長率 名　　目 2.1％ △ 4.2％ 4.4％
実　　質 1.4％ △ 5.2％ 4.0％

企 業 物 価 上 昇 率 1.0％ △ 1.8％ 0.7％
消 費 者 物 価 上 昇 率 0.8％ △ 0.6％ 0.4％

　令和３年度の地方財政計画は、通常収支分について、極めて厳しい地方財政の現状及

び現下の経済情勢等を踏まえ、歳出面においては、地方団体が行政サービスを安定的に

提供しつつ、地域社会のデジタル化や防災・減災、国土強靱化、地方創生の推進、地域

社会の維持・再生等に対応するために必要な経費を計上するとともに、社会保障関係費

の増加を適切に反映した計上を行う一方、国の取組と基調を合わせた歳出改革を行うこ

ととしています。また、歳入面においては、新型コロナウイルス感染症の影響により地

方税等が大幅な減収となる中、「骨太方針2018」で示された「新経済・財政再生計画」

を踏まえ、交付団体をはじめ地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額

について、令和２年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保する

ことを基本として、引き続き生じることとなった大幅な財源不足について、地方財政の

運営上の支障が生じないよう適切な補填措置を講じることとしています。

　この結果、令和３年度の地方財政計画（通常収支分）の規模は89兆8,060億円で、前

年度と比べて9,337億円（1.0％）の減となっています。

　歳入面では、地方税は38兆2,704億円で、前年度と比べて2兆6,662億円（6.5％）の減、

地方交付税は17兆4,385億円で、前年度と比べて8,503億円（5.1％）の増となりました。

　これらのことから、一般財源総額（猶予特例分除き）は63兆1,432億円で、前年度と

比べて2,886億円（0.5％）の減となるものの、水準超経費を除く交付団体ベースで実質
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前年度を2,414億円（0.4％）上回る61兆9,932億円が確保されました。

　国庫支出金は14兆7,631億円で、前年度と比べて4,526億円（3.0％）の減となっていま

す。

　地方債は、引き続き厳しい地方財政の状況の中で、地方財源の不足に対処するための

措置を講じ、また、地方公共団体が緊急的に実施する防災・減災対策、公共施設等の適

正管理及び地域の活性化への取組等を着実に推進できるよう、所要の地方債資金を確保

することとして策定された地方債計画の下、11兆2,407億円で、前年度と比べて1兆9,625

億円（21.2％）の増となっており、地方債依存度は12.5％と前年度と比べて2.3ポイント

の増となっています。

　一方、歳出面では、一般行政経費は、40兆8,824億円で、前年度と比べて5,107億円

（1.3％）の増となり、一般行政経費に係る地方単独事業費は14兆8,296億円で、前年度と

比べて786億円（0.5％）の増となっています。

　公債費は11兆7,799億円で、前年度と比べて820億円（0.7％）の増となっています。投

資的経費は11兆9,273億円で、前年度と比べて8,341億円（6.5％）の減となり、投資的経

費に係る地方単独事業費は6兆2,137億円で、前年度と比べて1,000億円（1.6％）の増と

なっています。

　▶地方財政計画

　国は、地方交付税法に基づいて、毎年度、地方公共団体の歳入歳出総額の見込額

に関する書類を作成し、国会に提出し、かつ、一般に公表することになっています。

これが地方財政計画であり、都道府県と市町村の合計額で作られています。内容は、

歳入にあっては、地方税、地方交付税、国庫支出金などの区分による見込額、歳出

にあっては、おおむね性質別種類ごとの見込額が、前年度と対比されたものとなっ

ています。

　地方公共団体の財源不足額見込みは、この地方財政計画を基礎として行われます

ので極めて重要な計画といえます。また、計画の策定方針と内容は、県の行財政運

営の指針としての役割も果たしています。
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 予算編成

　令和３年度の当初予算は、新型コロナウイルス感染症への対応に万全を期すとともに、

社会経済の変化も見据えながら「住んでよし、訪れてよしの新潟県づくり」をさらに進

める予算としました。

　歳入面では、県税が法人二税の減少等により減収となる一方、県税収入の減を踏まえ

た普通交付税等の増収が見込まれます。

　また、歳出面では、新型コロナウイルス感染拡大防止と社会経済活動の両立に向けて

最大限取り組むと同時に、ウィズ・コロナ、ポスト・コロナ社会を見据え、「分散型社会」

や「脱炭素社会」など、中長期的な課題を踏まえながら、「住んでよし、訪れてよしの

新潟県」の実現に向けた以下の取組を積極的に推進するとともに、投資事業については、

頻発化・激甚化する自然災害に対応するため、将来の公債費負担を抑制しつつ、国の防

災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策による有利な財源を活用し事業量を確

保する予算としました。

　○　強靱で安全安心な基盤整備

　○　産業構造の転換

　○　ひとの流れの創出

　○　将来の夢や希望を育みかなえる教育の推進

　予算編成においては、令和３年度当初予算と令和２年度２月冒頭補正予算を一体編成

することにより、有利な財源を活用しながら切れ目のない予算編成を実施するとともに、

行財政改革行動計画の取組を着実に推進しました。歳出面では、部局枠事業及び重点事

業において事業の選択と集中の更なる徹底を行うとともに、所要額見込事業において、

昨年度実施した総点検結果の確実な実施と更なる見直しを行った一方、歳入面では、国

への積極的な働きかけにより、安定的な財政運営に必要な地方一般財源総額の確保が図

られるとともに、手厚い地方財政措置がなされました。

　こうした取組により、一般会計当初予算の収支は、前年度に比べ35億円、行財政改革

行動計画策定前に編成した令和元年度当初予算と比較して164億円改善し、中期財政収

支見通しでは、大規模災害時に備えた財源対策的基金残高230億円の確保及び中長期的

に安定した財政運営の実現に向けて、一定程度の進捗が図られたところです。
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　しかしながら、令和13年度には、さらに100億円程度の公債費の実負担が増加するこ

とが見込まれることから、引き続き行財政改革行動計画で示した歳出歳入項目の具体的

な取組を着実に実行するとともに、公債費負担適正化計画に基づき将来の公債費負担を

適切に管理することで、持続可能で安定的な財政運営に向け取り組んでいきます。

 予 算 の 規 模

　令和３年度の予算の規模は、一般会計予算で１兆4,073億5,000万円、13の特別会計予

算で3,928億6,878万円となっています。

令 和 ３ 年 度 当 初 予 算
（単位：千円）

区　　分 令和３年度当初
（Ａ）

令和２年度当初
（Ｂ）

増減(Ａ)−(Ｂ)
(Ｃ) 伸び率(Ｃ)

(Ｂ)

一 般 会 計 1,407,350,000 1,219,659,000 187,691,000 15.4％

特 別 会 計 392,868,780 411,933,593 △ 19,064,813 △ 4.6％

合 計 1,800,218,780 1,631,592,593 168,626,187 10.3％
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２　一般会計予算のあらまし

　令和３年度の一般会計予算は、１兆4,073億5,000万円で対前年度比1,876億9,100万円

(15.4％)の増となっています。

第１図　当初予算規模の推移（単位：億円）

年度 注　（　）はパーセントで対前年度伸び率である。
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⑴　歳入予算のあらまし

　歳入額１兆4,073億5,000万円の内訳は、次表のとおりです。

第１表　令 和 ３ 年 度 歳 入 予 算
（単位：千円・％）

区　　　分
令和３年度当初 令和２年度当初 比　　　較

予算額(Ａ） 構成比 予算額(Ｂ） 構成比 増減額(Ｃ）
（Ａ)−(Ｂ）

増減率
(Ｃ)
(Ｂ)×100

県 税 252,392,000 17.9 264,585,000 21.7 △ 12,193,000 △ 4.6

地方消費税清算金 103,359,000 7.4 106,227,000 8.7 △ 2,868,000 △ 2.7

地 方 譲 与 税 28,360,000 2.0 44,159,000 3.6 △ 15,799,000 △ 35.8

地 方 特 例 交 付 金 1,227,000 0.1 1,128,000 0.1 99,000 8.8

地 方 交 付 税 252,500,000 17.9 241,200,000 19.8 11,300,000 4.7

交通安全対策特別交付金 419,000 0.0 434,000 0.0 △ 15,000 △ 3.5

分担金及び負担金 3,117,976 0.2 4,676,133 0.4 △ 1,558,157 △ 33.3

使用料及び手数料 14,616,500 1.0 15,118,566 1.2 △ 502,066 △ 3.3

国 庫 支 出 金 159,872,964 11.4 136,983,067 11.2 22,889,897 16.7

財 産 収 入 3,817,414 0.3 4,583,049 0.4 △ 765,635 △ 16.7

寄 附 金 394,145 0.0 445,052 0.0 △ 50,907 △ 11.4

繰 入 金 17,689,865 1.3 21,558,296 1.8 △ 3,868,431 △ 17.9

諸 収 入 319,485,136 22.7 114,158,837 9.4 205,326,299 179.9

県 債 249,939,000 17.8 264,243,000 21.7 △ 14,304,000 △ 5.4

繰 越 金 160,000 0.0 160,000 0.0 0 0.0

計 1,407,350,000 100 1,219,659,000 100 187,691,000 15.4
（注）△はマイナス（減）の符号である。
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 歳 入 の 区 分

▶自主財源と依存財源

　県の歳入いわゆる収入には、県で収入の見積もり、賦課徴収するなどにより県自ら

の手で確保できる収入（県税、地方消費税清算金、分担金・負担金、使用料・手数料、

財産収入、寄附金、繰入金、諸収入）と、国から定められた額を交付されたり、割り

当てられたりする収入（国庫支出金、地方交付税、地方譲与税、地方特例交付金、交

通安全対策特別交付金、県債）とがあります。

　前者を自主財源、後者を依存財源といいます。地方行政の自主性を発揮するために

は、できるだけ自主財源の多い方が望ましいわけですが、自主財源のうち大きな位置

を占める県税の収入額は、経済状況により各県の間で不均衡がある一方、国家的見地

から行わなければならない事業もあることなどから、国が各県間の調整を図り財源を

配分する制度がとられています。これが地方交付税や国庫支出金などの依存財源です。

　令和元年度の普通会計決算では、都道府県全体の自主財源と依存財源の比率は56対

44であり、当県は44対56と自主財源の比率が低くなっています。

▶一般財源と特定財源

　財源の性質による分類として、財源の使途が特定されずにどのような経費にも使用

できる財源（県税、地方交付税、地方消費税清算金、地方譲与税、地方特例交付金）

を一般財源といい、その使途が特定され、特定の経費にしか当てられない財源（国庫

支出金、県債、諸収入など）を特定財源といいます。県が自主的な判断のもとに事業

を行うためには、一般財源をできるだけ多く確保することが望ましいといえます。

　令和元年度の普通会計決算では、都道府県全体の一般財源と特定財源の比率は62対

38であり、当県は54対46と一般財源の比率が他団体と比較し低くなっています。

　なお、一般会計ベースでは令和２年度最終予算（47対53）、令和３年度当初予算（45

対55）、令和元年度決算（51対49）及び平成30年度決算（53対47）となっています。
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　　歳入構成比の推移、令和３年度歳入予算の区分別内訳は次図のとおりです。

第２図　歳入構成比の推移

第３図　歳入予算の区分別内訳
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 歳 入 の 内 容

県　　　　税

　県税は県の行政に要する経費を賄うために法令の規定に基づいて徴収されるもので、

県民や県内に住所を有する法人に対して均等に又は所得等に応じて、あるいは財・サー

ビスの消費、自動車等の財産の所有や取得などに対して負担を求めるものです。

　▶普通税と目的税

　県税については、県民税をはじめ13種類あり、これを大きく分けると普通税と目

的税に分類されます。普通税に属するものには、県民税、事業税、地方消費税、不

動産取得税、県たばこ税、ゴルフ場利用税、軽油引取税、自動車税、鉱区税、固定

資産税及び核燃料税の11税目があり、目的税に属するものには狩猟税及び産業廃棄

物税の２税目があります。目的税は、その使途が定められており、狩猟税は鳥獣保

護と狩猟行政の費用に、産業廃棄物税は産業廃棄物の対策費用に充てることになっ

ています。

　▶県税収入の内訳

　　　令和３年度県税当初予算の内訳は次図（第４図）のとおりです。

　　 　県税収入のうち、その大きな部分を占める税目は地方消費税、県民税、事業税、

自動車関係税（軽油引取税、自動車税）であり、その合計額は県税収入の９割以上

を占めています。

　　　普通税と目的税の割合は99対１となっています。

〈令和３年度県税当初予算額　2,523億92百万円（歳入予算総額に占める割合　17.9％）〉

　・令和２年度当初予算額との比較 121億93百万円減　構成比で3.8ポイント下回る

　　(令和２年度当初予算額　2,645億85百万円（歳入予算総額に占める割合　21.7％））

　・令和２年度最終予算額との比較 53億60百万円減　構成比で0.8ポイント下回る

　　(令和２年度最終予算額　2,577億52百万円（歳入予算総額に占める割合　18.7％））
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　なお、地方消費税清算金清算後の収入額（清算金収入額1,033億59百万円、清算金支

出額686億44百万円）を含んだ実質収入額(※)は2,871億07百万円で前年度最終予算額

（2,933億19百万円）と比較すると62億12百万円の減となっています。

※ 地方消費税は、一旦は課税地の都道府県の税収となりますが、その後、最終消費地の

都道府県に帰属させるため、消費に関連する指標に基づき都道府県間で清算が行われ

ます。この清算に係る支出と収入は県税とは別に計上されているため、差引き後の収

入額を含んだ実質収入額で比較しています。

　▶県税収入の推移

　　 　当県の県税収入の推移は、次図（第５図、第６図）のとおりです。

　　 　県税収入は、昭和60年以降、景気に変動があったものの、内需の好調さに支えら

れ、平成３年度までは伸び率は比較的堅調に推移しました。

　　 　平成４、５年度はバブル経済崩壊の影響から厳しい状況が続きましたが、平成６

年度以降は再び緩やかながら上向きに推移しました。

       個人
  県民税
58,275
(23.1)

　　県民税
  63,361
 (25.1)

事業税
51,847(20.5)
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法人県民税  4,708(1.9)県民税利子割  378(0.1)

個人事業税　1,824(0.7)
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第４図　県　税　の　内　訳
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　しかし、平成10、11年度には景気低迷や税制改正による減収等により前年を下回

り、一旦、平成12、13年度においては県民税利子割の大幅増収により概ね前年度並

みで推移したものの、平成14年度は景気後退の影響など、平成15年度は個人所得の

伸び悩みなどによりそれぞれ前年を下回ることになりました。

　平成16年度は7.13水害や新潟県中越大震災の影響はあったものの、IT関連産業を

はじめとする企業業績の好調によって法人二税を中心に増収となり、平成17 、18年

度は景気回復基調の持続と税制改正の影響により法人二税及び個人県民税が大幅に

増収となったことから県税収入は安定した伸びを維持しました。

　平成19年度は新潟県中越沖地震により原子力発電所の全原子炉が運転を停止した

ため核燃料税の収入がゼロとなった一方、三位一体改革の一環として所得税から住

民税への税源移譲が行われ、個人県民税が大幅な増収となったことから過去最高の

県税収入となりました。

　しかし、平成20年度は景気後退や道路特定財源に係る暫定税率の一時失効の影響

により、平成21、22年度は景気悪化や法人事業税の一部が国税である地方法人特別

税へ移管された影響により、それぞれ前年度を下回りました。

　平成23、24年度は企業収益の一部持ち直しによる法人二税の増収により、平成25

年度は県内火力発電所の稼働に伴う法人事業税の増収により、いずれも前年度を上

回りました。

　平成26、27年度は地方消費税の税率引上げに伴う増収により、いずれも前年度を

上回りました。

　平成28年度は地方消費税や法人県民税を中心に減収となり、平成29年度は経済状

況の影響等による法人事業税の減収により、平成30年度は政令市への税源移譲に伴

う個人県民税の減収により、令和元年度は県内消費の伸び悩み等による地方消費税

の減収によりそれぞれ前年度を下回りました。

　令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大に伴う企業収益の悪化に加え、法人

県民税の交付税原資化に伴う税率引下げにより法人二税が減収となったものの、税

率引上げの影響により地方消費税が増収となったことなどから、前年度を上回りま

した。

　令和３年度は、前年度に引き続き税率引上げの影響により地方消費税が増収とな
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る一方、新型コロナウイルス感染拡大による経済の停滞等により、法人二税が減収

となることから、前年度を下回る見通しです。

第５図　県税収入の推移（決算額）（単位：億円）

第６図　県　税　伸　張　率　の　推　移
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　▶超過課税

　県税は、法令により一定の税率又は標準的な税率が定められており、当県も法令

で定められた税率を適用していますが、下記対象法人に対しては、県民税のうち法

人税割について税率0.8％の超過課税を実施しています。

対 象 法 人　資本金が１億円又は法人税額1,000万円を超える法人

課 税 期 間　昭和50年８月１日から令和４年３月31日までの間に開始した事業年度

税　　　率　標準税率1.0％のところ1.8％（令和元年９月30日までは4.0％）で超過課税

　　　　　　※一定の要件を満たす工場等を新増設した場合は、1.4％

収入見込額　630億円

　令和２年度までの充当状況は、次表のとおりとなっています。

第２表　超 過 課 税 充 当 状 況
（単位：千円）

区　　　　　　分 H27年度末累計 H28年度末累計 H29年度末累計 H30年度末累計 R1年度末累計 R2年度末累計(見込）
収　　　　入　　　　額 55,374,242 56,542,780 57,691,347 58,957,905 60,166,050 61,152,707

充
　
　
　
　
　
当

福 祉 施 設 9,063,363 9,063,363 9,063,363 9,063,363 9,063,363 9,063,363
社 会 文 化 施 設 63,390,817 63,390,817 63,390,817 63,390,817 63,390,817 63,390,817
教 育 施 設（ 基 金 ） 13,500,000 13,500,000 13,500,000 13,500,000 13,500,000 13,500,000
県 立 女 子 短 期 大 学 660,488 660,488 660,488 660,488 660,488 660,488
県 立 看 護 短 期 大 学 480,996 480,996 480,996 480,996 480,996 480,996
県 立 看 護 大 学 68,780 68,780 68,780 68,780 68,780 68,780
新 設 県 立 高 校 等 1,568,479 1,568,479 1,568,479 1,568,479 1,568,479 1,568,479
高 校 屋 内 運 動 場 1,026,789 1,026,789 1,026,789 1,026,789 1,026,789 1,026,789
新 設 テ ク ノ ス ク ー ル 7,847,557 7,847,557 7,847,557 7,847,557 7,847,557 7,847,557
県 立 図 書 館 4,339,738 4,339,738 4,339,738 4,339,738 4,339,738 4,339,738
近 代 美 術 館 1,146,552 1,146,552 1,146,552 1,146,552 1,146,552 1,146,552
万 代 島 美 術 館 2,486,999 2,486,999 2,486,999 2,486,999 2,486,999 2,486,999
（財）文化振興財団出捐 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000
歴 史 民 俗 文 化 館 9,067,253 9,067,253 9,067,253 9,067,253 9,067,253 9,067,253
海 洋 丸 建 造 781,735 781,735 781,735 781,735 781,735 781,735
県立自然科学館施設設備 82,851 82,851 82,851 82,851 82,851 82,851
県 民 会 館 施 設 設 備 2,885 2,885 2,885 2,885 2,885 2,885
県 政 記 念 館 修 復 53,033 53,033 53,033 53,033 53,033 53,033
健 康 づ く り セ ン タ ー 1,414,959 1,414,959 1,414,959 1,414,959 1,414,959 1,414,959
鳥 屋 野 潟 野 球 場 178,465 178,465 178,465 178,465 178,465 178,465
都 市 緑 花 植 物 園 5,194,094 5,194,094 5,194,094 5,194,094 5,194,094 5,194,094
県 立 高 校 改 築 23,637,719 24,671,398 25,343,067 26,113,071 26,465,397 26,465,397
高 校 大 規 模・ 耐 震 改 修 24,590,696 26,728,446 28,586,305 30,048,170 31,644,387 32,881,697
私 立 高 校 改 築 助 成 693,488 693,488 693,488 693,488 693,488 693,488
上越多目的スポーツ施設 1,106 1,106 1,106 1,106 1,106 1,106
総 合 ス タ ジ ア ム 23,985,610 23,985,610 23,985,610 23,985,610 23,985,610 23,985,610
ス キ ー ジ ャ ン プ 台 2,677,833 2,677,833 2,677,833 2,677,833 2,677,833 2,677,833
スポーツ医科学センター 400,902 400,902 400,902 400,902 400,902 400,902
県 立 長 岡 屋 内 プ ー ル 4,969,832 5,218,933 5,474,342 5,730,884 5,988,480 6,236,651
国 体 開 催 費（ 施 設 除 く ） 3,118,195 3,118,195 3,118,195 3,118,195 3,118,195 3,118,195
給 付 型 奨 学 金（ 基 金 ） − − 500,000 500,000 500,000 500,000
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地 方 譲 与 税

　地方譲与税は、地方税と地方交付税の中間的な性格を有する制度で、国が徴収した特

定の税を一定の基準により地方公共団体に交付するものです。地方譲与税は、地方公共

団体が直接徴収しない点で地方税と異なり、また、一定の基準で機械的に交付する点で、

地方公共団体ごとに財源不足額を算定して配分する地方交付税とも異なっています。主

なものとしては特別法人事業譲与税、地方揮発油譲与税、石油ガス譲与税、自動車重量

譲与税、森林環境譲与税及び航空機燃料譲与税等があります。

　▶特別法人事業譲与税

　令和元年度の税制改正により、地域間の財政力格差の拡大、経済社会構造の変化

等を踏まえ、県内総生産の分布状況と比較して大都市に税収が集中する構造的な課

題に対処し、都市と地方が支え合い、共に持続可能な形で発展するため、特別法人

事業税及び特別法人事業譲与税を創設しました。各地方公共団体への譲与は、不交

付団体へ譲与制限の仕組みを設けた上で、人口に応じて配分されます。

　令和３年度の当県への譲与額は、241億3,600万円（令和２年度最終327億9,379万

円）を見込んでいます。

　▶地方揮発油譲与税

　国は、道路行政の財源に充てるため、揮発油に対して、揮発油税と地方道路税を

課していましたが、平成21年度からの道路特定財源の一般財源化に伴い、地方道路

税の名称を地方揮発油税に改めるとともに、地方揮発油税の使途制限を廃止しまし

た。地方揮発油税については全額地方公共団体に譲与されますが、その割合は、平

成14年度まで都道府県及び政令市43、市町村57であったものが、平成15年度から、

高速道路国直轄事業に係る地方負担の導入に伴う影響を勘案して、都道府県及び政

令市58、市町村42に変更されています。各地方公共団体への譲与は、総額の半分を

道路の面積で、残りの半分を道路延長であん分して行われます。

　令和３年度の当県への譲与額は、37億8,100万円（令和２年度最終37億1,312万円）

を見込んでいます。

　▶石油ガス譲与税

　これまで道路行政の財源に充てるための国税でしたが、上記地方揮発油譲与税と

同様に、平成21年度からの道路特定財源の一般財源化に伴い、石油ガス税の使途制
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限を廃止しました。液化石油ガス（LPG）についてキログラム当たり17円50銭が課

税されていますが、その半分が地方公共団体に譲与されます。各地方公共団体への

譲与は、地方揮発油譲与税と同様の方法で行われます。

　令和３年度の当県への譲与額は、１億2,900万円（令和２年度最終１億5,112万円）

を見込んでいます。

　▶自動車重量譲与税

　令和元年度税制改正において、消費税率10%への引き上げに合わせ、自動車税の

恒久減税が行われることに伴う地方税の減収に対して、国税から地方税への税源移

譲により地方税財源を確保するため、従来の市町村への譲与に加え、都道府県自動

車重量譲与税が創設されました。自動車重量譲与税は、令和元年度から令和３年度

まで、自動車重量税の収入額の1,000分の422が地方公共団体に譲与され、このうち

422分の15に相当する額が、自家用自動車（登録車）の保有台数（賦課期日時点に

おける課税台数）に応じて都道府県に譲与されます。

　令和３年度の当県への譲与額は、２億600万円（令和２年度最終２億1,063万円）

を見込んでいます。

　▶森林環境譲与税

　パリ協定の枠組みの下における国の温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止

等を図るため、森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保する観点から、森林環境

税及び森林環境譲与税が創設されました。個人住民税と併せて課税される森林環境

税の収入額に相当する額が都道府県と市町村に１対９の割合（制度創設当初は、市

町村の支援等を行う都道府県の役割が大きいと想定されることから２対８とし、段

階的に１対９に移行。）で譲与されます。各地方公共団体への譲与は、総額の５割を

私有林人工林面積、２割を林業就業者数、残りの３割を人口であん分して行われます。

　令和３年度の当県への譲与額は、１億600万円（令和２年度最終１億634万円）を

見込んでいます。

　▶航空機燃料譲与税

　航空機燃料譲与税は、航空機が使用する揮発油及びジェット機の燃料に使用され

る灯油に課税されるものであり、航空機騒音による障害の防止、空港周辺の環境整

備などの財源に充てるため、空港関係公共団体に収入額の13分の２が譲与されます。
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都道府県と市町村に譲与される割合は１対４です。

　令和３年度の当県への譲与額は200万円（令和２年度最終69万円）を見込んでいます。

地 方 交 付 税

　都道府県や市町村の仕事には、教育、土木、警察、消防、社会保障、保健衛生などそ

れぞれの地方公共団体の財政力にかかわらず、一定の行政水準が期待されている分野が

少なくありませんが、現実には地域間の経済力の格差が存在しており、この行政需要と

各団体の財政力の格差を国全体のレベルで調整するために地方交付税制度があります。

　地方交付税は、地方公共団体ごとに、需要と収入の状況に応じて交付されるもので、

使途が特定されない一般財源です。その総額は、昭和41年度以降、国税３税（所得税*、

法人税、酒税）の32％と定められていましたが、平成元年度から税制の抜本的改革及

び国庫補助負担率の見直しに伴い、消費税（消費譲与税を除く。）の24％及びたばこ税

の25％が追加され、平成９年度からは消費税率の引上げとともに消費税の交付税率が

29.5％に変更されました。さらに、平成11年度の恒久的な減税の実施による法人事業税

の減収を法人税の交付税率の引上げで補てんすることとされ、平成11年度は32％から経

過的に32.5％、平成12年度からは減収額の平年度化により35.8％に引き上げられました

が、平成19年度以降は34.0％に引き下げられました。平成26年度は、社会保障・税の一

体改革において消費税に係る地方交付税率が22.3％に引き下げられ、また、新たに創設

された地方法人税については全額が地方交付税の原資として交付税特別会計に直接繰り

入れられました。さらに、平成27年度においては、地方交付税原資の安定性の向上と充

実を図るため、地方交付税率を所得税及び法人税の33.1％、酒税の50％に見直すととも

に、たばこ税は地方交付税の対象税目から除外することとされました。また、消費税率

の引上げに伴い、消費税の地方交付税率が令和元年度は20.8％に、令和２年度は19.5％

に引き下げられました。

　なお、令和３年度当初の交付税総額は、一般会計の国税４税分に、一般会計からの加

算額２兆1,915億円、地方法人税分１兆3,232億円、交付税特別会計剰余金の活用1,500億

円、令和２年度繰越分2,500億円、地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の

活用2,000億円及び返還金１億円を加算した額から交付税特別会計借入金利子支払額760

億円を控除した17兆4,385億円となっています。
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＊）平成16年度から平成18年度までは所得譲与税に係るものを除く

　▶普通交付税

　普通交付税は、毎年それぞれの地方公共団体について基準財政需要額（その地方

公共団体がある一定水準の行政を行うに必要な経費）と基準財政収入額（超過課税

を除いた税収の75％と地方譲与税等の合計額）とを算定し、前者が後者を上まわる

団体、つまり財源不足となる団体に対して交付されます。令和３年度は、2,490億

円（令和２年度最終2,403億9,132万円）を計上しています。

　なお、基準財政収入額に含める税収の割合については、平成14年度までは80％で

あったものが、地方分権推進の流れの中で、全国標準的な行政部分を縮小しつつ、

各団体が自らの責任と財源で対応すべき部分を拡大できるように、平成15年度から

75％に変更されています。

　▶特別交付税

　普通交付税が、画一的な方法で算定されるため、各地方公共団体の実績を正確に

捕捉できない面も出てきます。そこで各団体の特殊事情により特別に生じた財政需

要に対して交付されるもので、いわば普通交付税の補完的機能を有するものといえ

ます。また、その総額は、地方交付税額の６％と定められています。令和３年度は、

35億円（令和２年度最終43億1,167万円）を計上しています。

第７図　地方交付税のしくみ

基準財政需要額　A

県　　税　D
地方譲与
税 等 E

特　別
（6％）

財政不足額　C
（A－B）

地方交付税　F
普通（94%）

基準財政収入額　B

（D×　　＋E）75
100
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第８図　地方交付税決定額の推移（単位：百万円）
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　▶地方特例交付金

　地方特例交付金は、平成11年度に恒久的な減税に伴う地方税の減収額を補てんす

るための減税補てん特例交付金が創設され、平成16年度には義務教育費国庫負担金

等の暫定的な一般財源化のための税源移譲予定特例交付金が創設されました。その

後、税源移譲予定特例交付金については三位一体改革における国庫補助負担金改革

による税源移譲額全額を所得譲与税によって措置することに伴い、平成17年度限り

で廃止され、減税補てん特例交付金についても平成18年度限りで廃止されました。

なお、減税補てん特例交付金廃止後の経過措置として設けられていた特別交付金に

ついても、平成21年度限りで廃止されました。

　また、平成18年度及び平成19年度の児童手当の制度拡充に伴う地方負担額の増加

に対応するために設けられている児童手当特例交付金については、平成22年度にお

ける子ども手当の創設に伴う地方負担の増加分等を新たに対象とするため、名称が

児童手当及び子ども手当特例交付金に改められました。その後、児童手当及び子ど

も手当特例交付金については子ども手当から子どものための手当への制度改革に伴

い整理され、年少扶養控除の廃止等に伴う地方増収分で取扱うこととされました。

　さらに、平成20年度から住宅借入金等特別税額控除を行うことに伴う地方公共団

体の減収額を補てんするため、減収補てん特例交付金が創設されました。

　また、令和元年度においては、消費税率の引上げに伴う需要平準化対策に係る自

動車税の環境性能割の臨時的軽減による減収額を補てんするため、既存の特例交付
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金を個人住民税減収補てん特例交付金に名称変更した上で、自動車税減収補てん特

例交付金が創設されました。加えて、幼児教育の無償化に係る地方負担分について、

消費税率の引上げの初年度は地方の増収が僅かであることから、令和元年度に限り、

子ども・子育て臨時交付金として、地方負担分が全額国費で措置されました。

　本県では、令和３年度において、個人住民税減収補てん特例交付金を９億8,200

万円（令和２年度最終９億4,770万円）、自動車税減収補てん特例交付金を２億4,500

万円（令和２年度最終３億2,676万円）計上しています。

　▶地方財政対策

　地方財政対策は、毎年度の地方財政運営に支障が生ずることのないよう、制度的

な財源保障の仕組みを補完し、各年度の地方財政をとりまく諸情勢の変化に対応し

て講じられる地方財政措置をいいます。

　昭和50年度以降、地方財政は経済情勢の悪化と財政需要の拡大を背景に毎年巨額

の財源不足を生じ、これに対し交付税特別会計における借入金による交付税の特例

増額と地方債の増発により補てん措置を講じてきました。この結果、昭和58年度末

では交付税特別会計の借入金残高が11兆5,200億円の巨額に達し、これ以上の借入

が許されない状況となったことから、従来の地方財政対策を見直すこととされまし

た。具体的には、交付税特別会計の借入金方式を廃止し当分の間、地方財政措置と

して、法律の定めるところにより地方交付税の特例措置を講ずることとし、昭和60

年度以降は、昭和60年度から行われた国庫補助負担率の暫定的な引下げに係る部分

を除けば、形式的には地方財政の収支の均衡がとられてきました。

　しかし、平成６年度から平成８年度の間及び平成10年度においては、当面の経済

情勢に対応する視点から特別減税等の措置がとられ、また、平成９年度においては、

新たに導入された地方消費税の税収が平年度化しない影響等もあり、大幅な財源不

足額が生じたことから減税補てん債や臨時税収補てん債の発行、及び地方交付税特

別会計からの借入や財源対策債の発行等の措置が講じられました。

　さらに、平成11年度及び平成12年度においては、恒久的な減税の実施による影響

及び通常収支の巨額な財源不足に対応し、地方特例交付金の創設や法人税の交付税

率の引上げ等が行われたほか、減税補てん債や財源対策債の発行及び地方交付税特

別会計からの借入措置が講じられました。
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　平成13年度においては、減税の影響分については従来どおりの補てん措置が講じ

られましたが、通常収支の不足分については、地方交付税特別会計の借入金残高が

巨額に達する見込みとなったことから、従来の地方財政対策を見直し、国と地方の

責任分担関係の明確化を図るため、財源不足のうち財源対策債等を除いた部分を国

と地方が折半し、地方負担分は、これまでの交付税特別会計の借入に代えて臨時財

政対策債の発行による補てん措置を講じる制度改正が行われました。ただし、平成

13年度については、地方交付税の減少による影響、一般会計加算による国の歳出増

等を勘案し、国負担分、地方負担分ともその２分の１、平成14年度については、財

源不足額が前年度に比して大幅に増加したことから、国負担分、地方負担分ともそ

の４分の１を交付税特別会計借入金により補てんする措置が講じられ、平成15年度

から、国負担分については国の一般会計から繰入れにより、地方負担分については

臨時財政対策債により全額補てんする措置を講ずることとされました。

　また、平成15年度においては、義務教育費国庫負担金等の国庫補助負担金の見直

しに伴う財源措置として、地方特例交付金（第二種交付金）が措置されたほか、市

町村道整備に係る国庫負担金の見直し及び直轄事業による高速道路整備に係る地方

負担に伴い、自動車重量税（市町村に譲与）の譲与割合の引き上げ及び地方道路譲

与税の都道府県・市町村間の配分の見直しにより財源措置を講ずることとされ、平

成16年度においては、国庫補助負担金の一般財源化等に伴う暫定的な財源措置とし

て所得譲与税を創設し、第二種地方特例交付金を廃止するとともに、義務教育費国

庫負担金及び公立養護学校教育費国庫負担金のうち退職手当及び児童手当に係る部

分について、税源移譲予定特例交付金による財源措置を講ずることとされました。

　平成17年度においては、国民健康保険事業に係る都道府県財政調整交付金など国

庫補助負担金の一般財源化相当分について、暫定的に所得譲与税による財源措置を

講ずることとされたほか、義務教育費国庫負担金の暫定的な減額相当分については、

平成16年度から措置されている退職手当及び児童手当に係る部分に加えて税源移譲

予定特例交付金による財源措置を講ずることとされ、平成18年度においては、三位

一体改革の進展に伴い税源移譲予定特例交付金が廃止される一方で、児童手当の制

度拡充に伴う地方負担額の増加に対し、児童手当特例交付金により財源措置を講ず

ることとされました。
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　平成19年度においては、所得税から個人住民税への本格的な税源移譲が行われる

ことに伴って所得譲与税が廃止されたほか、減税補てん特例交付金が平成18年度を

もって廃止されたことに伴う平成21年度までの経過措置としての特別交付金が制度

化され、平成20年度においては、住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う措置とし

て減収補てん特例交付金が新設されました。

　なお、平成19年度において、交付税特別会計の新規借入を廃止し、平成18年度補

正予算分からこれまでの借入に対する計画的な償還を開始したところですが、平成

20年度には、必要な地方交付税総額を確保するため、償還を平成22年度以降に繰り

延べることとしました。

　平成21年度においては、既定の加算とは別枠で地方交付税を１兆円増額加算する

とともに地域雇用創出推進費が創設されるなどの措置が講じられ、平成22年度にお

いては、地方交付税総額を対前年度比で1.1兆円増額確保するとともに、既往の地

域雇用創出推進費を廃止のうえ地域活性化・雇用等臨時特例費が創設されたほか、

子ども手当の創設に伴う地方負担の増加分等について児童手当及び子ども手当特例

交付金による財源措置が講じられました。

　平成23年度においては、地方交付税総額を対前年度比で0.5兆円増額確保すると

ともに、一般財源総額も対前年度比で0.1兆円増額が確保されたほか、地方財政の

健全化として、一般財源総額が維持される中で、臨時財政対策債が1.5兆円の大幅

減となるとともに、交付税特別会計借入金について、新たな償還計画が定められ、

着実な償還が開始されました。

　平成24年度においては、東日本大震災への対応分を別枠で整理し、通常収支分の

地方交付税総額を、地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用を図る

こととしたことなどにより、対前年度水準以上が確保されました。一般財源総額に

ついては、中期財政フレーム（平成24年度～26年度）に基づき、前年度と同水準が

確保されました。

　あわせて、長期債務残高を抑制していくため、一般財源総額を確保した上で、臨

時財政対策債を縮減するとともに、交付税特別会計借入金については、平成24年度

分として法定されていた額1,000億円を規定どおりに償還することとされました。

　平成25年度においては、通常収支分の地方交付税総額が対前年度比で0.4兆円減
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となりましたが、一般財源総額については、前年度と同水準が確保されました。

　なお、平成25年度の地方財政計画の策定にあたっては、平成25年７月から国家公

務員と同様の給与削減を実施することを前提とした給与関係経費の削減が行われる

こととされました。これにあわせて、防災・減災事業や地域の活性化等の緊急の

課題に対処する観点から、給与削減額（8,504億円）に見合った事業費（8,523億円）

を計上することとされ、通常収支分において特別枠「給与の臨時特例対応分」が創

設され、緊急防災・減災事業費及び地域の元気づくり事業費を合算した7,500億円

が計上されるとともに、東日本大震災分（全国防災事業）の投資的経費（直轄・補

助）の地方負担分として973億円が計上されました。

　平成26年度においては、税制改正において地域間の税源の偏在性を是正し財政力

格差の縮小を図るため、法人住民税法人税割の税率を引き下げる一方で、その引き

下げ分をもとに国税である地方法人税を創設し、全額を地方交付税原資とすること

とされたほか、消費税・地方消費税率の引上げによる増収分を活用した社会保障の

充実として、少子化対策、医療・介護サービスの提供体制改革、医療保険制度改革

及び難病等に係る公平かつ安定的な制度の確立などについて財源の重点的配分を行

うこととされました。

　平成27年度においては、地方交付税原資の安定性の向上と充実を図るため、所得

税、法人税及び酒税の地方交付税率を見直すとともに、たばこ税を地方交付税の対

象税目から除外することとした一方、地方が自主性・主体性を最大限発揮して地方

創生に取り組み、地域の実情に応じたきめ細かい施策を可能にする観点から、一般

行政経費に新たに「まち・ひと・しごと創生事業費」を１兆円計上することや、公

共施設等総合管理計画に基づき実施する公共施設の集約化・複合化、転用、除却の

ために必要な経費を充実させるなど、財源の重点配分を行うこととされました。

　　 　平成28年度においては、地方税が増収となる中で、地方交付税総額については前

年度とほぼ同程度の額を確保しつつ、臨時財政対策債の発行を抑制することで、一

般財源総額の確保と質の改善を図る一方で、昨年度創設された「まち・ひと・しごと

創生事業費」を引き続き同額計上し地方創生の推進を図るとともに、公共施設等総

合管理計画策定団体数の増加を踏まえ、公共施設等最適化事業費の増額や緊急防災・

減災事業費の確保など、地方の喫緊課題に対応するための経費が計上されました。
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　　 　平成29年度においては、地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用

など、地方交付税の原資を最大限確保することにより、臨時財政対策債の増を可能

な限り抑制しながら、社会保障の充実分の確保も含め、昨年度を上回る一般財源総

額が確保されました。また、平成27年度に創設された「まち・ひと・しごと創生事業費」

を平成28年度に引き続き同額（１兆円）計上し、また、一億総活躍社会の実現に向

けた保育士・介護人材等の処遇改善等に係る地方負担について所要の財政措置が講

じられるとともに、公共施設等の集約化・複合化、老朽化対策等を推進し、その適

正配置を図るため、平成27・28年度に計上された公共施設等最適化事業費を拡充し、

「公共施設等適正管理推進事業費」（3,500億円）が新たに計上されました。

　平成30年度においては、一般財源総額について、子ども・子育て支援をはじめと

する社会保障関係費やまち・ひと・しごと創生事業費（昨年度同額の１兆円）など

を適切に計上することにより、平成29年度を上回る額が確保されるとともに、精算

減（平成28年国税決算分）の繰延べや地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準

備金の活用などにより、臨時財政対策債の発行を抑制しながら、地方交付税の原資

が可能な限り確保されました。また、平成29年度に新たに計上された「公共施設等

適正管理推進事業費」について、適正管理を推進するため、対象を拡充するととも

に、事業費が増額されました（4,800億円）。

　令和元年度においては、地方が人づくり革命の実現や地方創生の推進、防災・減

災対策等に取り組みつつ、安定的に財政運営を行うことができるよう、地方税が増

収となる中で、一般財源総額について、平成30年度を上回る額が確保されるととも

に、臨時財政対策債の発行が大幅に抑制されました。その中では、幼児教育の無償

化に係る地方負担分を措置する臨時交付金、「防災・減災、国土強靭化のための３

か年緊急対策」に基づく事業費、地方が単独事業として実施する防災インフラの整

備を推進するための緊急自然災害防止対策事業費等が新たに計上される一方、「ま

ち・ひと・しごと創生事業費」や「公共施設等適正管理推進事業費」は、引き続き

昨年度と同額が計上されました。

　令和２年度においても、引き続き人づくり改革の実現や地方創生の推進、地域社

会の維持・再生、防災減災対策等に取り組みつつ、安定的に財政運営を行うことが

できるよう、一般財源総額については昨年度を上回る額が確保されるとともに、臨
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時財政対策債の発行は抑制されました。その中では地方法人課税の偏在税制措置に

よる財源を活用して、地方が地域社会の維持・再生に向けた幅広い施策に自主的・

主体的に取り組むための「地域社会再生事業費」や、地方が防災・減災対策として

単独事業で実施する河川等の浚渫を推進するための「緊急浚渫推進事業費」が新た

に計上されました。

　令和３年度においては、新型コロナウイルス感染症により地方税等が大幅な減収

となる中で、地方が行政サービスを安定的に提供しつつ、防災・減災、国土強靱化

等の重要課題に取り組めるよう、一般財源総額について、水準超経費を除き、昨年

度を上回る額が確保されるとともに、地方交付税の原資を最大限確保することによ

り、臨時財政対策債の増加額は可能な限り抑制されました。その中では、地域社会

のデジタル化を推進するため、地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金を

活用した「地域デジタル社会推進費」の創設や、防災・減災、国土強靱化の推進と

して「緊急自然防止対策事業費」及び「緊急防災・減災事業費」について、対象事

業の拡充や事業期間の延長等の対策が講じられました。

県　　　債

　県が行っている事業の経費は、通常、その年度に収入が見込まれる財源、すなわち、

県税、地方交付税などの一般財源や国庫支出金、使用料・手数料などの特定財源で賄わ

れます。しかし、大規模な建設事業、災害復旧事業又は公営企業のため一時に多額の経

費が必要なときには、通常の収入では賄えない場合が起こります。このような場合に

は、借入金により資金を確保することにより財源としています。このような借入金を地

方債（県債）といいます。

　令和３年度当初予算（一般会計）では、2,499億39百万円（前年度当初2,642億43百万円、

最終2,881億23百万円）を計上しており、前年度当初と比較して143億４百万円の減となっ

ています。

第３表　県債発行額（普通会計）
（単位：百万円）

区　　　　　分 平成30年度
（決算額）

令和元年度
（決算額）

令和２年度
（最終予算）

令和３年度
（当初予算）

県債発行額 145,208 152,267 161,166 137,026
歳入予算に占める
県債の比率（％）

当県 14.2 14.6 13.6 11.2
全国  10.7 11.0  −  −

（注）普通会計とは、一般会計と公営企業会計以外の特別会計を合わせて一つの会計とみなしたものをいう。借換債は含まない。
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第４表　県債性質別・借入先別現債高（一般会計）

　▶地方債の制限

　地方公共団体にとって、地方債は一時的な財源調達法としては有用ですが、その

性質は、あくまでも借入金であり、後年度にわたり元利償還という形で住民に負担

を残すことになります。このため、起債の目的は次の場合に制限されています。

　ア　病院事業、水道事業など公営企業に必要な経費の財源とする場合

　イ　出資金及び貸付金の財源とする場合

　ウ　災害復旧関係事業費の財源とする場合

　エ 　文教施設、厚生施設、土木施設など公共施設又は公用施設の建設事業費の財

源とする場合

　オ　地方債の借換えのための財源とする場合

　▶公債費負担の状況

　多額の県債を抱えていることは、将来にわたって財政を圧迫し、財政の硬直化を

招くことになるので、県債の発行にあたっては、県の財政力に相応した後年度の負

担について十分考慮し、発行されています。公債費の増加が財政に及ぼす影響の程

（単位：百万円）
区　　　　　　　　　分

令 和 元
年 度 末
現 在 高

令 和 ２
年 　 度
発 行 額

令和２年度元利償還額 令 和 ２
年 度 末
現 在 高元金 利子 計

１　公共事業等債 448,849 49,897 47,985 2,451 50,436 450,761
₂　一般単独事業債 519,003 48,603 64,868 2,695 67,563 502,738
₃　公営住宅建設事業債 4,203 377 378 31 409 4,202
₄　教育・福祉施設等整備事業債 37,947 2,220 2,891 195 3,086 37,276
₅　災害復旧事業債 31,980 4,643 4,010 59 4,069 32,613
₆　緊急防災・減災事業債 23,477 855 1,425 74 1,499 22,907
₇　全国防災事業債 139 7 1 8 132
₈　新産業都市等建設事業債 5,520 662 22 684 4,858
₉　首都圏等整備事業債 2,034 450 32 482 1,584
10　厚生福祉施設整備事業債 51 51 51
11　防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債 10,738 25,610 14 14 36,348
12　緊急自然災害防止対策事業債 3,190 5,660 6 6 8,850
13　緊急浚渫推進事業債 397 397
14　減収補てん債 65,218 18,944 7,886 443 8,329 76,276
15　減税補てん債 24,544 704 2,719 154 2,873 22,529
16　財源対策債 340,096 31,262 41,080 2,154 43,234 330,278
17　臨時財政対策債 698,064 87,406 87,926 4,608 92,534 697,544
18　地域財政特例債
19　臨時財政特例債
20　財政健全化債 25,174 2,151 119 2,270 23,023
21　行政改革推進債 109,304 5,954 6,397 870 7,267 108,861
22　退職手当債 69,454 8,005 8,340 694 9,034 69,119
23　下水道事業債（過疎代行分） 921 109 19 128 812
24　下水道事業債（農業集落排水） 639 60 14 74 579
25　臨時税収補てん債 664 1 1 664
26　国の予算貸付・政府関係機関貸付債 6,672 669 669 6,003
27　駐車場整備事業債 63 8 8 55
28　病院事業債（一般会計出資債） 6,042 1,066 25 1,091 4,976
29　観光その他事業債 1,651 8 3 11 1,643

合　　　　計 2,435,637 290,537 281,146 14,684 295,830 2,445,028
借
入
先
機
関

政府資金 248,805 12,151 39,903 2,416 42,319 221,053
地方公共団体金融機構 3,031 760 49 809 2,271
市中銀行・その他金融機関 2,183,801 278,386 240,483 12,219 252,702 2,221,704
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度を示す指標としては、次の２つの指標が用いられています。

第５表　公債費負担の状況（普通会計）

区　　　　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

公債費負担比率
当県 25.4　％ 25.1　％ 24.3　％
全国 21.2 20.9 20.7

実質公債費比率
当県 14.9 15.9 16.6
全国 12.2 11.7 11.3

（注）全国数値は、都道府県の単純平均である。

公債費負担比率＝ 公債費充当一般財源
一般財源総額

実質公債費比率＝ (A＋B)−(C＋D)
E−Ｄ

　実質公債費比率とは、平成18年度の地方債協議制度への移行に伴い導入された指標であり、税収や交付税
など標準的な収入の合算額（標準財政規模）に対する公債費等の実質的な負担の程度を客観的に評価するも
のです。地方債の信用維持等を図るため、平成18年度からは、地方債の発行に当たり、実質公債費比率（過
去３年度間の平均）が18％以上の場合は「許可団体」となり、早期是正措置を講じることとされています。
Ａ�地方債の元利償還金（繰上償還等を除く。）
Ｂ� 公営企業債の元利償還金に対する一般会計からの繰出金など地方債の元利償還金に準ずるもの（準元

利償還金）
Ｃ�元利償還金又は準元利償還金に充てられる特定財源
Ｄ�普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された地方債の元利償還金及び準元利償還金
Ｅ�標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額を含む。）
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 県民負担の状況

　県民の福祉を向上させ、住みよい生活環境をつくるため、県は、各方面での行政を進

めており、これに要する経費は、直接又は間接に県民から負担してもらっていることに

なります。このなかで、県民から直接的に負担してもらっているものには、県税、分担金・

負担金、使用料・手数料がありますが、地方交付税、地方譲与税、国庫支出金は、国民

の負担している国税がその原資となっており、これは間接的な負担といえます。

　直接的な負担である県税は、収入財源のなかでも最も重要な財源となっており、法律

及び条例の定めにより公平適正に負担してもらっています。

　▶県税負担額

　県民１人当たりの県税負担の状況は、次表のとおりです。

　令和３年度当初予算の県税は2,523億92百万円ですので、県民１人当たりの負担

額は11万5,559円となっています。

　全国平均１人当たり負担額と比較してみますと、令和元年度では、当県１人当た

り11万3,274円であり、全国平均１人当たり14万4,281円に対して、78.5％の負担と

なっています。

第６表　県民１人当たり県税負担の推移

年 度 県 民 所 得 A 県　　 税 B 県民所得に対する
県税負担率 

B 
A

県 民 １ 人
当たり県税額

全国平均１人
当たり県税額

百万円 千円 ％ 円 円
18 6,570,959 260,660,134 4.0％ 107,458 128,484 
19 6,567,318 284,741,518 4.3％ 117,998 146,886 
20 6,157,718 273,930,176 4.4％ 114,052 141,081 
21 5,969,727 234,394,337 3.9％ 98,028 115,338 
22 6,113,914 218,515,155 3.6％ 91,857 110,499 
23 6,074,265 219,807,663 3.6％ 92,956 108,906 
24 6,103,063 226,892,313 3.7％ 96,619 111,917 
25 6,323,325 232,080,682 3.7％ 98,553 115,027 
26 6,206,151 241,281,033 3.9％ 103,222 122,311 
27 6,377,499 272,138,853 4.3％ 117,330 140,726 
28 6,440,578 270,536,905 4.2％ 117,578 141,619 
29 6,518,032 265,665,454 4.1％ 116,454 144,053 
30 6,548,142 260,723,964 4.0％ 115,404 143,813 
元 253,277,756 113,274 144,281 
２（最終） 257,752,000 116,456
３（当初） 252,392,000 115,559

（注１ ） １人当たり県税額は当該年度末の住民基本台帳人口で除して算出した。（ただし、25 ～令和２年度については、
１月１日の人口により、３年度については、３年度当初の人口により算出した。）

（注２） 県税について、２年度は最終予算額、３年度は当初予算額である。
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　▶国税負担に対する還元

　また、間接的負担である地方交付税、地方譲与税及び国庫支出金は、同じ県民が

負担している国税から県に還元されてくるものです。その還元状況は、次表のとお

りです。

第７表　国税負担に対する還元の推移

年度
負　　　　担 還　　　　　　元 還元率

E 
C

国　税
A

県人口
B

A 
B  C

地　方
交付税

地　方
譲与税

国　庫
支出金 計　D D 

B E
百万円 人 円 千円 千円 千円 千円 円 ％

19 537,671 2,413,103 222,813 534,733,104 19,703,205 262,736,449 817,172,758 338,640 152.0
20 503,548 2,401,803 209,654 542,679,170 18,898,579 279,413,449 840,991,198 350,150 167.0
21 479,050 2,391,091 200,348 558,264,260 30,602,139 396,087,383 984,953,782 411,927 205.6
22 466,468 2,378,853 196,089 580,657,034 45,315,572 304,252,789 930,225,395 391,039 199.4
23 476,765 2,364,632 201,623 599,554,127 45,996,553 292,626,794 938,177,474 396,754 196.8
24 467,824 2,348,323 199,216 583,985,202 46,157,382 297,541,636 927,684,220 395,041 198.3
25 462,134 2,343,426 197,204 562,584,976 51,653,868 383,951,758 998,190,602 425,954 216.0
26 512,495 2,325,718 220,360 558,162,301 58,103,295 308,859,470 925,125,066 397,780 180.5
27 563,684 2,307,203 244,315 548,490,310 54,673,057 288,418,457 891,581,824 386,434 158.2
28 555,235 2,288,495 242,620 537,487,562 47,612,317 293,634,594 878,734,473 383,979 158.3
29 572,739 2,269,487 252,365 529,775,706 48,690,482 301,224,051 879,690,239 387,616 153.6
30 584,869 2,246,748 260,318 517,513,097 53,141,481 290,086,290 860,740,868 383,105 147.2

（注）１　人口は、当該年度末の住民基本台帳による。
　　　２　地方交付税、地方譲与税、国庫支出金は県と市町村の合計額である。
　　　３　国税は、収納済額である。

　平成30年度では、県民１人当たり国税負担額26万318円に対し、地方交付税、地

方譲与税及び国税支出金をあわせて１人当たり38万3,105円が県と市町村に対して

交付されています。したがって、負担に対し、およそ1.47倍の還元がなされている

ことになります。
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⑵　歳出予算のあらまし

　総額１兆4,073億5,000万円の予算は、各行政目的ごとに、かつ、人件費、補助費又は

扶助費などに区分されて執行されています。

 目的別（款別）にみた歳出予算

　目的別（款別）にみた当初予算の歳出は、次表のとおりです。

第８表　令和３年度一般会計歳出予算（目的別）
（単位：千円・％）

区　　　　　　分
令和３年度 令和２年度 比　　　　較

金額(A) 構成比 金額(B） 構成比 増減額(C）
(A)−(B）

増減率
（C)/(B)×100

１ 議 会 費 1,304,716 0.1 1,325,014 0.1 △ 20,298 △ 1.5

２ 総 務 費 27,708,107 2.0 27,280,855 2.2 427,252 1.6

３ 県民生活・環境費 8,023,874 0.6 10,254,697 0.8 △ 2,230,823 △ 21.8

４ 福 祉 保 健 費 191,103,049 13.6 168,011,920 13.8 23,091,129 13.7

５ 労 働 費 2,810,423 0.2 2,963,539 0.2 △ 153,116 △ 5.2

６ 産 業 費 313,308,240 22.3 96,660,998 7.9 216,647,242 224.1

７ 農 林 水 産 業 費 64,958,519 4.6 75,959,104 6.2 △ 11,000,585 △ 14.5

８ 土 木 費 134,310,583 9.5 149,791,845 12.3 △ 15,481,262 △ 10.3

９ 警 察 費 50,127,089 3.6 52,018,953 4.3 △ 1,891,864 △ 3.6

10 教 育 費 169,675,195 12.0 178,672,350 14.7 △ 8,997,155 △ 5.0

11 災 害 復 旧 費 7,743,086 0.5 7,871,880 0.7 △ 128,794 △ 1.6

12 県 債 費 283,694,086 20.2 297,556,723 24.4 △ 13,862,637 △ 4.7

13 諸 支 出 金 152,283,033 10.8 150,991,122 12.4 1,291,911 0.9

14 予 備 費 300,000 0.0 300,000 0.0 0 0.0

計 1,407,350,000 100 1,219,659,000 100 187,691,000 15.4

　各費目（款）には、次のような経費が計上されています。

　議会費は、県議会議員の報酬、活動及び議会開催の経費が計上されています。

　総務費は、庁舎などの建設・管理、徴税、国際交流、広報、克雪対策、地域づくりな

どの地域振興、情報政策、統計及び市町村振興などの経費が計上されています。

　県民生活・環境費は、消費者行政、交通安全対策、文化振興、男女平等社会推進、消

防防災、原子力安全対策、環境企画、環境対策及び廃棄物対策などの経費が計上されて

います。

　福祉保健費は、高齢者・心身障害者・母子などの福祉対策、へき地・救急医療、結核・
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精神医療、生活習慣病対策、老人保健対策などの経費が計上されています。

　労働費は、労働者福祉対策、高齢者・心身障害者などの雇用対策、職業訓練事業など

の経費が計上されています。

　産業費は、地場産業振興、中小企業に対する融資、商工会などの指導、企業誘致、企

業診断、大型店対策、県産品販売促進、石油・天然ガス開発及び観光行政などの経費が

計上されています。

　農林水産業費は、土地改良事業、水田農業対策、米・麦・野菜・果樹などの生産対策、

畜産対策、農業団体の指導、漁港整備、水産資源の回復・管理、森林整備、林道整備及

び治山事業などの経費が計上されています。

　土木費は、道路・河川・港湾・海岸の整備・管理、ダム建設、砂防、公営住宅の建設、

下水道の整備及び公園の整備などの経費が計上されています。

　警察費は、警察署の建設・管理、交通信号機設置、非行対策、防犯対策などの経費が

計上されています。

　教育費は、高等学校の建設・管理、小・中学校教職員の給与費・指導費、特別支援学

校の管理、社会教育、文化行政及び体育振興などの経費が計上されています。

　災害復旧費は、道路、河川、港湾、農地、農業用施設、漁港、治山施設などの災害復

旧経費が計上されています。

　県債費は、県債の元利償還金、一時借入金利子が計上されています。

　諸支出金は、企業会計に対する貸付金、市町村に対する地方消費税交付金、利子割交

付金、自動車取得税交付金及び過年度支出金などが計上されています。

　予備費は、予算議決後に生じる予想されない経費に充てるために予備として予算を計

上しておくものです。

　構成内容とその推移は、次図のとおりです。
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第９図　目的別歳出予算の構成比
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 性質別にみた歳出予算

　歳出予算は、その経費を性質別に大きく分けると、人件費、需用費や旅費などの物件

費、生活保護費などの扶助費及び補助金などの補助費等からなる消費的経費、道路・橋

りょう、学校、公営住宅などの建設に要する普通建設事業費、災害復旧事業費からなる

投資的経費、地方債の元利償還のための公債費、貸付金などの金融的経費、特別会計な

どへ補充するための繰出金からなるその他の経費に区分されます。この区分による当初

予算は、次表（第９表）のとおりです。

第９表　令和３年度一般会計歳出予算（性質別）
（単位：千円・％）

区　　　　　分
令和３年度 令和２年度 比　　　　較

金　額(A) 構成比 金　額(B） 構成比 増減額(C）
(A)−(B）

増減率
(C)/(B)×100

消
　
費
　
的
　
経
　
費

人 件 費(イ) 232,568,273 16.5 240,171,297 19.7 △ 7,603,024 △ 3.2
物 件 費 33,575,689 2.4 32,117,894 2.6 1,457,795 4.5
維 持 補 修 費 20,687,600 1.5 21,150,595 1.7 △ 462,995 △ 2.2
扶 助 費(ロ) 8,010,130 0.6 7,983,861 0.7 26,269 0.3
補 助 費 等 334,527,263 23.7 304,070,644 24.9 30,456,619 10.0
(寄附・負担金) 1,579,453 0.1 1,674,299 0.1 △ 94,846 △ 5.7
(補助・交付金) 254,660,837 18.1 225,925,982 18.5 28,734,855 12.7
(そ の 他) 78,286,973 5.5 76,470,237 6.3 1,816,736 2.4
小 計 629,368,955 44.7 605,494,291 49.6 23,874,664 3.9

投
　
資
　
的
　
経
　
費

普通建設事業費 145,117,254 10.3 176,159,617 14.5 △ 31,042,363 △ 17.6
(補 助 事 業) 73,762,412 5.2 92,120,652 7.6 △ 18,358,240 △ 19.9
(単 独 事 業) 52,482,668 3.8 58,071,537 4.8 △ 5,588,869 △ 9.6
(直轄事業負担金) 18,872,174 1.3 25,967,428 2.1 △ 7,095,254 △ 27.3
災害復旧事業費 7,416,793 0.5 7,506,172 0.6 △ 89,379 △ 1.2
(補 助 事 業) 7,177,643 0.5 6,458,537 0.5 719,106 11.1
(単 独 事 業) 54,000 0.0 54,000 0.0 0 0.0
(直轄事業負担金) 185,150 0.0 993,635 0.1 △ 808,485 △ 81.4
小 計 152,534,047 10.8 183,665,789 15.1 △ 31,131,742 △ 17.0

そ
の
他
の
経
費

公 債 費(ハ) 283,139,058 20.1 297,001,547 24.4 △ 13,862,489 △ 4.7
積 立 金 3,697,016 0.3 2,415,528 0.2 1,281,488 53.1
金 融 的 経 費 292,619,885 20.8 85,660,989 7.0 206,958,896 241.6
繰 出 金 45,691,039 3.3 45,120,856 3.7 570,183 1.3
予 備 費 300,000 0.0 300,000 0.0 0 0.0
小 計 625,446,998 44.5 430,498,920 35.3 194,948,078 45.3

合 計 1,407,350,000 100 1,219,659,000 100 187,691,000 15.4
義 務 的 経 費
(イ)＋(ロ)＋(ハ) 523,717,461 37.2 545,156,705 44.8 △ 21,439,244 △ 3.9
（注）　投資的経費の単独事業には受託事業を含む。
　　　 公債費には県債管理特別会計繰出分含む。
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第11図　性質別歳出予算の構成比
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　令和３年度当初予算の消費的経費は、歳出予算総額の44.7％を占め、令和２年度当初

予算（49.6％）より4.9ポイント下回っています。

　投資的経費は、予算総額の10.8％を占めており、令和２年度（15.1％）より4.3ポイン

ト下回っています。

　また、その他の経費は全体予算の44.5％を占め、令和２年度（35.3％）より、9.2ポイ

ント上回っています。

　性質別構成比の推移は、第12図のとおりです。

　また、法令などにより、その支出が義務づけられている義務的経費（人件費、扶助費、

公債費）の構成比の推移は第13図のとおりです。義務的経費は予算総額の37.2％を占め

ています。
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第12図　性質別歳出額構成比の推移（一般会計）
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　なお、令和３年度一般会計当初予算の節別の予算額は次表（第10表）のとおりです。

第10表　令和３年度一般会計歳出予算（節別）
（単位：千円・％）

区　　　分
令和３年度 令和２年度 比　　　較

金額(A) 構成比 金額(B) 構成比 増減額(C)
(A)−(B)

増減率
(C)/(B)×100

報 酬 4,761,351 0.34 4,829,906 0.40 △ 68,555 △ 1.42
給 料 106,613,947 7.58 109,538,015 8.98 △ 2,924,068 △ 2.67
職 員 手 当 等 85,887,787 6.10 88,034,667 7.22 △ 2,146,880 △ 2.44
共 済 費 35,828,900 2.55 38,245,932 3.14 △ 2,417,032 △ 6.32
災 害 補 償 費 1,880 0.00 1,880 0.00 0 0.00
恩 給 及 び 退 職 年 金 122,627 0.01 142,281 0.01 △ 19,654 △ 13.81
報 償 費 1,516,550 0.11 1,527,289 0.12 △ 10,739 △ 0.70
旅 費 2,209,079 0.16 2,304,709 0.19 △ 95,630 △ 4.15
交 際 費 2,437 0.00 2,813 0.00 △ 376 △ 13.37
需 用 費 12,637,154 0.90 12,326,920 1.01 310,234 2.52
役 務 費 2,691,329 0.19 2,708,593 0.22 △ 17,264 △ 0.64
委 託 料 45,776,644 3.25 46,427,517 3.81 △ 650,873 △ 1.40
使 用 料 及 び 賃 借 料 4,472,423 0.32 4,237,873 0.35 234,550 5.53
工 事 請 負 費 89,832,035 6.38 106,311,311 8.72 △ 16,479,276 △ 15.50
原 材 料 費 344,934 0.02 387,683 0.03 △ 42,749 △ 11.03
公 有 財 産 購 入 費 1,435,883 0.10 2,468,334 0.20 △ 1,032,451 △ 41.83
備 品 購 入 費 1,657,203 0.12 1,939,543 0.16 △ 282,340 △ 14.56
負担金補助及び交付金 299,757,228 21.30 281,375,877 23.07 18,381,351 6.53
扶 助 費 7,524,466 0.53 7,488,088 0.61 36,378 0.49
貸 付 金 305,392,914 21.70 99,076,401 8.12 206,316,513 208.24
補償補填及び賠償金 6,982,105 0.50 9,003,660 0.74 △ 2,021,555 △ 22.45
償還金利子及び割引料 205,098,779 14.57 205,107,773 16.82 △ 8,994 △ 0.00
積 立 金 3,697,016 0.26 2,415,528 0.20 1,281,488 53.05
寄 附 金 140,336 0.01 149,000 0.01 △ 8,664 △ 5.81
公 課 費 42,445 0.00 44,252 0.00 △ 1,807 △ 4.08
繰 出 金 182,622,548 12.98 193,263,155 15.85 △ 10,640,607 △ 5.51
予 備 費 300,000 0.02 300,000 0.02 0 0.00

合　　　計 1,407,350,000 100 1,219,659,000 100 187,691,000 15.39
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３　特別会計予算のあらまし

　法律又は条例の定めにより、特定の事業を行うため及び特定の歳入をもって特定の歳

出に充てるため、一般会計の歳入歳出と区分して経理を行う特別会計を13会計設置して

います。各特別会計の令和３年度当初予算額は次表（第11表）のとおりです。

　以下13特別会計の概要を説明します。

⑴　県債管理特別会計

　平成４年度以降発行の市場公募債等に係る公債費及びこれに係る積立金経理の明確化

を図るための特別会計です。

主要内容

　県債元金積立金670億4,890万円、県債元金償還金1,234億8,100万円、県債利子償還金

52億1,507万円

⑵　地域づくり資金貸付事業特別会計

　地域の持つ個性・特性を活かした「地域振興事業」等を推進するため、市町村等が行

う施設整備事業に対し資金を貸し付けるための特別会計です。

主要内容

　地域振興事業２億7,350万円

⑶　災害救助事業特別会計

　災害救助法、災害救助条例に基づく災害救助費及び「災害弔慰金の支給等に関する法

律」に基づく災害弔慰金等の支給などのための会計であり、災害救助法に基づく事業の

原資は別に設けている災害救助基金が充てられています。

主要内容

　災害救助法による救助費１億4,055万円、災害救助法に基づく基金積立金126万円

⑷　国民健康保険事業特別会計

　県が国民健康保険の財政運営の責任主体として、安定的な財政運営や効率的な事業の

確保等を行うため、市町村から徴収した納付金及び国・県が負担する公費等を財源とし

て、市町村が保険給付に要した費用等を交付するための特別会計です。

主要内容

　保険給付費等交付金1,541億8,537万円、後期高齢者支援金264億9,594万円、介護納付

金88億3,464万円
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⑸　母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

　母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき、母子及び父子並びに寡婦に対して修学資金、

事業開始資金などの母子父子寡婦福祉資金の貸付けを行うとともに必要な指導援助を行

うことによって経済的自立と生活意欲の向上を図り、母子及び父子並びに寡婦とその扶

養する子の福祉増進を図るための特別会計です。

主要内容

　修学資金２億7,651万円、住宅資金350万円、事業開始資金443万円、就学支度資金

2,484万円、技能習得資金648万円、修業資金1,046万円、生活資金1,433万円

⑹　心身障害児・者総合施設事業特別会計

　新潟県心身障害児・者総合施設（コロニーにいがた白岩の里）の円滑な運営を図るた

め、新潟県コロニー基金を設置しており、寄附金の基金への繰入れ及び基金の果実の一

般会計繰出しなどのための特別会計です。

主要内容

　一般会計への繰出し788万円

⑺　中小企業支援資金貸付事業特別会計

　経営基盤の強化、事業の共同化等、県内中小企業者を支援するため、資金の貸付け及

び設備の貸与等の事業を行うための特別会計です。

主要内容

　小規模企業者等設備貸与事業貸付金４億円、高度化資金貸付金641万円

⑻　林業振興資金貸付事業特別会計

　林業・木材産業改善資金助成法及び林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通

等に関する暫定措置法等に基づき、林業経営の基盤強化と木材の生産及び流通の合理化

を図るため、森林所有者、森林組合などに対し、林業・木材産業改善資金、木材産業等

高度化推進資金などを貸し付けるための特別会計です。

主要内容

　林業・木材産業改善資金6,000万円、木材産業等高度化推進資金8,600万円

⑼　沿岸漁業改善資金貸付事業特別会計

　沿岸漁業改善資金助成法に基づき、沿岸漁業経営等の改善、漁家生活の改善及び漁業

後継者の養成を図るため、漁業者に対し、経営等改善資金、生活改善資金及び青年漁業
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者等養成確保資金を貸し付けるための特別会計です。

主要内容

　経営等改善資金5,350万円、青年漁業者等養成確保資金650万円

⑽　県有林事業特別会計

　県が森林の公益的機能の充実と地域林業の振興を目的に、「県有林」及び私有地に地

上権を設定して森林を造成する「県行造林」の植栽、保育、伐採などの事業を行うため

の特別会計です。

主要内容

　第１次県行造林管理費536万円、明治百年記念造林管理費6,533万円、県有林管理費

172万円、第３次県行造林管理費485万円、実験展示林管理費12万円

⑾　用地先行取得事業特別会計

　日本海沿岸東北自動車道（朝日温海道路）に係る事業用地について、県が先行取得し

た土地を国へ売却し、県債費を償還するための特別会計です。

主要内容

　県債費３億500万円

⑿　都市開発資金事業特別会計

　都市計画決定された道路等予定区域内の土地について、土地所有者からの買取り請求

に基づき用地買収するための特別会計です。

主要内容

　管理費192万円、繰出金５億6,514万円

⒀　港湾整備事業特別会計

　地方財政法の趣旨に沿い、埋立事業及び荷役機械、上屋、倉庫を使用させる事業を一

般会計から分離して経理するための特別会計です。

主要内容

　港湾施設整備３億円
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第11表　令和３年度特別会計予算

（単位：千円・％）

会　計　名 令和３年度
当初予算額(A)

令和２年度
当初予算額(B)

比　　　　較
増減額(C)
(A)−(B)

増減率
(C)/(B)×100

県 債 管 理 195,764,848 214,581,003 △ 18,816,155 △ 8.8
地域づくり資金貸付事業 364,317 580,894 △ 216,577 △ 37.3
災 害 救 助 事 業 327,679 628,219 △ 300,540 △ 47.8
国 民 健 康 保 険 事 業 191,651,079 189,977,373 1,673,706 0.9
母子父子寡婦福祉資金貸付事業 348,777 334,022 14,755 4.4
心身障害児・者総合施設事業 7,885 9,622 △ 1,737 △ 18.1
中小企業支援資金貸付事業 800,568 1,073,213 △ 272,645 △ 25.4
林 業 振 興 資 金 貸 付 事 業 192,292 212,693 △ 20,401 △ 9.6
沿岸漁業改善資金貸付事業 60,853 111,059 △ 50,206 △ 45.2
県 有 林 事 業 160,342 158,539 1,803 1.1
用 地 先 行 取 得 事 業 305,069 305,018 51 0.0
都 市 開 発 資 金 事 業 567,059 590,794 △ 23,735 △ 4.0
港 湾 整 備 事 業 2,318,012 3,371,144 △ 1,053,132 △ 31.2

計 392,868,780 411,933,593 △ 19,064,813 △ 4.6



第２　令和３年度主要事業のあらまし
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新� 持続可能な営農体制再編・強化支援� 93,000ઍ円（2月冒頭）

新� 地場産地デジタル化支援事業補ॿ金� 6,000ઍ円（2月冒頭）

新� 県内高速όス運行継続支援事業� 104,827ઍ円（2月冒頭）

新� 国営造成県管理排水機場#$1策定事業� 24,000ઍ円（2月冒頭）

� コϗートを活用した健߁づくり支援事業� 1,244ઍ円（2月冒頭）

ᶅ　ੜ׆จԽ׆ಈの支援�

拡� 生活ځࠔ者自立支援事業� 77,906ઍ円

新� 保ޢ決定等体制強化事業� 20,599ઍ円

新� フーυόンク支援事業� 5,200ઍ円

新� ཆ育費確保支援事業� 1,011ઍ円

新� ϠンάέΞϥー支援普及ܒ発事業� 1,120ઍ円

拡� ֶのためのڅ付金�738,833ઍ円（2月冒頭ؚむ）

新� 特別支援ֶߍ情ใ処理機ثの整備� 24,066ઍ円（2月冒頭）

拡� �等ֶ費ܰ減事業ߍ立高等ֶࢲ 89,164ઍ円

新� ̞̩ スΩルΞοϓ܇࿅事業� 19,167ઍ円（2月冒頭）

֦� ঁ性・高ྸ者৽規ब業ଅਐϓϩδΣΫτ� 1�31�ઍԁ

新� ̙̫ 防止ܒ発の強化� 378ઍ円

新� ひとりՈఉ等常生活サポート事業� 3,246ઍ円

第２　令和３年度ओཁ事業のあらまし
➤�˙ʜ事業հ　新ʜ新規事業
　�拡ʜ拡ॆ事業　
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拡� 自ࡴ対策強化戦ུ事業� 151,747ઍ円

新� ひきこもりへの支援対策の強化� 6,250ઍ円

新� त産施設の受注機会の拡大� 3,000ઍ円

新� จ化ܳज़団体・イベント等Ϛονンά事業� 12,000ઍ円

新� จ化イベントにおけるઌٕज़活用推進事業� 2,646ઍ円（2月冒頭）

新� ଟ༷な人ࡐが活༂できる農業推進事業� 20,000ઍ円（2月冒頭）

新� ൜ࡑඃ害者等支援事業� 5,864ઍ円

拡� �外国人向け相ஊ体制等の強化ཹࡏ 17,445ઍ円（2月冒頭ؚむ）

拡� ೝ症高ྸ者հޢ支援事業� 74,462ઍ円

拡� 地域のࢠ育てྗ育成事業� 14,955ઍ円

� 新潟県จ化2021ࡇ։࠵費� 24,118ઍ円（2月冒頭）

� จ化ܳज़イベント等։࠵支援事業� 38,970ઍ円

ʲ�Οζ・ίϩφɺϙετ・ίϩφࣾ

会Λݟਾ͑たɺຊ県の中ظ的ͳ

成・発లに͚た取ʳ

ᶃ　分ࣾܕࢄ会の対Ԡ�

拡� 地域活性化リーディンάϓロジΣクト�45,000ઍ円（2月冒頭）

　働いていないঁ性や高ྸ者のब業を促進し、人手不足にむ企業の働き手確保

につなげるため、県ではঁ性・高ྸ者等新規ब業促進ϓロジΣクトを実施してい

ます。

　具体的には、̧̫ΰーάルをって事をԾ体ݧできる「おしごと̧̫体ݧ

会」や、企業との面ஊを目的とした合同企業આ໌会等のイベントを実施している

΄か、今後の働き方や希望に合ったٻ人・企業について、専Ոによる個別相ஊ

をਵ時行っています。

ঁ性・高ྸ者৽規ब業ଅਐϓϩδΣΫτ

Copyright（C）2021 MS Office.co.,Ltd All rights reserved

健康チェック おしごとＶＲ体験 おしごと相談
【例】「おしごとVR体験会」の様⼦

下半⾝の筋⼒が少し弱くなっていま
すね。少しでも運動ができるといい
のですが、１⼈だとなかなか続けら
れなかったりしますよね。

⾝体を動かす軽作業のようなお仕事
であれば、⾃然と⾜腰の筋⼒をつけ
られるかもしれません。まずはお仕
事の様⼦を⾒てみませんか︖

１⽇数時間から働けるようなお仕事
もあるので、実際に今、どのような
お仕事があるのか聞いてみません
か︖

※簡略化しています。

1
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拡� ϫーέーγϣン体ݧϓロάϥϜ実ূ事業�9,260ઍ円

� Ҡ住・ब業等支援事業� 82,314ઍ円

� ・̪*ターン実現トータルサポート事業�39,934ઍ円

新� にいがた暮らし・しごと支援ηンター設置事業� 72,987ઍ円

拡� Ҡ住定住促進戦ུ的ใ事業� 37,703ઍ円

新� 会һ組৫と࿈ܞしたωοトϫークܗ成事業� 12,375ઍ円（2月冒頭）

拡� ;るさと新潟交流促進事業� 145,256ઍ円

ᶄ　σδλϧԽࣾ会の対Ԡ�

֦� 県内࢈業の%9推ਐの取� ���1�ઍԁ

新� デジタル化に向けたҙࣝ改革� 5,641ઍ円

拡� デジタルٕज़導入に向けた支援体制の強化� 8,296ઍ円

拡� 人ࡐ育成の取組� 8,851ઍ円

　新型コロナウイルス感染拡大により、༷々な分でデジタルٕज़の活用にഭら

れたことを受け、県は令和２年度に「県内産業デジタル化構」を策定しました。

　そこで໌らかになった課題を踏まえ、今年度は、デジタル化への対応の必要性

を金融機関や団体等と࿈ܞしてݺびかけるとともに、個別企業のデジタル

ٕज़導入における課題のղ決を型で支援し、県内産業のデジタルトϥンス

フΥーメーγϣン（%9）を推進します。

県内࢈業の%9推ਐの取

����
����

�����
�����

�����

その他
異業種交流等の支援

専門知識の提供
人材育成支援

資金支援

5����県内企業へのデジタル技術活用に関するアンケート調査（���社回答）

資金支援（補助金等）

5����県内企業へのデジタル技術活用に関するアンケート調査（���社回答）

����
����

�����
�����

�����

その他
異業種交流等の支援

専門知識の提供
人材育成支援

資金支援資金支援（補助金等）

42.9%

56.9%

63.0%

●システム構築の
資金がない

●明確なビジョン
を描けない

●デジタル人材を
確保できない

(複数回答)
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� ։発等支援� 46,827ઍ円

新� 地域の̙̭ 推進支援事業� 33,750ઍ円

新� 地場産地デジタル化支援事業補ॿ金̡ 再ܝ �r 6,000ઍ円（2月冒頭）

拡� スϚート農ྛ水産業推進ϓϥοトフΥーϜ事業� 3,478ઍ円

拡� *$5活用事の普及促進� 6,140ઍ円

新� 行政手続Φンϥイン化γスςϜの構ங� 100,000ઍ円

ᶅ　ૉࣾ会のసに͚た取�

新� 新潟県άリーン社会実現戦ུ検౼事業� 10,000ઍ円（2月冒頭）

新� 地域循環型再生可能エωルΪーܗ成促進事業� 20,300ઍ円

֦� 20�0৽ׁθϩΧʔϘϯνϟϨϯδ事業� 11�1�ઍԁ

拡� フロンςィΞ企業支援資金ï脱炭素枠ð� 新規融資枠1,150,000ઍ円

新� �変動適応策推進事業ީؾ 736ઍ円

　2050年までに脱炭素社会を実現するためには、県民や事業者等あらゆる主体が

Թࣨ効果Ψス排出量の減に取り組む必要があります。

　県では「2050新潟θロΧーϘンνϟレンジ」として、ࢠどもやए者からγχΞ

まで༷々な方を対とした効果的な情ใ発৴（4/4・ηϛナー等活用）や、Ո

ఉでの実ફ的なলエω促進（লエωՈిへのങ換や住宅のஅ・ஆ対策Ωϟン

ϖーン等）など、θロΧーϘンに向けた取組を推進します。

20�0৽ׁθϩΧʔϘϯνϟϨϯδ事業

（10⽉31⽇予定）

１ ⽇ଞেણのੌ ڮ 事業ણ動のੌ

گ ॖঋথॺ؞༟

（４⽉〜）

「����ਟのৗඎみ
んなの」॥থॸ५ॺ

（６⽉頃〜）

616य़কথঌشথ

（７⽉頃〜）

ऒどもग़॥
ॳকঞথ४

（６〜８⽉、10〜12⽉頃）

ੇਗ਼େఌइ
य़কথঌشথ

（９⽉頃〜）

ඬ؞
य़কথঌشথ

（随時）

ૉആ化ଆૃણ動
ਤ७থॱش、ਤ৩

（随時）

&22/ &+2,&(

（随時）

ৗඎढ़شথ؞
ड़ই७ॵॺ২

（時期調整中）

८টढ़شথ७ॼش

（随時）

ग़॥事業ਚ

にいがた୭
ইख़५ॸॕংঝ

20�0৽ׁθϩΧʔϘϯνϟϨϯδ
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� 新潟県ΧーϘン・Φフηοト制度普及促進事業� 5,691ઍ円

拡� 新潟県水素ڌ点化推進事業� 479,646ઍ円

� 自然エωルΪーのౡ構事業� 24,533ઍ円

� ༸上෩ྗ発ిの導入促進� 91,914ઍ円

拡� ３̧ 取組企業支援事業� 37,845ઍ円

新� ৯ロス減推進計画策定費� 952ઍ円

� ３̧ 普及推進費� 7,000ઍ円

ʲᶗ �̓ શに҆心しͯ らͤるɺら

しす͍৽ׁʳ

҆શに҆心しͯらͤる৽ׁ１
⑴�　一ஈՃした災・ݮ災対ࡦの推ਐ

ᶃ　県民の໋ͱらしΛकる一ஈՃした災・ݮ災対ࡦの推ਐ

֦� 災γχΞϦʔμʔのҭ成� 30��ઍԁ

拡� �ઇすまいづくり支援事業ࠀ 63,804ઍ円

拡� 災害情ใୡ強化事業� 4,266ઍ円

新� ෩水害対応ྗ強化教育܇࿅施設等整備費� 2,430ઍ円

　集中߽Ӎなどの自然災害が増加する中、ハーυ面の災害対策に加え、ιフト面

では、県民一人一人が「自らの命は自らが守る」、「自分の地域は自分たちが守る」

ҙࣝのৢ成と備えがますます重要となっています。

　そのため、地域の防災活動の֩となる自主防災組৫のリーμーがආ༠導をは

じめ実効性のある対応が行えるよう指導・ॿ言を行う「防災γχΞリーμー」を

ཆ成し、地域の防災ྗ向上を図ってまいります。

災γχΞϦʔμʔのҭ成

災γχΞϦʔμʔཆ成࠲ߨ（令和2年12݄�ɺ1�開࠵）
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� �域Տ改म費 8,028,540ઍ円（2月冒頭ؚむ）

� �水μϜ事業費࣏ 3,132,476ઍ円

� 通常࠭防費� 2,843,726ઍ円（2月冒頭ؚむ）

� 防災・減災対策農業水利施設点検・調ࠪ計画事業� 2,081,000ઍ円（2月冒頭ؚむ）

� Տ災害復旧関࿈緊急事業� 2,100,000ઍ円（2月冒頭ؚむ）

� ϒロοクญ等安全対策支援事業� 10,000ઍ円

ᶄ　災・ػة管理ମ੍のڧԽ

拡� 災害ݣਫ਼ਆ医療νーϜ（%1"5）体制整備̡ 再ܝ �r 13,327ઍ円

� 災害医療教育ڠ働推進事業� 4,300ઍ円

拡� ඃ災者生活再建支援γスςϜ維持管理費� 19,406ઍ円

� 高ྸ者福祉施設等防災・減災設備等整備事業補ॿ金� 43,645ઍ円（2月冒頭ؚむ）

ᶅ　県民の災ҙࣝ・地域災ྗの্�

� 地域防災ྗ向上の取組� 4,000ઍ円

� 防災ҙࣝܒ発事業� 2,822ઍ円

� ए者等防災ҙࣝ向上事業� 1,462ઍ円

⑵　҆શ・҆心ͳ地域Λ支 る͑ج൫づくり�

ᶃ　Πϯϑϥ施設ٴͼ公ڞ施設の҆શの֬保�

� 道࿏の適切な維持管理� 3,569,422ઍ円

� 社会資本長ण命化対策費� 921,127ઍ円

� 防災重点農業用ため等の整備�3,238,271ઍ円（2月冒頭ؚむ）

� 県立ֶߍの大規模改मの推進� 2,248,855ઍ円（2月冒頭ؚむ）

� 特別支援ֶߍࣷߍٺ全面改ங費� 352,358ઍ円

ᶄ　҆શͰշదͳৗੜ׆Λ࣮現するࣾ会ج൫の整備�

� きめࡉかな道࿏整備の推進� 15,623,523ઍ円（2月冒頭ؚむ）

� Տ・ւ؛施設の機能保全の推進�3,693,824ઍ円

ᶅ　地域Λ支 る͑ݐ設࢈業の振興�

� 社会基盤整備強化に向けたٕज़・法の実ূ等�10,000ઍ円

� 建設業活性化支援事業� 24,485ઍ円

� 建設産業人ࡐ確保・育成緊急対策事業� 18,221ઍ円

֦� ̞̘ ଅਐ̡ٴ事の普用׆̩ 一෦ܝ࠶ �r�1�0ઍԁ

� 新ٕज़普及・活用促進事業� 18,939ઍ円

� 収ӹྗに༏れた企業の育成� ʵ

�の推ਐࡦ子ྗ災対ݪ　⑶

� ３つの検ূを総ׅするҕһ会の։࠵� 3,496ઍ円

� �生活への影響の検ূ・߁による健ނ発事ݪ 9,681ઍ円

� �時における安全なආ方法の検ূނ発事ݪ 6,138ઍ円

� ദ࡚מӋݪ発の安全対策の確ೝ� 10,281ઍ円

� �࿅の実施܇防災ྗࢠݪ 44,000ઍ円

� 視施設設備等整備費� 244,371ઍ円

� ദ࡚מӋྗࢠݪ防災ηンター維持管理費� 107,385ઍ円

� �防災対策費ྗࢠݪ 292,301ઍ円

� ์ࣹઢ防ޢ施設維持管理費� 30,908ઍ円

⑷　҆શͰ҆心ͳまͪづくり�

ᶃ　൜ࡑのͳ͍҆શͰ҆心ͳࣾ会の࣮現�

� ֗頭൜ࡑ等発生抑止総合対策事業� 4,513ઍ円

� サイόー൜ࡑ対策費� 5,454ઍ円

� ົ高ܯॺ建ங費� 768,020ઍ円

� ೆڕপܯॺ建ங費� 262,332ઍ円

ᶄ　ঁ性・子ͲͳͲの҆શの֬保ͱඃ害者支援�

拡� �整備ڥの環（所ޢ一時保）ಐ相ஊ所ࣇ 220,843ઍ円（2月冒頭ؚむ）

新� ൜ࡑඃ害者等支援事業̡ 再ܝ �r 5,864ઍ円

� 安全・安心なまちづくり推進事業� 2,707ઍ円

拡� �どもを守る活動強化事業ࢠ 36,086ઍ円

� 地域の防൜ྗ向上推進事業� 10,000ઍ円

� ̙̫ ඃ害者等ηーフςィωοト強化支援ύイロοト事業� 9,738ઍ円

ᶅ　ফ費者ඃ害のࢭͱফ費者ڭҭの推ਐ�

拡� 消費者行政強化事業� 22,945ઍ円

� 市町村消費者行政強化事業� 44,244ઍ円
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ᶆ　交通҆શ対ࡦの推ਐ�

� 高ྸ者交通事ނ防止対策の取組� 1,251ઍ円

拡� า行者及び自転車の交通安全対策事業�533,870ઍ円

� 交通安全施設整備費� 1,639,303ઍ円

� 安全・安心緊急施設整備費� 30,064ઍ円

新� 運転໔ڐ新γスςϜҠ行事業費� 3,210ઍ円

ᶇ　৯の҆શ・҆心の推ਐ�

� )"$$1導入強化事業� 3,642ઍ円

� ৯の安全・安心推進事業� 13,053ઍ円

� ಲ緊急対策特別事業� 76,639ઍ円

� ("1実ફからはじめる農業発ల支援事業� 4,500ઍ円

⑸　๛͔ͳࣗવ・ڥの保શͱະདྷのܧঝ�

ᶃ　人ͱࣗવ͕ڞੜするらし�

拡� 有害ௗ्対策の取組�343,977ઍ円（2月冒頭ؚむ）

� 自然環ڥを支える地域づくり事業� 2,040ઍ円

� トΩ生復ؼ推進事業� 3,172ઍ円

ᶄ　࣋ଓՄͳڥづくり�

新� 新潟県άリーン社会実現戦ུ検౼事業̡ 再ܝ �r 10,000ઍ円（2月冒頭）

拡� 2050新潟θロΧーϘンνϟレンジ事業̡ 再ܝ �r 11,519ઍ円

新� 変動適応策推進事業̡ީؾ 再ܝ �r 736ઍ円

� 新潟県Ԛ水処理域化・共同化計画策定費� 6,000ઍ円

� 新潟県ΧーϘン・Φフηοト制度普及促進事業̡ 再ܝ �r 5,691ઍ円

　建設産業では担い手不足がਂࠁになっており、生産性の向上がٻめられている

ことから、県ではฏ成28年̓月から̞̘̩活用事をࢼ行しています。

　̞̘̩活用事のଌ量では、υローンや３̙ଌ量機ثの用によってै来のଌ

量方法よりもলྗ化が可能になり、高ਫ਼度のଌ量データを作成できます。

　また、事では３̙データを活用した建設機ցの自動制ޚやΨイμンス機能を

用いることで、経ݧの少ないΦϖレーターでも安全、確実かつ迅速な作業が可能

になる等、生産性の向上が見込まれます。

ଅਐٴ事の普用׆̩̘̞

３̙ଌྔثػにΑるଌྔ にΑる施ػݐ̩̘̞
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� トリクロロエνレン等有害質対策の推進� 5,057ઍ円

ᶅ　資ݯΛେにする॥ܕの地域ࣾ会づくり

拡� ３̧ 取組企業支援事業̡ 再ܝ �r 37,845ઍ円

� ３̧ 普及推進費̡ 再ܝ �r 7,000ઍ円

新� ৯ロス減推進計画策定事業̡ 再ܝ �r 952ઍ円

⑹　፮கのશ໘ղ決に͚た取�

� ፮கඃ害者等支援事業� 7,700ઍ円

� �国ඃ害者等自立・社会適応促進事業ؼ 2,300ઍ円

県民す͕ͯੜ͖ੜ͖ͱら
ͤる৽ׁ２

⑴　地域ҩྍの֬保ͱʮ健康ཱ県ʯの࣮現�

ᶃ　地域ҩྍΛ担͏ҩޢ・ࢣ৬һの֬保�

拡� 医ࢣཆ成मֶ資金貸༩事業� 420,529ઍ円

� γーϜレスな医ࢣཆ成の組み創設支援事業� 51,610ઍ円

� 医ࢣ・臨চݚम医টへい総合支援事業� 22,132ઍ円

� 医ࢣটへい・へき地医療支援事業� 4,780ઍ円

新� 医ࢣの働き方改革支援事業� 55,681ઍ円（2月冒頭ؚむ）

� ঁ性医ࢣサポート事業� 4,000ઍ円

� 地域医療支援ηンター運営事業� 30,246ઍ円

� ए手医ݚֶཹࢣम支援事業� 15,900ઍ円

新� 専性の高いޢ職һ育成事業� 4,565ઍ円

� 職һ6ターン・県内ब業促進事業�25,021ઍ円ޢ

� �職һब業支援等対策推進事業ޢ 41,576ઍ円

� �職һ県内定着促進事業ޢ 11,270ઍ円

ᶄ　地域Ͱ҆心しͯ ҩྍ͕ड͚らΕるମ੍の整備�

新� ϫクνン種体制確保事業̡ 再ܝ �r 88,542ઍ円

� 小ࣇ医療提供体制強化事業� 6,128ઍ円

� 県ԝ基װ病院建設事業� 1,568,907ઍ円

ᶅ　県民の健康づくりの推ਐ�

新� 地域における県民運動の推進� 3,880ઍ円

拡� 県民の৯生活改善に向けた取組� 3,504ઍ円

৽� に͍͕たϔϧεˍεϙʔπϚΠϨʔδ事業�10��2ઍԁ

新� 健߁経営推進企業における取組成果の見える化� 1,526ઍ円

拡� 生活श׳病重症化予防ωοトϫーク事業� 2,912ઍ円

� 受動٤Ԏ対策事業� 1,363ઍ円

� 働く世代へのがん対策事業� 1,174ઍ円

拡� 県民のߢޱӴ生श׳定着に向けた取組� 4,566ઍ円

� がん予防総合ηンター設備整備事業� 65,445ઍ円

ᶆ　ॅみ׳Εた地域Ͱੜ׆Ͱ͖る高ྸ者福祉の推ਐ

拡� ঁ性・高ྸ者等新規ब業促進ϓロジΣクト̡ 再ܝ �r17,319ઍ円

拡� ೝ症高ྸ者հޢ支援事業̡ 再ܝ �r 74,462ઍ円

拡� 地域แׅέΞγスςϜ構ங市町村支援事業�23,900ઍ円

拡� հޢ予防市町村支援事業� 20,944ઍ円

� ໌るい長ण社会づくり事業� 49,075ઍ円

ᶇ�　ʮ健康ण໋Ԇ伸ʯͱʮ࠷善のέΞ・αϙʔτʯ

Λ࣮現するたΊの৽ੈใج൫の構ங

� にいがた新世代ϔルスέΞ情ใ基盤推進事業� 42,773ઍ円

⑵　子ͲΛੜみҭͯす͍ڥの整備�

ᶃ　͔݁ࠗら出࢈ɺ子ҭͯまͰのرΛ͔ͳ る͑Ε目ͳ͍支援�

拡�「あなたのࠗ活」応援ϓロジΣクト� 62,873ઍ円

拡� 少ࢠ化対策に係る企業等とのڠ働の組み構ங事業� 36,196ઍ円

֦� 地域の子ҭͯྗҭ成事業̡ ܝ࠶ �r 1����ઍԁ

� �育て支援の推進ࢠ・どもࢠ 13,727,943ઍ円

� ະຬࣇ・障害ࣇ等保育の支援� 801,370ઍ円

� 高ߍ生を対とした保育現場体ݧ機会の創出� 965ઍ円

� 育て世代แׅ支援ηンターの取組支援�44,044ઍ円ࢠ

拡� 生֔を通じたঁ性の健߁支援事業� 6,465ઍ円
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拡� प産期医療対策事業� 250,852ઍ円

拡� 不࣏療費ॿ成事業� 507,881ઍ円

� �ども医療費ॿ成等交付金ࢠ 1,339,042ઍ円

� 小ࣇ医療提供体制強化事業̡ 再ܝ �r 6,128ઍ円

拡� 医療的έΞࣇへの支援体制の整備� 44,330ઍ円

拡� உ性の育ٳࣇ業取ಘ促進事業� 13,200ઍ円

ᶄ　特別ͳ援助Λඞཁͱする子ͲՈఉの支援�

拡� 整備̡ڥの環（所ޢ一時保）ಐ相ஊ所ࣇ 再ܝ �r 220,843ઍ円（2月冒頭ؚむ）

� ཬ活動強化支援事業� 11,321ઍ円

拡� 住ډ確保څ付金� 6,491ઍ円

� �所ֶश支援һ置事業ޢಐ相ஊ所一時保ࣇ 3,133ઍ円

ᶅ　子Ͳのශࠔ対ࡦの推ਐ�

新� ひとりՈఉ等常生活サポート事業̡ 再ܝ �r3,246ઍ円

新� フーυόンク支援事業̡ 再ܝ �r 5,200ઍ円

新� ཆ育費確保支援事業̡ 再ܝ �r 1,011ઍ円

� 新潟県څ付型ֶ金� 23,040ઍ円

拡� ֶのためのڅ付金̡ 再ܝ �r 738,833ઍ円（2月冒頭ؚむ）

� ひとりՈఉのࢠどもへのֶश等支援事業� 12,163ઍ円

⑶　ॅみ׳Εた地域Ͱཱࣗしたੜ͕׆ଓ͚らΕる福祉の充࣮�

ᶃ　障害者のཱࣗͱࣾ会ࢀՃの支援の充࣮�

� հڅޢ付費等負担金� 10,069,099ઍ円

拡� त産活動ϓロデϡース事業� 16,060ઍ円

拡� 医療的έΞࣇへの支援体制の整備̡ 再ܝ �r 44,330ઍ円

� Ξウトリーν（訪）支援事業� 11,715ઍ円

� 重度心障害者医療費ॿ成事業� 1,543,453ઍ円

� 高等ֶߍインクルーγϒ教育支援事業�3,908ઍ円

　スポーπ実施のい働く世代・ࢠ育て世代を主な対に、ָしみながら運動

や健߁づくりに取り組めるよう、ウΥーΩンά等の運動、スポーπイベントのࢀ

加や健߁அの受などの健߁活動をスϚートフΥンΞϓリで「見える化」し、

、ళฮで利用可能なポイントを付༩するなど、インηンςィϒを設けることでྗڠ

運動श׳の定着や健߁づくりを推進します。

に͍͕たϔϧεˍεϙʔπϚΠϨʔδ事業

マイレージ事業.docx 

にいがたヘルス＆スポーツマイレージ事業 

 

 

 特に、週１日以上のスポーツ実施率の低い働く世代・子育て世代を対象に、

楽しみながら運動や健康づくりに取り組めるよう、ウォーキング等の運動、ス

ポーツイベントの参加や健康診断の受診などの健康活動をスマートフォンアプ

リで「見える化」し、協力店舗で利用可能なポイントを付与するなど、インセ

ンティブを設けることで、運動習慣の定着や健康づくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（181 文字） 

ｳｫｰｷﾝｸﾞや㻌

健康活動を㻌
実施㻌

ｱﾌﾟﾘに㻌
ﾎﾟｲﾝﾄが㻌
貯まる㻌

協⼒店で㻌
特典が㻌
もらえる㻌

にいがたヘルス＆スポーツマイレージ㻌
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� 特別支援ֶߍ高等部生ె共生社会推進強化事業� 78,653ઍ円

� ܳज़จ化活動やスポーπࢀ加の支援� 37,132ઍ円

� 障害者雇用促進能ྗ։発事業� 101,273ઍ円

� 手普及推進事業� 11,664ઍ円

ᶄ　福祉Λ支 る͑人づくりのମ੍の整備�

新� 保育࢜मֶ資金貸付等事業� 98,088ઍ円

� 保育࢜等ΩϟリΞΞοϓݚम事業� 9,838ઍ円

� 外国人հޢ人ࡐの受入・定着支援� 17,565ઍ円

拡� հޢ福祉࢜等मֶ資金等貸付事業� 17,663ઍ円

拡� հޢロϘοト等の導入支援� 46,291ઍ円

� հޢ職һの処۰改善・ࢀ入促進� 100,870ઍ円

ᶅ　県民ӡಈͱしͯ のࣗࡴ対ࡦの推ਐ

拡� 自ࡴ対策強化戦ུ事業̡ 再ܝ �r 151,747ઍ円

ᶆ　人ͱࣂཆ Ε͞るಈ͕ڞにͤにらす͜ Ζ͜๛͔ͳࣾ会の࣮現

　ଟ༷化するࢠ育てχーズに対応する取組を行う、̣̥̤等のࢠ育て支援の新た

な担い手を支援・育成することにより、社会全体でࢠ育てを支える体制づくりの

促進を図ります。今年度は特例措置枠を設け、新型コロナウイルス感染症流行下

における新たなࢠ育て支援χーズに特に対応する取組への支援を拡ॆします。

地域の子ҭͯྗҭ成事業

地域の子育て力育成事業

䕿᪂ᆺ䝁䝻䝘䜴䜲䝹䝇䛾ឤᰁᣑ䛻䜘䜛እฟ⮬⢔➼䛻䜘䜚䚸Ꮚ䛹䜒䛾ぢᏲ䜚ᶵ䛜ῶᑡ
䕿᪂ᆺ䝁䝻䝘䜴䜲䝹䝇ឤᰁ䜈䛾Ᏻ䛛䜙䚸᪥ᖖ⏕ά➼䛜ไ⣙䛥䜜䚸Ꮚ⫱䛶ୡᖏ䛾䝇䝖䝺䝇ቑຍ
䕿᰾ᐙ᪘䜔ᆅᇦ䝁䝭䝳䝙䝔䜱䛾⾶㏥

їᏊ⫱䛶⎔ቃ䛜䛝䛟ኚ䛩䜛䛸䛸䜒䛻䚸䝙䞊䝈䜒ከᵝ

（家庭や行政のメニューだけでは対処しきれない）
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状
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題
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� 人と動の共生するくらしづくり事業� 652ઍ円

� 動ѪޢϘϥンςィΞ事業� 1,476ઍ円

୭͕ࣾ会ࢀըͰ͖る৽ׁ３
⑴　୭͕ݸ人ͱしͯ ଚॏ Ε͞ɺڞにら るͤࣾ会の࣮現�

拡� ֶのためのڅ付金̡ 再ܝ �r 738,833ઍ円（2月冒頭ؚむ）

� 新潟水ມ病地域福祉推進事業� 304,874ઍ円

� �࿑者生活安定資金貸付金ۈ 20,000ઍ円

拡� 生活ځࠔ者自立支援事業̡ 再ܝ �r 77,906ઍ円

� 人ݖ施策総合推進費� 24,715ઍ円

� ひとりՈఉのࢠどもへのֶश等支援事業̡ 再ܝ �r 12,163ઍ円

�ըࣾ会の࣮現ࢀಉڞ　⑵

ᶃ　உঁ͕ڞにࢀըしଟ༷ͳੜ͖方͕બͰ る͖ࣾ会づくり�

拡� 働くঁ 性のΩϟリΞܗ成支援事業� 3,182ઍ円

� உঁฏ等推進相ஊһ置事業� 5,237ઍ円

� ハοϐー・ύートナー企業ొの促進� 172ઍ円

拡� ঁ性・高ྸ者等新規ब業促進ϓロジΣクト̡ 再ܝ �r 17,319ઍ円

� 育ࣇ等両立再ब職支援事業� 18,653ઍ円

ᶄ　県民のࣾ会׆ಈࢀՃͱଟ༷ͳओମのڠಇにΑるڞ助ࣾ会の࣮現�

� 社会活動促進事業� 5,566ઍ円

拡� 地域のࢠ育てྗ育成事業̡ 再ܝ �r 14,955ઍ円

ʲᶘ �地域経͕ࡁ元ؾͰྗ׆のある

৽ׁʳ

ଟ༷ͳ人จԽ͕交ΘるΘ
͍のある৽ׁ１

⑴　ଟ༷ͳ地域資ݯΛ͔׆した交ྲྀ人ޱの֦େ�

ᶃ　国内֎に通用するັྗあるޫ؍地づくりͱ発৴にΑる༠٬推ਐ�

৽� に͍͕たޫ؍ϑΝϯΫϥϒ推ਐ事業�23000ઍԁ

৽� �ҭཱྀ行༠க推ਐ事業ڭ �0���ઍԁï2݄಄）

新� 教育ཱྀ行受入体制整備事業� 20,000ઍ円（2月冒頭）

拡� 観光消費額向上Ϟデル事業� 26,832ઍ円

新� スポーππーリズϜ推進事業� 400ઍ円

� Φンϥイン活用等ັྗ発৴事業̡ 再ܝ �r18,000ઍ円（2月冒頭）

ᶄ　֎国人٬ޫ؍の༠கの推ਐ�

新� インόウンυデジタルϚーέςィンά推進事業� 47,700ઍ円

新� '*5向けコンςンπ情ใ発৴・拡散事業� 21,609ઍ円

� スϊーリκート新潟促進事業� 32,450ઍ円

� �༠٬推進事業ܞ域࿈ 6,702ઍ円

ᶅ　εϙʔπͱจԽΛ͔׆した地域づくりにΑる交ྲྀ֦େ�

新� จ化観光推進事業� 2,789ઍ円

৽� จԽܳज़ஂମ・ΠϕϯτϚονϯά事業̡ ܝ࠶ �r 12000ઍԁ

拡� ౦ژΦリンϐοク・ύϥリンϐοク։࠵に向けた取組� 284,086ઍ円

新� จ化イベントにおけるઌٕज़活用推進事業̡ 再ܝ �r 2,646ઍ円（2月冒頭）

� จ化ܳज़イベント等։࠵支援事業̡ 再ܝ �r 38,970ઍ円

拡� 世界への本県จ化のັྗ発৴� 32,066ઍ円

� ౦ژΦリンϐοク・ύϥリンϐοクをܖ機とした情ใ発৴� 5,500ઍ円

� �世界Ҩ産ొ推進ࢁ金ۜࠤ 111,226ઍ円

� �拡大事業ޱを֩とした交流人ࢁ金ۜࠤ 6,500ઍ円

� 新潟県จ化2021ࡇ։࠵費̡ 再ܝ �r 24,118ઍ円（2月冒頭）

� จ化ܳज़Φンϥイン৴の支援� ʵ

�ͱ౦ΞδΞΛ͡Ίͱするॾ֎国ͱの交ྲྀの推ਐ্性のڌͳるߋ　⑵

ᶃ　ߋͳるڌ性্に͚た交通ωοτϫʔΫの整備�

新� 県内高速όス運行継続支援事業̡ 再ܝ �r 104,827ઍ円（2月冒頭）

拡� 国内ઢ利用促進事業� 53,976ઍ円

� 国ࡍઢ新規बߤ促進事業� 45,745ઍ円



ʕ�52�ʕ

� 国ࡍઢ利用促進事業� 29,900ઍ円

� 新潟ཱྀۭߓ立ち機運ৢ成事業� 10,920ઍ円

拡� �対応整備事業ࡐ新型機ߓۭࠤ 83,294ઍ円

� 新潟ۭߓΞクηス改善事業� 114,802ઍ円

� 新潟ۭߓ࿏ઢ利ศ性向上事業� 29,012ઍ円

� 新潟ۭߓ౦ΞジΞ࿏ઢ活性化事業�13,952ઍ円

� �࿏利用拡大の取組ߤࠤ 31,850ઍ円

� 新Ϟビリςィサービス導入推進事業� 9,797ઍ円

� �来ઢ高速化推進事業費ࡏ 1,867ઍ円

� Ӌӽ新װઢૣ期実現推進事業� 1,919ઍ円

� 本ւԊ؛౦自動車道（ேԹւ道࿏）の整備促進� 4,914,500ઍ円（2月冒頭ؚむ）

� 県内ߓコンςナ՟利用拡大支援事業�134,697ઍ円

� クルーズધ༠க推進事業� 16,391ઍ円

� 万代ౡに͗わいみなと創造事業� 3,312ઍ円

� 地域高規֨道࿏整備計画調ࠪ費� 45,000ઍ円

ᶄ　౦ΞδΞΛ͡Ίͱするॾ֎国ͱの交ྲྀの推ਐ�

� ֤国との༑好交流の推進� 15,326ઍ円

� 外国人ཹֶ生拡大支援事業� 19,992ઍ円

� 本人ཹֶ生拡大支援事業� 900ઍ円

� ౦ΞジΞ市場։支援事業� 16,632ઍ円

� ౦ೆΞジΞ市場։支援事業� 13,506ઍ円

� ւ外ビジωスサポートデスク運営事業� 8,000ઍ円

　本県観光が持続的に発లしていくため

には、新潟県の観光にڵຯ・関心のある

方（「にいがた観光フΝン」）から、Կ度

も訪れてもらうことが重要です。

　県では、会һొϓϥοトフΥーϜ「に

いがた観光フΝンクϥϒ（Ծশ）」を整

備し、会һデータに基づく分ੳを行い、झຯᅂ好に合った情ใ発৴を行います。

に͍͕たޫ؍ϑΝϯΫϥϒ推ਐ事業
にいがた観光ファンクラブ推進事業 

 

 ᮏ┴ほගがᣢ⥆ⓗにⓎᒎしていくためにࡣ、

᪂₲┴のほගに⯆・㛵ᚰの࠶る᪉（「にいがた

ほගフン」）ら、ఱᗘࡶゼࢀてࡶらうことが

㔜せです。 

 ┴でࡣ、ဨⓏ㘓プࣛࢵトフォー࣒「にいが

たほගフンࣛࢡブ（௬⛠）」をᩚഛし、ဨࢹ

ーࢱにᇶづくศᯒを⾜い、㊃Ⴔዲにྜࡗた

ሗⓎಙを⾜います。 

 

【プラットフォーム活⽤イメージ】 

ʲϓϥοτϑΥʔϜ׆用Πϝʔδʳ
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のある৽ׁ２ྗ׆
⑴　ઓする人企業͕ੜまΕɺूまるڥの整備

ᶃ　ى業・業の推ਐ�

� にいがたスタートΞοϓ推進事業� 52,602ઍ円

新� 高等教育機関と࿈ܞした高度人ࡐ活用事業� 2,384ઍ円

� ビジωスベンνϟリンάϥϘ事業� 3,619ઍ円

�成事業ܗ業Ո支援Φンϥインコϛϡχςィى 5,325ઍ円

� 県外スタートΞοϓڌ点等࿈ܞ事業� 9,034ઍ円

拡� 企業内ى業・第二創業推進事業� 45,920ઍ円

新� 事業ঝ継Ϛονンά支援事業� 6,000ઍ円

݉業・෭業による県内企業経営革新ϓロジΣクト� 6,762ઍ円（2月冒頭）

� ベンνϟー企業創出事業� 42,580ઍ円

　मֶཱྀ行をはじめとする教育ཱྀ行は、ࢠどもが観光地としての新潟をり、ະ

来のにいがたフΝンづくりにつながる一面を持ちます。

　̨̙̜͂などֶߍଆのχーズに対応した企画提Ҋ等、教育ཱྀ行の༠கにつなが

る取組を推進し、新たな観光需要を֫ಘしていくため、Φール新潟の༠க組৫を

立ち上げるとともに、県内外の小中ֶߍから本県を教育ཱྀ行ઌとして選んでもら

えるよう教育ཱྀ行コンςンπのॆ実を図る΄か、県外ߍの県内॓ധྉ及び貸切ό

ス利用ྉの補ॿ制度を新設します。

ҭཱྀ行༠க推ਐ事業ڭ

教育旅行誘致推進事業

修学旅行をはじめとする教育旅行は、子どもが観光地としての新潟を知り、未来の

にいがたファンづくりにつながる一面を持ちます。

ＳＤＧｓなど学校側のニーズに対応した企画提案等、教育旅行の誘致につながる取

組を推進し、新たな観光需要を獲得していくため、オール新潟の誘致組織を立ち上
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� 中小企業創業等支援資金� 新規融資枠51億円

� 事業ঝ継支援加速化事業� 35,000ઍ円

ᶄ　ҙཉある企業の支援にΑる県内࢈業の׆性Խ

拡� 新常態における営業ྗ強化支援事業̡ 再ܝ �r 17,541ઍ円

新� 地場産地デジタル化支援事業補ॿ金̡ 再ܝ �r6,000ઍ円（2月冒頭）

� 企業࿈ܞϓロジΣクト創出事業� 38,000ઍ円

� 関情ใ発৴ڌ点での戦ུ的情ใ発৴� 44,133ઍ円

� にいがた産業創造機構事業推進費� 175,783ઍ円

� 新潟県外国人ࡐ受入サポートηンター運営事業� 16,425ઍ円

� ւ外ビジωスサポートデスク運営事業̡ 再ܝ �r 8,000ઍ円

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、活動の場をࣦったจ化ܳज़団体

等に新たな活動場所を確保することにより、จ化ܳज़活動の維持を図るとともに、

新潟のจ化ܳज़を産業界が支え、จ化ܳज़が産業界の発లにつながるスΩーϜを

構ஙするため、จ化ܳज़団体等と事業者等のϚονンάを行います。また、Ϛο

νンάを受けてจ化ܳज़団体等と事業者等が࿈ڠ・ܞ働して行うイベント等の活

動に要する経費を支援します。

จԽܳज़ஂମ・ΠϕϯτϚονϯά事業

文化芸術団体・イベント等マッチング事業

商店街団体等事業者等
(企業、学校、病院、施設など）

お祭り、イベント出前コンサート・美術展・体験教室、広報タイアップ

県

文化芸術団体等

新潟経済同友会など経済団体等との連携

③マッチング、連絡・調整

➀登録

②情報提供等 ⑤交付申請
交付決定

⑦実績報告
補助金支払

文化芸術団体等
登録リスト

新潟ステージ
チャンネル動画視聴

④マッチング成立

⑥事業実施
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新� 本ञֶ࿈ڠܞ定推進事業� 2,000ઍ円

� 新潟ਗ਼ञւ外ల։支援事業� 4,000ઍ円

� Φンϥインによるඇ৮型ւ外ల։支援事業� 8,250ઍ円（2月冒頭）

� 中国市場։支援事業� 9,032ઍ円

� ౦ೆΞジΞ市場։支援事業̡ 再ܝ �r13,506ઍ円

� ถ市場ൢ࿏։支援事業� 7,938ઍ円

� ւ外ల։加速化支援事業� 116,067ઍ円

ᶅ　࠶ੜՄ・ੈ࣍ΤωϧΪʔの׆用ଅਐ�

新� 地域循環型再生可能エωルΪーܗ成促進事業̡ 再ܝ �r 20,300ઍ円

� 自然エωルΪーのౡ構事業̡ 再ܝ �r24,533ઍ円

� メタンハイυレート資源։発促進事業� 4,000ઍ円

֦� ৽ׁ県ਫૉڌԽ推ਐ事業̡ ܝ࠶ �r ������ઍԁ

� ༸上෩ྗ発ిの導入促進̡ 再ܝ �r 91,914ઍ円

ᶆ　成࢈業の出・ҭ成�

拡� 県内産業の%9推進の取組̡ 再ܝ �r 69,615ઍ円

新� デジタル化に向けたҙࣝ改革̡ 再ܝ �r 5,641ઍ円

拡� デジタルٕज़導入に向けた支援体制の強化̡ 再ܝ �r 8,296ઍ円

拡� 人ࡐ育成の取組̡ 再ܝ �r 8,851ઍ円

� ։発等支援̡ 再ܝ �r 46,827ઍ円

拡� ５̜ ιリϡーγϣン։発促進事業� 80,130ઍ円

拡� 防災産業クϥスターܗ成事業� 31,727ઍ円

� 感染症対策及び健߁維持։発支援事業� 3,520ઍ円

新� デジタルものづくりڀݚ։発支援事業� 42,365ઍ円（2月冒頭）

� 中֩企業等成長促進事業� 6,013ઍ円

� イϊベーγϣン推進事業� 179,000ઍ円

� 成長産業分振ڵ事業� 28,213ઍ円

� 新型コロナウイルス感染症対策革新的γスςϜ・ٕज़等創出事業� 20,510ઍ円

⑵　ଟ༷ͳޏ用のの֬保ͱಇ ͖す͍ڥづくり�

ᶃ　ັྗあるଟ༷ͳޏ用のの出ͱใ発৴にΑるϚονϯάڧԽ�

� ̞̩ 人ࡐ確保ϓロジΣクト事業� 13,468ઍ円

　2050年までにΧーϘンχϡートϥル（$/）、脱炭素社会の実現を目指すととも

に、来たるべき水素社会においても、本県が有するエωルΪーڌ点の地Ґを維持

するため、「新潟ΧーϘンχϡートϥルڌ点化・水素利活用促進ٞڠ会」を։࠵

し、脱炭素社会構ஙをݗ引する事業ϓ

ロジΣクトを中֩とした「新潟ΧーϘ

ンχϡートϥル構推進・ڌ点։発計

画」を策定する΄か、小型೩ྉిό

スの։発・造や'$7等を活用した

普及ܒ発活動等に取り組みます。

৽ׁ県ਫૉڌԽ推ਐ事業



ʕ�56�ʕ

� 定住促進（リϒ・インにいがた）対策事業� 38,681ઍ円

� 県外ֶ生インターンγοϓࢀ加促進事業� 12,306ઍ円

拡� 新潟県出ֶ生ωοトϫーク構ங事業� 3,224ઍ円

新� Φンϥインによる࠾用ྗΞοϓ推進事業�3,139ઍ円

ᶄ　企業༠கの推ਐ�

新� トϥイΞルサςϥイトΦフィス事業補ॿ金� 2,800ઍ円

� ະ来創造産業立地促進補ॿ金� 204,729ઍ円

� 地域*$5立地強化雇用創造事業� 237,000ઍ円

� ̞̩ 企業༠கڌ点整備促進事業補ॿ金� 40,000ઍ円

ᶅ　୭͕׆༂Ͱ る͖ಇ͖す͍ڥづくり�

拡� ଟ༷な働き方の推進による企業のັྗΞοϓ支援事業� 4,093ઍ円

拡� உ性の育ٳࣇ業取ಘ促進事業̡ 再ܝ �r13,200ઍ円

拡� ঁ性・高ྸ者等新規ब業促進ϓロジΣクト̡ 再ܝ �r 17,319ઍ円

� 障害者雇用促進能ྗ։発事業̡ 再ܝ �r 101,273ઍ円

拡� 働くঁ 性のΩϟリΞܗ成支援事業̡ 再ܝ �r 3,182ઍ円

� 育ࣇ等両立再ब職支援事業̡ 再ܝ �r 18,653ઍ円

拡� ब職ණՏ期世代等自立支援推進事業� 205,110ઍ円

� ハοϐー・ύートナー企業ొの促進̡ 再ܝ �r 172ઍ円

⑶　付ՃՁの高͍࣋ଓՄͳ林ਫ࢈業の࣮現�

ᶃ　担͍ख͕কདྷలΛͯͬ࣋ 経ӦͰ る͖業のల開�

拡� Ԃܳ振ڵ基本戦ུ推進総合対策事業� 403,439ઍ円

� Ԃܳ振ڵ基本戦ུ推進事業� 7,374ઍ円

新� 水ాഴ・大౾団地化推進・ٕज़導入等支援事業� 270,500ઍ円（2月冒頭）

新� 県産Ԃܳ目観光࿈̧̥ܞ 事業�3,802ઍ円（2月冒頭）

新� 令和３年産新潟ถ作付転換緊急支援事業� 236,200ઍ円（2月冒頭）

拡� 新潟ถϒϥンυ強化事業� 107,000ઍ円（2月冒頭ؚむ）

拡� 県産農ྛ水産ւ外新市場։事業� 44,765ઍ円（2月冒頭）

� ('1άローόル産地づくり推進事業� 48,000ઍ円

� 新潟৯のັྗ産地イメージ向上事業� 25,314ઍ円

新� 県産৯ࡐ加体制強化事業� 6,496ઍ円

拡� スϚート農ྛ水産業推進ϓϥοトフΥーϜ事業̡ 再ܝ �r 3,478ઍ円

� Ԃܳ拡大スϚート農業ٕज़体ܥ実ূ事業� 45,000ઍ円

৽� ଟ༷ͳ人׆͕ࡐ༂Ͱ͖る業推ਐ事業̡ ܝ࠶ �r 20000ઍԁï2݄಄）

新� にいがた和ڇ৯育促進事業� 5,050ઍ円（2月冒頭）

ᶄ　中ؒࢁ地域業のҡ࣋ͱࢁ漁ଜのଟ໘的ػの発ش�

新� 7JMMBHF�1MBO（ビレοジϓϥン）実ફ事業� 11,862ઍ円

新� 有害ௗ्ඃ害防止総合対策事業� 63,631ઍ円（2月冒頭ؚむ）

� 中ࢁ間地域等直支交付金� 2,484,066ઍ円

� ଟ面的機能支交付金� 6,250,217ઍ円

ᶅ　林資ݯのར用ଅਐにΑる林業の振興�

新� ྛ資源安定供څϞデル事業� 10,300ઍ円

新� ྛ・ྛ業基本戦ུ検౼事業� 1,200ઍ円

� 新潟県産ࡐのՈづくり緊急支援事業� 76,000ઍ円

� 県産ࡐ建ஙϓロϞーγϣン活動支援事業� 7,200ઍ円

ᶆ　ਫ࢈業の振興ͱ資ݯのదͳ管理・有ޮ׆用

新� 新生活༷ࣜ対応型水産ൢച強化支援事業� 1,500ઍ円（2月冒頭）

� 水産振ڵ戦ུ検౼事業� 900ઍ円

� �業ૢ業支援γスςϜ։発事業ړ 3,471ઍ円

新� 県産水産৯育促進事業� 8,168ઍ円（2月冒頭）

ᶇ　林ਫ࢈業Λ担͏人ࡐの֬保・ҭ成�

拡� にいがた農業「新３,」人づくり事業� 49,781ઍ円

� ੨年ब農支援事業� 462,875ઍ円

� ཙ農後継者育成支援事業� 825ઍ円

拡� にいがたフΥレスト・ϫーク支援事業�31,222ઍ円

� ्医ࢣ確保मֶ資金貸༩事業� 6,120ઍ円

� Ԋړ؛業担い手確保促進事業� 1,557ઍ円

⑷　ັྗあるまͪづくりͱ定ॅのଅਐ�

ᶃ　ັྗ的ͳੜڥ׆の出に͚たま づͪくり�
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新� 県内のۭきՈ対策� 4,925ઍ円

� ۭきՈ再生まちづくり支援事業� 10,000ઍ円

� に͗わいۭ間創出支援Ϟデル事業� 10,130ઍ円

� 万代ౡに͗わいみなと創造事業̡ 再ܝ �r3,312ઍ円

� �まちづくり推進事業費࢙ྺ・観ܠ 31,240ઍ円

֦� 地域׆性ԽϦʔσΟϯάϓϩδΣΫτ̡ ܝ࠶ �r ��000ઍԁï2݄಄）

ᶄ　ए者の県内定ணͱ6・*λʔϯのଅਐ�

� Ҡ住・ब業等支援事業̡ 再ܝ �r 82,314ઍ円

̪・̞ ターン実現トータルサポート事業̡ 再ܝ �r 39,934ઍ円

� ̪・̞ ターン創業応援事業� 40,000ઍ円

� 大ֶັྗづくり支援事業� 20,000ઍ円

拡� Ҡ住定住促進戦ུ的ใ事業̡ 再ܝ �r 37,703ઍ円

৽� に͍͕たらし・し͝ͱ支援ηϯλʔ設ஔ事業̡ ܝ࠶ �r�2���ઍԁ

� 首都圏等に向けた戦ུ的な情ใ発৴� 51,810ઍ円

新� 会һ組৫と࿈ܞしたωοトϫークܗ成事業̡ 再ܝ �r12,375ઍ円（2月冒頭）

拡� 新潟県出ֶ生ωοトϫーク構ங事業̡ 再ܝ �r 3,224ઍ円

� タ̪ーン促進ֶ金ฦؐ支援事業� 33,969ઍ円

県内大ֶ生等の県内定着促進支援事業� 80,500ઍ円

新� ঁ性視点のັྗ発৴ϓロジΣクト事業� 4,281ઍ円

一人一人のະ来を創るΩϟリΞ教育推進事業� 5,556ઍ円

定住促進（リϒ・インにいがた）対策事業̡ 再ܝ �r 38,681ઍ円

県外ֶ生インターンγοϓࢀ加促進事業̡ 再ܝ �r12,306ઍ円

新� Φンϥインによる࠾用ྗΞοϓ推進事業̡ 再ܝ �r 3,139ઍ円

ᶅ　ॅみଓ る͚͜ͱ͕Ͱ͖るྗ׆ある地域づくり

地域づくり活動スタートΞοϓ支援事業� 3,264ઍ円

� 地域づくりܒ発事業� 1,924ઍ円

　新型コロナウイルス感染症の影響によるٻ職等の動きに対応し、農業が雇用の

受けࡼとなれるよう、୭もが働きやすい安全でӴ生的なब業環ڥづくりや、農福

࿈ܞを進めます。

　具体的には、農業経営体や障害福祉サービス事業所等におけるब業環ڥ整備の

ために必要な施設改म・備ߪ入や、農福࿈ܞを࢝めるためのࣝशಘへの支援

を行います。

ଟ༷ͳ人׆͕ࡐ༂Ͱ͖る業推ਐ事業

ʲ؆қτΠϨखચ͍の整備ʳ ʲ業現Ͱ׆༂する障͕͍者ʳ
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新� 地域づくり活動担い手育成事業� 1,151ઍ円

新� 外部人ࡐ等活用事業� 4,098ઍ円

� クϥウυフΝンディンά等を活用した地域づくり活動応援事業� 10,176ઍ円

৽� 7JMMBHF�1MBOïϏϨοδϓϥϯð࣮ ફ事業̡ ܝ࠶ �r11��2ઍԁ

拡� ϫーέーγϣン体ݧϓロάϥϜ実ূ事業̡ 再ܝ �r 9,260ઍ円

� 地方όス࿏ઢの維持・確保� 474,307ઍ円

� 特定有人国ڥౡ地域社会維持推進事業� 680,372ઍ円

� ങい利ศ性向上推進事業� 9,487ઍ円

　新型コロナウイルスの感染拡大により、社会経済活動やϥイフスタイルの変化

が見られる中、人や企業の地方分散の流れが生じつつあります。

　この流れを的確にଊえ、新潟を選れる地域とするため、これまで౬・ົ高

エリΞでઌ行的に実施してきた地域活性化リーディンάϓロジΣクトについて、

҄、エリΞ、村上エリΞ（村上市、関村ࠤ ౡӜ村）及び上ӽエリΞ（上ӽ市、

。市、ົ高市）に対地域を拡大し、ϓロジΣクトを実施しますڕࢳ

　県と市町村、民間事業者が一体となって、地域の持つ強みや財産を活かして、

人と企業をݺび込むための施策を進めます。

地域׆性ԽϦʔσΟϯάϓϩδΣΫτ

ྫ̑೧ౕ ஏҮԿϨʖυΡϱήϕϫζェクφ
᪂ᆺ䝁䝻䝘䛻䜘䜛ኚ 䊻 䝢䞁䝏䜢䝏䝱䞁䝇䛻 䊻 㤳㒔ᅪ䛛䜙ே䛸ᴗ䜢䜃㎸䜏䚸ᆅᇦ䛜άຊ䛩䜛䛯䜑䛻

◎ 新潟県内のそれぞれのエリアでの強みを明確にし、
◎ 他の都道府県ではなく、新潟県を選択してもらえるようなエッジの効いた施策を
◎ スピード感を持って、市町村・県・⺠間が⼀体となって進めていくことが重要

●当該エリアが持つアドバンテージを全⾯に打ち出し、
県と市町村の施策をパッケージにして、⾸都圏域から⼈と企業の流れを呼び込む

●県内他地域においても、市町村の意向を踏まえ、市町村の取組とともに相乗効果を⾼めるプロジェ
クトの実施を順次検討

䛀ே䛸ᴗ䜢䜃㎸䜐⟇䛁 䛀䜃㎸䜐⎔ቃ䜢ᩚഛ䛩䜛⟇䛁

䖂㼁㻵䝍䞊䞁⛣ఫ䚸ᆅᇦᒃఫ
䖂（㻵㼀）ᴗㄏ⮴
䖂䝃䝔䝷䜲䝖䜸䝣䜱䝇䚸䝅䜵䜰䜸䝣䜱䝇
䖂䝽䞊䜿䞊䝅䝵䞁 䛺䛹

䖂㻵㻯㼀ᇶ┙（䠑㻳ᣐⅬྍ⬟ᛶ）
䖂ḟ㏻（ᆅᇦ∧䠩䠽䠽䠯）
䖂䝛䝑䝖䝇䞊䝟䞊
䖂䜻䝱䝑䝅䝳䝺䝇ಁ㐍 䛺䛹

ͤ県庁関係課、地域振興局、市町村の若⼿職員等を中⼼としたプロジェクトチームを設置
ͤ個別事業を随時事業化し、最終的にパッケージで打ち出し

ࠊ㸧ᮧᾆᓥ⢖ࠊᮧᕝ㛵ࠊᕷୖᮧ㸦࢚ࣜୖᮧࠊ࢚ࣜΏబࠊ࠼ຍに࢚ࣜ㧗ጁ࣭ἑ
ୖ㉺࢚ࣜ㸦ୖ㉺ᕷࠊ⣒㨶ᕝᕷࠊጁ㧗ᕷ㸧にᑐ㇟ᆅᇦࢆᣑ࢙ࢪࣟࣉࡋクࢆࢺᐇ

市町村実施
の施策との

整合
↑

ＰＴによる
協働体制
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拡� ୨ా地域保全対策事業� 7,328ઍ円

ᶆ　ઇͱڞにらす地域づくり　�

� ౙ期集落安全・安心確保対策事業補ॿ金� 10,413ઍ円

拡� ઇすまいづくり支援事業̡ࠀ 再ܝ �r 63,804ઍ円

ᶇ　地域Λ支 る͑公ڞ交通ωοτϫʔΫのҡ࣋・充࣮�

৽� 県内高όεӡ行ܧଓ支援事業̡ ܝ࠶ �r 10��2�ઍԁï2݄಄）

　本県への̪・̞ターンを促進するため、「暮らし」と「しごと」の総合相ஊ支

援૭ޱとして「にいがた暮らし・しごと支援ηンター」を設置しています。

　これまでब職相ஊとҠ住相ஊに分かれていた૭ޱの機能を౷合し、̪・̞ター

ンを希望するֶ生及び社会人に対してϫンストοϓで情ใ提供を行い、一人一人

のχーズに応じて継続的に支援します。Φンϥインで؆単に利用ొできる΄か、

౦ژ都内２Օ所の૭ޱで相ஊすることができます。

に͍͕たらし・し͝ͱ支援ηϯλʔ設ஔ事業

ご利用方法

東京都内２箇所に相談窓口を設置し、仕事と移住の相談ができます。
・表参道オフィス（表参道・新潟館ネスパス２階）
・有楽町オフィス（NPOふるさと回帰支援センター内）

都内で直接相談ができます！

オンラインで簡単登録！
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新� 新潟ۭߓ機能維持支援事業� 100,000ઍ円

拡� 対応整備事業̡ࡐ新型機ߓۭࠤ 再ܝ �r 83,294ઍ円

� 新潟ཱྀۭߓ立ち機運ৢ成事業̡ 再ܝ �r10,920ઍ円

� 地域のҠ動手ஈ確保支援事業� 22,742ઍ円

� 地方όス࿏ઢの維持・確保̡ 再ܝ �r 474,307ઍ円

� 新Ϟビリςィサービス導入推進事業̡ 再ܝ �r 9,797ઍ円

� 運༌事業者人ࡐ確保支援事業� 4,400ઍ円

� 地方మ道活用地域活性化事業� 5,354ઍ円

� えちごトΩめきమ道安定経営支援補ॿ金� 67,154ઍ円

� く́́ くઢమ道安全༌ૹ設備等整備事業� 51,103ઍ円

� ࿏利用拡大の取組̡ߤࠤ 再ܝ �r 31,850ઍ円

� ҄ౡߤ࿏利用促進事業� 10,500ઍ円

ʲᶙ �県民一人一人ֶ͕ͼɺ成しɺ

༂Ͱ͖る৽ׁʳ׆

県民一人一人ֶ͕ͼɺ成しɺ
༂Ͱ͖る৽ׁ１׆

⑴　কདྷのເرΛҭみ͔ͳ る͑ڭҭの推ਐ�

ᶃ　一人一人Λ伸すڭҭの推ਐ�

৽� $03&ϋΠεΫʔϧωοτϫʔΫ構ங事業�1�000ઍԁ

新� Ϛイスター・ハイスクール事業� 13,000ઍ円

新� 小中高ΩϟリΞ教育ύイロοト事業� 1,430ઍ円

拡� ϫールυ・ϫイυ・ϥーχンάコンιーγΞϜ構ங事業� 11,566ઍ円

� ັྗと活ྗあるֶߍづくり推進事業� 17,702ઍ円

� �特৭教育νϟレンジ支援事業ߍ立高ࢲ 90,280ઍ円

　担い手の減少により農地の維持がࠔとなっている中ࢁ間地域において、10年

後を見据え、農業法人等の活動組৫づくりと地域の将来ϓϥン策定を支援すると

ともに、地域において営農継続や集落機能の維持にҙཉ的に取り組む方や、その

活動を的確にサポートできる県・市町村等の人ࡐをཆ成します。

ϏϨοδϓϥϯ࣮ફ事業
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� 一人一人のະ来を創るΩϟリΞ教育推進事業̡ 再ܝ �r 5,556ઍ円

� 地域をくՊֶ人ࡐ育成事業� 1,605ઍ円

� スーύーサイエンスハイスクール事業� 4,384ઍ円

� �補ॿ金ڵ振ֶࢲ 5,364,123ઍ円

ᶄ　୭͕しく๛͔ͳڭҭΛड͚らΕるڥの整備�

新� 小ֶߍ発ୡ障害通ڃ指導教ࣨ指導者等育成費� 23,267ઍ円

新� 特別支援ֶߍ情ใ処理機ثの整備̡ 再ܝ �r 24,066ઍ円（2月冒頭）

拡� ֶのためのڅ付金̡ 再ܝ �r 738,833ઍ円（2月冒頭ؚむ）

拡� 等ֶ費ܰ減事業̡ߍ立高等ֶࢲ 再ܝ �r89,164ઍ円

� 高等ֶߍインクルーγϒ教育支援事業̡ 再ܝ �r 3,908ઍ円

� ひとりՈఉのࢠどもへのֶश等支援事業̡ 再ܝ �r 12,163ઍ円

� 高等教育मֶ支援新制度への対応� 1,024,445ઍ円

� 新潟県څ付型ֶ金̡ 再ܝ �r 23,040ઍ円

ᶅ　ັྗある高ڭҭڥの充࣮�

� 大ֶັྗづくり支援事業̡ 再ܝ �r 20,000ઍ円

� �補ॿ金ڵ振ߍ立専मֶࢲ 232,723ઍ円

ᶆ　児ಐੜె͕҆શに҆心しͯ ֶるֶߍづくり�

新� ౷合型ߍ支援γスςϜ等の整備� 711,037ઍ円（2月冒頭）

　県土のい本県において、通ۈや通ֶ、通院等の生活交通としても利用されて

いる県内高速όスの確保・ॆ実に向けて、όス運行事業者、県όスڠ会、県によ

る民組৫「新潟県内高速όスωοトϫークٞڠ会」を設置しました。今年度は、

όス車内への̸̬ʵ̸̛導入等による利ศ性向上や県内高速όス全体のϒϥンυ

化によるೝ拡大に取り組み、県民の県内Ҡ動の利ศ性向上や交流人ޱの拡大な

どを図ります。

県内高όεӡ行ܧଓ支援事業
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新� �教育活動継続支援事業ߍֶ 246,400ઍ円（2月冒頭）

拡� ̞̘ ̩支援һ置事業� 115,048ઍ円（2月冒頭）

拡� スクール・サポート・スタοフ置事業� 45,680ઍ円

拡� 新潟県教育支援γスςϜ整備費� 15,260ઍ円（2月冒頭ؚむ）

新� 地域จ化部活動推進事業� 700ઍ円

� 部活動外部人ࡐ活用事業� 50,453ઍ円

拡� ಐ生ెのいじめ等対策強化推進費�52,928ઍ円ࣇ

� いじめ相ஊ体制の構ங� 276,798ઍ円

� いじめ見ಀしθロ推進事業� 7,012ઍ円

� スクールロイϠー活用事業� 1,300ઍ円

　令和３年度から３年間、中ࢁ間地域やౡに立地する高等ֶߍ等における教育

環ڥの改善を図ることを目的に、จ部Պֶল事業「̧̘̤̚ハイスクール・ωο

トϫーク構」に取り組みます。本県では、ࠤౡ内の５ߍとѨլᴈ໌高ߍ、そ

して「ԕִत業৴ηンター」として新潟ਯߐ高ߍを対ߍとし、̞̘̩を活用

した同時方向のԕִत業や、୳ڀ活動等を中心としたֶߍ間࿈ܞ、地元自࣏体

等と࿈ڠ・ܞ働した教育活動に関する調ࠪڀݚを実施します。

$03&ϋΠεΫʔϧωοτϫʔΫ構ங事業

GR�佐渡��と �阿賀��と LNRX�新潟翠江�の
ネットワーク７校の取組で、新潟の高校教育の未来を拓く

【同時双方向の遠隔授業の実施】
○理科、地理歴史・公民、芸術等の専門
教員による授業配信
○国語、数学、英語の習熟度別に対応し
た授業配信
○大学進学や検定対策など、生徒のニー
ズに応じた各種補習

【学校間連携の推進】
○ネットワーク校の生徒会、部活動交流
○探究テーマに応じた共同研究発表
例：佐渡・阿賀の魅力を知る観光周遊
ルートや体験型メニューの開発

：離島・中山間地域が自給できるク
リーンエネルギーの研究

【地域協働コンソーシアムの構築】
○学校の教育活動に必要な地域人材の
マッチング
○地域資源を活用した「探究的な学び」
の充実

＜コンソーシアムの構成団体＞
地元自治体（佐渡市・阿賀町）
地元の企業、各種団体、地元小・中学校
大学・研究機関 など
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� 県立ֶߍの大規模改मの推進̡ 再ܝ �r 2,248,855ઍ円（2月冒頭ؚむ）

� 特別支援ֶߍࣷߍٺ全面改ங費̡ 再ܝ �r 352,358ઍ円

� 高等ֶྫྷߍ整備費� 254,829ઍ円

⑵　地域の࢈業・ࣾ会Λ支 る͑人づくり�

ᶃ　ະདྷの৽ׁにඞཁͳ人ࡐのҭ成・֬保�

拡� 医ࢣཆ成मֶ資金貸༩事業̡ 再ܝ �r420,529ઍ円

� ঁ性医ࢣサポート事業̡ 再ܝ �r 4,000ઍ円

� 医ࢣ・臨চݚम医টへい総合支援事業̡ 再ܝ �r 22,132ઍ円

� 地域医療支援ηンター運営事業̡ 再ܝ �r 30,246ઍ円

� �生मֶ資金貸付金ֶޢ 152,727ઍ円

� 外国人հޢ人ࡐの受入・定着支援̡ 再ܝ �r 17,565ઍ円

拡� հޢ福祉࢜等मֶ資金等貸付事業̡ 再ܝ �r17,663ઍ円

新� 保育࢜मֶ資金貸付等事業̡ 再ܝ �r 98,088ઍ円

� 中֩人ࡐ戦ུڌ点運営事業� 47,754ઍ円

� 高度̞̩ 人ࡐ育成ݚम事業� 4,151ઍ円

拡� にいがた農業「新３,」人づくり事業̡ 再ܝ �r 49,781ઍ円

� ཙ農後継者育成支援事業̡ 再ܝ �r 825ઍ円

拡� にいがたフΥレスト・ϫーク支援事業̡ 再ܝ �r 31,222ઍ円

� Ԋړ؛業担い手確保促進事業̡ 再ܝ �r 1,557ઍ円

� 建設産業人ࡐ確保・育成緊急対策事業̡ 再ܝ �r 18,221ઍ円

� 運༌事業者人ࡐ確保支援事業̡ 再ܝ �r 4,400ઍ円

� 大ֶັྗづくり支援事業̡ 再ܝ �r 20,000ઍ円

ᶄ　ੜֶ֔ͼ׆༂Ͱ͖るڥづくり�

� 産ֶ࿈ܞによる人ࡐ育成・定着促進支援� 45,000ઍ円

� 生ֶ֔श情ใ提供推進費� 5,620ઍ円

⑶　εϙʔπͱจԽの振興�

ᶃ　εϙʔπΛ通͡た๛͔ͳੜ׆の࣮現�

新� にいがたϔルスˍスポーπϚイレージ事業̡ 再ܝ �r 10,442ઍ円

新� 全国高等ֶߍ総合体育大会補ॿ金� 123,500ઍ円

拡� 水準向上の取組�247,634ઍ円（2月冒頭ؚむ）ٕڝ

� スポーπイベント等։࠵支援補ॿ金� 8,500ઍ円

新� �づくり推進事業߁型総合型クϥϒ健ܞ域࿈ 1,500ઍ円（2月冒頭）

� 地域ີ着型スポーπ支援事業� 7,339ઍ円

ᶄ　จԽΛ通͡た๛͔ͳੜ׆の࣮現�

新� จ化ܳज़団体・イベント等Ϛονンά事業̡ 再ܝ �r 12,000ઍ円

新� จ化イベントにおけるઌٕज़活用推進事業̡ 再ܝ �r 2,646ઍ円（2月冒頭）

� จ化ܳज़イベント等։࠵支援事業̡ 再ܝ �r 38,970ઍ円

� 新潟県จ化2021ࡇ։࠵費̡ 再ܝ �r 24,118ઍ円（2月冒頭）

� จ化ܳज़Φンϥイン৴の支援̡ 再ܝ �r ʵ

� ඒज़ؗలཡ会費� 158,811ઍ円
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第３　令和２年度予算（Լظ）の状況

１　一般会計ิਖ਼予算のあらまし

⑴　֓　　　ཁ

　上期（̕月補正）までの予算状況は、前回（令和２年12月）公表したところですが、

̕月補正後の予算規模は１兆4,842億6,405万円でした。

　下期は、11月臨時会で˚５億8,217万円の補正、12月ٞ会で13億830万円の補正、２

月ٞ会で冒頭提Ҋ分として577億8,003万円、加提Ҋ分として˚1,508億474万円の補正、

３月31に˚138億9,368万円の専決を行い、その結果、予算規模は１兆3,780億7,178万

円となりました。

　令和２年度予算の計上状況は次表のとおりです。

第１表　令和２年度予算の推移
（単Ґɿઍ円）

区　　　分 予算額
のうち特定財源هࠨ

一般財源
国庫支出金 県債 その他

当 初 1,219,659,000 136,980,722 225,321,000 139,344,803 718,012,475
４月30専決 64,268,886 7,386,339 56,864,566 17,981
̒月（冒頭）補正 7,922,006 7,073,992 335,014 513,000
̒月（加）補正 90,631,202 23,840,796 66,790,406
̓月22専決 13,839,237 13,839,237
̕ 月 補 正 87,943,718 26,950,755 189,000 59,472,972 1,330,991
11 月 補 正 ˚� 582,170 ˚� 71,202 ˚� 510,968
12 月 補 正 1,308,302 1,304,029 4,273
２月ï冒頭ð補正 57,780,027 30,482,572 23,883,000 3,203,321 211,134
２月（加）補正 ˚150,804,743 ˚� 16,143,102 ˚� 2,764,000 ˚�122,484,396 ˚� 9,413,245
３月31専決 ˚� 13,893,681 ˚� 7,009,262 ˚� 5,838,000 ˚� 209,638 ˚� 836,781

計 1,378,071,784 224,634,876 240,791,000 203,317,048 709,328,860

　予算編成については、当初予算で通年分を計上する通年予算編成としているため、年

度్中の予算補正は、事業ࣥ行にう過不足調整、څ༩改定によるڅ༩費及び災害、ઇ

害などについて行うことになります。
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Ξ　11݄ิਖ਼予算のओͳ内容

　　職һڅ༩費について、څ༩改定の実施にい減額補正しました。

Π　12݄ิਖ਼予算のओͳ内容

　�　新型コロナウイルス感染症への対応として、感染拡大により大きな影響を受けたࠤ

ߤ࿏の事業継続に向けた支援等に必要な経費を計上しました。

　２݄（಄）ิਖ਼予算のओͳ内容

　�　国の令和２年度第３次補正予算が、令和３年度当初予算と一体として編成されてい

ることとา調を合わせ、本県においても令和３年度当初予算と令和２年度２月補正

（冒頭提Ҋ）予算を一体として、いわゆる「15か月予算」の考え方に基づき編成しました。

　�　また、投資事業については、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」

に基づき、国の補正予算で措置された財源を有効に活用して予算を計上しました。

　　・　新型コロナウイルス感染症の拡大防止と社会経済活動の両立に要する経費

　　・�　ウィズ・コロナ、ポスト・コロナを見据えた本県の中長期的な成長・発లに

要する経費

　　・　一ஈ加速した防災・減災対策の確保に要する経費

　　・　その他国の補正予算等に対応して実施する緊急性のある事業に要する経費

Τ　２݄（Ճ）ิਖ਼予算のओͳ内容

　�　新型コロナウイルス感染症対策に必要な経費や、実見込み等に基づく過不足額を

計上しました。

　�　また、今ౙの߽ઇに対応するため、除ઇ費等の所要額を計上しました。

　　また、職һڅ༩費に係る過不足額を計上しました。

Φ　３݄31ઐ決ॲ分のओͳ内容

　　退職手当、災害復旧費等の最ऴ見込額ຢは確定額を計上しました。

⑵　歳入予算のあらまし

　歳入予算の補正状況は、次のとおりです。
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（
単
Ґ
ɿ
ઍ
円
）

区
　
　
　
分

当
初

４
月
専
決

6月
補
正

（
冒
頭
）

6月
補
正

（

加
）

̓
月
専
決

̕
月
補
正

11
月
補
正

12
月
補
正

2月
補
正

（
冒
頭
）

2月
補
正

（

加
）

３
月
31


専
決

最
ऴ
予
算
額

県
税

26
4,5
85
,00
0

˚
�
8,6
01
,00
0

1,7
68
,00
0

25
7,7
52
,00
0

地
方
消
費
税
ਗ਼
算
金

10
6,2
27
,00
0

˚
�
5,5
50
,00
0

10
0,6
77
,00
0

地
方
ৡ
༩
税

44
,15
9,0
00

˚
�
7,1
60
,06
2
˚
�

23
,25
4

36
,97
5,6
84

地
方
特
例
交
付
金

1,1
28
,00
0

14
6,4
54

1,2
74
,45
4

地
方
交
付
税

24
1,2
00
,00
0

2,6
91
,31
9

87
9,9
05

24
4,7
71
,22
4

交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金

43
4,0
00

˚
�

13
,45
9

4,9
29

42
5,4
70

分
担
金
及
び
負
担
金

4,6
76
,13
3

9,9
77

23
,91
6

3,0
43
,71
4
˚
�
31
3,4
88
˚
�

8,2
68

7,4
31
,98
4


用
ྉ
及
び
手

ྉ

15
,11
8,5
66

˚
�
53
8,7
67
˚
�
47
5,7
43

14
,10
4,0
56

国
庫
支
出
金

13
6,9
83
,06
7

7,3
86
,33
9

7,0
73
,99
2

23
,84
0,7
96

13
,83
9,2
37

26
,95
0,7
55
˚
�

71
,20
2

1,3
04
,02
9

30
,48
2,5
72
˚
�1
6,1
45
,44
7
˚
�
7,0
07
,11
5

22
4,6
37
,02
3

財
産

収
入

4,5
83
,04
9

14
9

8
˚
�
2,8
96
,99
0

15
9,6
53

1,8
45
,86
9

د
ෟ

金
44
5,0
52

40
,00
0

34
3,4
47

33
,00
0

41
5,7
13

76
7

1,2
77
,97
9

܁
入

金
21
,55
8,2
96

43
6,8
10

69
4,6
37

1,4
24
,62
6
˚
�
51
0,9
68

4,2
73

45
,53
9
˚
�
3,7
36
,16
4
˚
�

97
,30
1

19
,81
9,7
48

ॾ
収

入
11
4,1
58
,83
7

56
,44
5,7
37

10
3,4
00

66
,79
0,4
06

58
,73
0,8
03

29
2,1
94
˚
�11
9,7
60
,31
6
˚
�
49
9,2
54

17
6,2
61
,80
7

県
債

26
4,2
43
,00
0

18
9,0
00

23
,88
3,0
00

8,4
04
,00
0
˚
�
8,5
96
,00
0

28
8,1
23
,00
0

܁
ӽ

金
16
0,0
00

28
1,0
22

2,2
53
,46
4

2,6
94
,48
6

計
1,2
19
,65
9,0
00

64
,26
8,8
86

7,9
22
,00
6

90
,63
1,2
02

13
,83
9,2
37

87
,94
3,7
18
˚
�
58
2,1
70

1,3
08
,30
2

57
,78
0,0
27
˚
�15
0,8
04
,74
3
˚
�1
3,8
93
,68
1
1,3
78
,07
1,7
84

第
２
表
　
令
和
２
年
度
歳
入
予
算
ิ
ਖ਼
状
況
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　令和元年度最ऴ予算１兆2,266億3,842万円と比較すると次表のとおりです。

第３表　歳入款別࠷ऴ予算の比ֱ
（単Ґɿઍ円・％）

区　　　分
令和２年度最ऴ 令和元年度最ऴ 比　　　　較

予算額ï"ð 構成比 予算額ï#ð 構成比 増減額ï$ð
ï"ðʵï#ð

増減
ï$ð�ï#ð̫ 100

県 税 257,752,000 18.8 253,120,000 20.6 4,632,000 1.8
地方消費税ਗ਼算金 100,677,000 7.3 82,562,000 6.7 18,115,000 21.9
地 方 ৡ ༩ 税 36,975,684 2.7 41,391,554 3.4 ˚� 4,415,870 ˚� 10.7
地 方 特 例 交 付 金 1,274,454 0.1 2,301,387 0.2 ˚� 1,026,933 ˚� 44.6
地 方 交 付 税 244,771,224 17.8 240,021,906 19.6 4,749,318 2.0
交通安全対策特別交付金 425,470 0.0 391,237 0.0 34,233 8.7
分担金及び負担金 7,431,984 0.5 7,229,188 0.6 202,796 2.8
用ྉ及び手ྉ 14,104,056 1.0 15,024,441 1.2 ˚� 920,385 ˚� 6.1
国 庫 支 出 金 224,637,023 16.3 159,515,976 13.0 65,121,047 40.8
財 産 収 入 1,845,869 0.1 2,974,000 0.3 ˚� 1,128,131 ˚� 37.9
د ෟ 金 1,277,979 0.1 529,234 0.0 748,745 141.5
܁ 入 金 19,819,748 1.4 60,378,279 4.9 ˚� 40,558,531 ˚� 67.2
ॾ 収 入 176,261,807 12.8 59,897,869 4.9 116,363,938 194.3
県 債 288,123,000 20.9 298,018,000 24.3 ˚� 9,895,000 ˚� 3.3
܁ ӽ 金 2,694,486 0.2 3,283,344 0.3 ˚� 588,858 ˚� 17.9

計 1,378,071,784 100 1,226,638,415 100 151,433,369 12.3

第１図　࠷ऴ歳入予算構成比

　令和２年度最ऴ歳入予算は、総額で令和元年度最ऴ歳入予算に対し、12.3％の増額と

なっています。

国庫支出金
（16.3％）

地方
交付税
（17.8％）

県債
（20.9％）

地方譲与税（2.7％）
交通安全対策特別交付金（0.0％）
地方特例交付金（0.1％）

⎧
⎨
⎩

使用料・手数料（1.0％）
財産収入（0.1％）
繰 越 金（0.2％）
繰 入 金（1.4％）
寄 附 金（0.1％）

分担金・負担金
（0.5％）

諸収入
（12.8％）

地方消費税清算金
（7.3％）

県　税
（18.8％）

歳入総額
1,378,072
百万円
（100％）

依
存
財

源

（57.8％）
（42.2％）（42.2％）

自
主
財

源

⎧
⎨
⎩
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地方交付税

　令和２年度の普通交付税と特別交付税の額は、次表（第４表）のとおりです。普通交

付税については、地方の財源不足の状況等を踏まえ、地方財政計画において、交付税特

別会計の༨金（1,000億円）、ฦؐ金（４億円）と、特別会計に直入することとされて

いる地方法人税収の全額（１兆4,564億円）が計上されたことなどを踏まえ、前年度比

3.9％の増となっています。本県においては、新たに計上された地域社会再生事業費の

増などにより、前年度比1.6％の増となっています。

　また、特別交付税は、߽ઇにう除排ઇ経費の増などにより、前年度比24.6％の増と

なったものと推されます。

第４表　地　方　交　付　税 （単Ґɿઍ円・％）

区　　分 令和２年度ï"ð 令和元年度ï#ð
比　　較

増減額ï$ð
ï"ðʵï#ð

増減
ï$ð�ï#ðʷ100

当
県

普通交付税 240,391,319 236,497,719 3,893,600 1.6
特別交付税 4,311,667 3,461,065 850,602 24.6
計 244,702,986 239,958,784 4,744,202 2.0

（
道
府
県
）

全
国

普通交付税 8,496,457,391 8,179,608,299 316,849,092 3.9
特別交付税 154,499,273 186,095,041 ˚� 31,595,768 ˚� 17.0
計 8,650,956,664 8,365,703,340 285,253,324 3.4

˞災復ڵ特別交付税を除く

　主な道府県の地方交付税の交付額は、次表のとおりです。当県に対する交付額は全国

第̒Ґとなっています。

　　　　　　　　　　　第５表　ಓ県別地方交付税交付額
（上Ґ10Ґまで）（単Ґɿඦ万円）

順
　
位

令和２年度 順
　
位

令和元年度

道府県 普　通
交付税

特　別
交付税 計 道府県 普　通

交付税
特　別
交付税 計

1  ւ 道 609,660 5,719 615,379 1  ւ 道 601,742 7,166 608,908
2 ฌ 庫 299,013 3,559 302,572 2 ฌ 庫 289,050 4,481 293,531
3 ࣛ ࣇ ౡ 273,607 6,020 279,627 3 ࣛ ࣇ ౡ 266,301 6,231 272,532
4 福 Ԭ 258,325 4,570 262,895 4 大 ࡕ 246,115 1,578 247,693
5 大 ࡕ 258,218 1,079 259,297 5 福 Ԭ 241,941 4,303 246,244
6 新 潟 240,391 4,312 244,703 6 新 潟 236,498 3,460 239,958
7 長 ࡚ 221,365 3,533 224,898 7 長 ࡚ 217,283 3,408 220,691
8 ۽ 本 209,285 10,975 220,260 8 ੨  211,562 3,956 215,518
9 ੨  215,803 4,147 219,950 9 ؠ 手 209,498 5,205 214,703
10 ؠ 手 215,176 4,723 219,899 10 ࡛ ۄ 210,251 3,688 213,939
˞災復ڵ特別交付税を除く

⑶　歳出予算のあらまし

　歳出予算の目的別（別）の補正状況は次表のとおりです。
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第
６
表
　
令
和
２
年
度
款
別
（
目
的
別
）
歳
出
予
算
ิ
ਖ਼
状
況

（
単
Ґ
ɿ
ઍ
円
）

区
　
　
　
分

当
初

４
月
専
決

6月
補
正

（
冒
頭
）

6月
補
正

（

加
）

̓
月
専
決

̕
月
補
正

11
月
補
正

12
月
補
正

2月
補
正

（
冒
頭
）

2月
補
正

（

加
）

３
月
31


専
決

最
ऴ
予
算
額

ٞ
会

費
1,3
25
,01
4

˚
�

3,5
42

˚
�

30
,92
6

1,2
90
,54
6

総


費
27
,28
0,8
55

30
,19
8

11
4,1
80

1,2
81
,88
6
˚
�

21
,34
5

1,1
08
,99
2

24
4,9
84

4,0
74
,33
4

34
,11
4,0
84

県
民
生
活
・
環
ڥ
費

10
,25
4,6
97

76
,41
5

4,3
42

71
9,9
51
˚
�

5,5
20

1,0
13
,24
5

28
9,9
46
˚
�
78
9,0
27

11
,56
4,0
49

福
祉
保
健
費

16
8,0
11
,92
0

1,7
25
,43
0

2,3
62
,59
6

20
,54
4,7
73

11
,68
5,1
75

13
,25
1,8
60
˚
�

23
,71
6

5,3
23

1,1
92
,31
5
˚
�
2,7
23
,79
4
˚
�
92
5,7
74

21
5,1
06
,10
8

࿑
働

費
2,9
63
,53
9

2,5
00

3,7
97

10
,01
9

79
,61
4
˚
�

2,0
41

29
,15
5
˚
�
59
8,1
50
˚
�

11
,74
9

2,4
76
,68
4

産
業

費
96
,66
0,9
98

62
,23
3,3
42

2,7
36
,03
2

69
,70
8,0
35

1,4
65
,90
0

70
,34
0,0
94
˚
�

4,9
66

18
6,6
00

5,6
43
,48
4
˚
�12
1,7
53
,42
8
˚
�
6,9
88
,71
3

18
0,2
27
,37
8

農
ྛ
水
産
業
費

75
,95
9,1
04

94
4,7
96

37
6,2
24
˚
�

35
,87
4

24
,91
0,3
86
˚
�1
1,5
89
,54
9
˚
�
64
1,4
24

89
,92
3,6
63

土


費
14
9,7
91
,84
5

15
4,2
11

30
8,8
56

41
7,2
96
˚
�

30
,15
8

1,1
16
,37
9

20
,51
4,6
70
˚
�
1,5
13
,06
0
˚
�
2,7
05
,43
0

16
8,0
54
,60
9

ܯ


費
52
,01
8,9
53

18
,35
5

16
6,1
53
˚
�

96
,01
8

68
,47
5
˚
�
88
9,4
38
˚
�
16
3,9
85

51
,12
2,4
95

教
育

費
17
8,6
72
,35
0

27
7,4
16

1,5
11
,62
4

37
8,3
94

36
4,9
45

17
1,4
59
˚
�
35
8,0
92

3,2
99
,30
5
˚
�
7,2
69
,85
6
˚
�
1,2
72
,80
0

17
5,7
74
,74
5

災
害
復
旧
費

7,8
71
,88
0

˚
�

89
8

2,3
19
,11
1
˚
�
3,7
93
,19
8

6,3
96
,89
5

県
債

費
29
7,5
56
,72
3

˚
�
1,1
49
,05
5

1,7
65

29
6,4
09
,43
3

ॾ
支

出
金

15
0,9
91
,12
2

1,1
39
,18
1

˚
�
6,1
41
,52
8
˚
�
45
7,6
80

14
5,5
31
,09
5

予
備

費
30
0,0
00

˚
�
22
0,0
00

80
,00
0

計
1,2
19
,65
9,0
00

64
,26
8,8
86

7,9
22
,00
6

90
,63
1,2
02

13
,83
9,2
37

87
,94
3,7
18
˚
�
58
2,1
70

1,3
08
,30
2

57
,78
0,0
27
˚
�15
0,8
04
,74
3
˚
�1
3,8
93
,68
1
1,3
78
,07
1,7
84
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第７表　目的別（款別）࠷ऴ予算の比ֱ

第２図　࠷ऴ歳出予算（目的別）構成比

（単Ґɿઍ円・％）

区　　　分
令和２年度最ऴ 令和元年度最ऴ 比　　　　較

予算額ï"ð 構成比 予算額ï#ð 構成比 増減額ï$ð
ï"ðʵï#ð

増減
ï$ð�ï#ð̫ 100

ٞ 会 費 1,290,546 0.1 1,367,300 0.1 ˚� 76,754 ˚� 5.6
総  費 34,114,084 2.5 65,243,817 5.3 ˚� 31,129,733 ˚� 47.7
県 民 生 活・環ڥ費 11,564,049 0.8 10,335,417 0.8 1,228,632 11.9
福 祉 保 健 費 215,106,108 15.6 168,964,645 13.8 46,141,463 27.3
࿑ 働 費 2,476,684 0.2 2,285,531 0.2 191,153 8.4
産 業 費 180,227,378 13.1 41,522,089 3.4 138,705,289 334.1
農 ྛ 水 産 業 費 89,923,663 6.5 96,784,755 7.9 ˚� 6,861,092 ˚� 7.1
土  費 168,054,609 12.2 171,317,373 14.0 ˚� 3,262,764 ˚� 1.9
ܯ  費 51,122,495 3.7 52,163,041 4.3 ˚� 1,040,546 ˚� 2.0
教 育 費 175,774,745 12.7 178,746,728 14.6 ˚� 2,971,983 ˚� 1.7
災 害 復 旧 費 6,396,895 0.5 15,247,811 1.2 ˚� 8,850,916 ˚� 58.0
県 債 費 296,409,433 21.5 300,998,852 24.5 ˚� 4,589,419 ˚� 1.5
ॾ 支 出 金 145,531,095 10.6 121,581,056 9.9 23,950,039 19.7
予 備 費 80,000 0.0 80,000 0.0 0 0.0

計 1,378,071,784 100 1,226,638,415 100 151,433,369 12.3

労働費（0.2％）
議会費（0.1％）

総務費（2.5％）

土木費
（12.2％）

教育費
（12.7％）

県債費
（21.5％）

災害復旧費
（0.5％）

農林水産業費
（6.5％）

福祉保健費
（15.6％）

産業費
（13.1％）

警察費（3.7％）

県民生活・環境費
（0.8％）

歳出総額
1,378,072
百万円
（100％）

諸支出金
（10.6％）
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　また、性質別分類の歳出予算の補正状況と令和元年度最ऴ予算との比較は、次表（第

̔表及び第̕表）のとおりです。

第８表　歳出性質別࠷ऴ予算の比ֱ

　令和２年度の歳出予算は、令和元年度に比べ1,514億3,337万円（12.3％）の増となっ

ています。

（単Ґɿઍ円・％）

区　　　分
令和２年度最ऴ 令和元年度最ऴ 比　　　　較

予算額ï"ð 構成比 予算額ï#ð 構成比 増減額ï$ð
ï"ðʵï#ð

増減
ï$ð�ï#ð̫ 100

1　消 費 的 経 費 660,091,810 47.9 574,770,001 46.8 85,321,809 14.8
ᾇ　人　　݅　　費 234,314,635 17.0 241,315,985 19.7 ˚� 7,001,350 ˚� 2.9
ᾈ　　　݅　　費 36,439,219 2.6 34,795,402 2.8 1,643,817 4.7
ᾉ　維 持 補 म 費 25,814,441 1.9 19,706,068 1.6 6,108,373 31.0
ᾊ　ැ　　ॿ　　費 7,809,283 0.6 7,640,306 0.6 168,977 2.2
ᾋ　補 ॿ 費 等 355,714,232 25.8 271,312,240 22.1 84,401,992 31.1
2　投 資 的 経 費 214,626,117 15.6 232,806,634 19.0 ˚� 18,180,517 ˚� 7.8
ᾇ　普通建設事業費 208,595,390 15.2 218,249,020 17.8 ˚� 9,653,630 ˚� 4.4
ᾈ　災害復旧事業費 6,030,727 0.4 14,557,614 1.2 ˚� 8,526,887 ˚� 58.6
3　公 　 債 　 費 295,836,187 21.5 300,499,056 24.5 ˚� 4,662,869 ˚� 1.6
4　積 　 立 　 金 10,229,276 0.7 43,190,366 3.5 ˚� 32,961,090 ˚� 76.3
5　金 融 的 経 費 151,523,956 11.0 28,471,154 2.4 123,052,802 432.2
܁　6 　 出 　 金 45,684,438 3.3 46,821,204 3.8 ˚� 1,136,766 ˚� 2.4
7　予 　 備 　 費 80,000 0.0 80,000 0.0 0 0.0

計 1,378,071,784 100 1,226,638,415 100 151,433,369 12.3
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度
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ิ
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状
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単
Ґ
ɿ
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円
）

区
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当
初

４
月
専
決

6月
補
正

（
冒
頭
）

6月
補
正

（

加
）

̓
月
専
決

̕
月
補
正

11
月
補
正

12
月
補
正

2月
補
正

（
冒
頭
）

2月
補
正

（

加
）

３
月
31


専
決

最
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予
算
額

１
消
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費
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1
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第３図　࠷ऴ歳出予算（性質別）構成比

２　特別会計ิਖ਼予算のあらまし

　13の特別会計の予算は、̕月現計で4,121億5,284円でしたが、２月補正（冒頭）では

災害ٹॿ事業会計で6,758万円の増額補正、県有ྛ事業会計で1,335万円の増額補正を行

い、２月補正（加）において県債管理会計など12会計で事業ࣥ行による確定見込み額

の過不足調整など合わせて５億8,693万円の増額補正を行いました。

　さらに、３月31専決において、災害ٹॿ事業会計で最ऴ的な過不足の調整で13億

3,893万円の減額補正を行い、13会計の最ऴ予算額は4,114億8,177万円となりました。

　֤会計の補正（下期）の状況は、次表のとおりです。

第10表　特別会計予算のิਖ਼状況（Լظ）

（単Ґɿઍ円）

会　　計　　໊ ̕月補正
現　　計

２月補正
（冒　頭）

２月補正
（　加）

３月31
専　　決 最ऴ予算

県 債 管 理 214,581,003 ˚� 628,349 213,952,654
地 域づくり資金 貸付事業 580,894 ˚� 45,100 535,794
災 害 ٹ ॿ 事 業 696,480 67,578 2,310,333 ˚�1,338,926 1,735,465
国 民 健 ߁ 保 ݥ 事 業 190,025,970 367,441 190,393,411
ࢠࢠՉ්福祉資金貸付事業 335,045 335,045
心障害ࣇ・者総合施設事業 9,622 ˚�� 29 9,593
中小企業支援資金貸付事業 1,073,213 ˚�� 441,827 631,386
ྛ 業 振 ڵ 資 金 貸 付 事 業 212,693 ˚�� 180 212,513
Ԋړ؛業改善資金貸付事業 111,059 ˚�� 97 110,962
県 有 ྛ 事 業 158,539 13,349 ˚�� 38,698 133,190
用 地 ઌ 行 取 ಘ 事 業 305,018 51 305,069
都 市 ։ 発 資 金 事 業 590,794 ˚�� 407,079 183,715
ߓ  整 備 事 業 3,472,508 ˚�� 529,536 2,942,972

計 412,152,838 80,927 586,930 ˚�1,338,926 411,481,769

人件費
（17.0％）

補助費等
（25.8％）

物件費（2.6％）扶助費（0.6％）
維持補修費（1.9％）
⎧
⎨
⎩

公債費
（21.5％）

繰出金（3.3％）
予備費（0.0％）

金融的経費（11.0％）

積立金（0.7％）

災害復旧事業費（0.4％）
普通建設事業費（15.2％）

⎧
⎨
⎩

歳出総額
1,378,072百万円
（100％）

消費
的
経
費

（47.9％）

そ
の
他
の
経費
（36.5％）

投資的 経費
（15.6％）



第４　令和２年度予算܁ӽしの状況

１　一般会計予算܁ӽしʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �74

２　継続費చ次܁ӽʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �75
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第４　令和２年度予算܁ӽしの状況

１　一般会計予算܁ӽし

　令和２年度において、補ॿ事業者の事のԆ、設計変更や計画変更に時を要した

ことによるものなどやむをಘない事情で年度内にその支出がऴわらͣ、ٞ会のٞ決を経

て、令和３年度へ予算を܁りӽしたもの（܁ӽ໌ڐ費の補正）は、一般会計で1,064億

1,171万円です。また、ආけがたい事ނのため年度内に支出がऴわらͣ、ཌ年度へ予算

を܁りӽしたもの（事܁ނӽし）は、34億3,944万円です。

　その内༁は次表のとおりです。

第１表　令和２年度܁ӽ໌ڐ費款別一ཡ表（一般会計）

第２表　令和２年度事܁ނӽし款別一ཡ表（一般会計）

ï単Ґɿઍ円・％ð

区　　　分 最ऴ予算額
ï"ð

ӽ　額　܁
ï#ð

�の�財�源�内�༁ࠨ 比
ï#ð
ï"ð

ະç 収ç 入
特定財源 一般財源

総  費 34,114,084 2,001,854 1,890,138 111,716 5.9
県民生活・環ڥ費 11,564,049 2,459,963 2,337,723 122,240 21.3
福 祉 保 健 費 215,106,108 1,811,551 1,697,751 113,800 0.8
࿑ 働 費 2,476,684 29,155 29,155 0 1.2
産 業 費 180,227,378 8,228,074 8,228,074 0 4.6
農 ྛ 水 産 業 費 89,923,663 35,514,686 33,229,754 2,284,932 39.5
土  費 168,054,609 45,711,496 43,607,267 2,104,229 27.2
ܯ  費 51,122,495 425,853 351,770 74,083 0.8
教 育 費 175,774,745 6,986,234 6,568,168 418,066 4.0
災 害 復 旧 費 6,396,895 3,242,846 3,207,245 35,601 50.7
合　　計 934,760,710 106,411,712 101,147,045 5,264,667 11.4

ï単Ґɿઍ円・％ð

区　　　分 最ऴ予算額
ï"ð

ӽ　額　܁
ï#ð

�の�財�源�内�༁ࠨ 比
ï#ð
ï"ð

ະç 収ç 入
特定財源 一般財源

県民生活・環ڥ費 11,564,049 81,001 0 81,001 0.7
農 ྛ 水 産 業費 89,923,663 542,481 465,870 76,611 0.6
土  費 168,054,609 1,450,126 1,423,906 26,220 0.9
教 育 費 175,774,745 1,908 1,908 0 0.0
災 害 復 旧 費 6,396,895 1,363,919 1,346,960 16,959 21.3
合　　計 451,713,961 3,439,435 3,238,644 200,791 0.8
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第３表　܁ӽओཁ事業一ཡ表

第４表　܁　ӽ　事　༝　別　内　訳

ӽ܁࣍ଓ費చܧ　２

　一般会計の継続費చ次܁ӽ予定額は次表のとおりです。

第５表　令和２年度ܧଓ費చ܁࣍ӽ一ཡ表（一般会計）

（単Ґɿઍ円）
事 業 ໊ ܁ ӽ 額

県営経営体育成基盤整備事業費 10,841,911
緊急地方道࿏整備費 7,895,384
域Տ改म費 6,867,313
道࿏改ங費 5,316,331
新型コロナウイルス対策事業継続等総合支援費 4,385,672
県営ため等整備事業費 3,054,055
ະ来創造産業立地促進補ॿ金 2,754,156
県営かんがい排水事業費 2,606,188
県営୷水防除事業費 2,596,579
建設関係災害復旧費 2,425,683

（単Ґɿઍ円・％）
事　　　　　　　　　　　　༝ ӽ額܁ 構成比

補ॿ事業者の計画変更等によるもの 2,756,501 2.6
計画ॾ݅、設計・法変更等によるもの 102,561,948 96.4
用地݅補ঈにかかる調整等によるもの 1,093,263 1.0

合　　　　　　　計 106,411,712 100.0

（単Ґɿઍ円）

別　 ٞ　Ҋ　事　業　໊ 継 続 費 చ次܁ӽ
予 定 額

の財源内༁ࠨ
ະ 収 入
特定財源 一般財源

土  費 ӏ࣏水μϜ事業費
（ӏμϜ） 36,030,000 666,929 665,465 1,464

一ڃՏ福ౡ潟域Տ改
म事業費（福ౡ潟水本体） 2,400,000 322,060 321,133 927

県道新発ాઢ緊急地方道
࿏整備事業（ന大ڮ） 2,100,000 307,982 307,391 591

県ԝ基װ病院新ங事業 22,124,035 208,737 208,737 0
े町病院改ங事業 13,956,487 3,636 3,636 0
加ໜ病院改ங事業 8,438,613 396,954 396,954 0
合　　　　　　計 85,049,135 1,906,298 1,903,316 2,982



第５　令和２年度予算のࣥ行状況（下期）

１　収支の状況ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �76

２　一時आ入金の状況ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �78

３　基金の状況ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �79

４　投資事業のࣥ行状況ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �81





ʕ�76�ʕ

第５　令和２年度予算のࣥ行状況（Լظ）

１　収支の状況

　令和２年度予算についての収支状況は、次表のとおりです。

　一般会計については、予算現額に対する収入割合は83.0％、支出割合が84.4％となっ

ており、収入割合が支出割合を1.4ポイント下回っています。

　特別会計については、13会計の総計で収入割合が97.0％、支出割合が94.2％となって

おり、収入割合が支出割合を2.8ポイント上回っています。

第１表　令和２年度一般会計予算ࣥ行状況（令和３年３月31現ࡏ）

（歳入）� （単Ґɿઍ円・％）

別　　　
予　　算　　現　　額 収�入�済�額

✕
収入割合
✕�
✔ʷ100予�算�額 �ӽ�額܁ 計�✔

県 税 257,752,000� 0� 257,752,000� 247,530,017� 96.0�
地方消費税ਗ਼算金 100,677,000� 0� 100,677,000� 100,676,743� 100.0�
地 方 ৡ ༩ 税 36,975,684� 0� 36,975,684� 36,975,684� 100.0�
地方特例交付金 1,274,454� 0� 1,274,454� 1,274,454� 100.0�
地 方 交 付 税 244,771,224� 0� 244,771,224� 244,771,224� 100.0�
交通安全対策特別交付金 425,470� 0� 425,470� 425,470� 100.0�
分担金及び負担金 7,431,984� 1,797,776� 9,229,760� 4,370,586� 47.4�
用ྉ及び手ྉ 14,104,056� 0� 14,104,056� 13,792,858� 97.8�
国 庫 支 出 金 224,637,023� 56,730,871� 281,367,894� 200,101,261� 71.1�
財 産 収 入 1,845,869� 0� 1,845,869� 1,636,197� 88.6�
د ෟ 金 1,277,979� 0� 1,277,979� 1,274,082� 99.7�
܁ 入 金 19,819,748� 436,092� 20,255,840� 3,397,328� 16.8�
ॾ 収 入 176,261,807� 784,140� 177,045,947� 169,172,401� 95.6�
県 債 288,123,000� 44,607,000� 332,730,000� 201,295,000� 60.5�
܁ ӽ 金 2,694,486� 6,498,937� 9,193,423� 9,193,423� 100.0�

計 1,378,071,784� 110,854,816� 1,488,926,600� 1,235,886,728� 83.0�
（注）予算額には３月31専決額をؚむ。
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第２表　令和２年度特別会計予算ࣥ行状況（令和３年３月31現ࡏ）

（歳出）� （単Ґɿઍ円・％）

別　　　
予　　算　　現　　額 支�出�済�額

✕
支出割合
✕�
✔ʷ100予�算�額 �ӽ�額܁ 計�✔

ٞ 会 費 1,290,582� 0� 1,290,582� 1,271,909� 98.6�
総  費 34,127,057� 534,282� 34,661,339� 22,248,860� 64.2�
県民生活・環ڥ費 11,564,069� 339,351� 11,903,420� 6,671,505� 56.0�
福 祉 保 健 費 215,106,671� 1,331,446� 216,438,117� 191,408,751� 88.4�
࿑ 働 費 2,476,684� 0� 2,476,684� 1,851,115� 74.7�
産 業 費 180,227,378� 65,242� 180,292,620� 166,228,956� 92.2�
農 ྛ 水 産 業 費 89,924,368� 34,112,932� 124,037,300� 74,193,369� 59.8�
土  費 168,054,741� 57,984,285� 226,039,026� 143,211,734� 63.4�
ܯ  費 51,131,778� 114,173� 51,245,951� 46,471,525� 90.7�
教 育 費 175,775,928� 4,181,082� 179,957,010� 150,906,057� 83.9�
災 害 復 旧 費 6,396,895� 12,192,023� 18,588,918� 11,285,749� 60.7�
県 債 費 296,409,433� 0� 296,409,433� 296,407,511� 100.0�
ॾ 支 出 金 145,531,095� 0� 145,531,095� 145,208,089� 99.8�
予 備 費 55,105� 0� 55,105� 0� 0.0�

計 1,378,071,784� 110,854,816� 1,488,926,600� 1,257,365,130� 84.4�
（注）予算額には３月31専決額をؚみ、予備費ॆ用後である。

（単Ґɿઍ円・％）

会　　　計　　　໊
歳入歳出
予算現額
✔

収入済額
✕

収入割合
✕�
✔ʷ100

支出済額
✖

支出割合
✖�
✔ʷ100

地域づくり資金貸付事業 535,794� 2,809,205� 524.3� 285,761� 53.3�
災 害 ٹ ॿ 事 業 1,735,465� 507,870� 29.3� 496,868� 28.6�
ࢠࢠՉ්福祉資金貸付事業 335,045� 378,710� 113.0� 212,714� 63.5�
心障害ࣇ・者総合施設事業 9,593� 33� 0.3� 32� 0.3�
中小企業支援資金貸付事業 631,386� 850,110� 134.6� 534,251� 84.6�
ྛ 業 振ڵ資金貸付事業 212,513� 613,001� 288.5� 84,021� 39.5�
Ԋړ؛業改善資金貸付事業 110,962� 377,517� 340.2� 50,100� 45.2�
県 有 ྛ 事 業 166,008� 113,790� 68.5� 137,252� 82.7�
ߓ  整 備 事 業 3,028,835� 2,256,208� 74.5� 2,652,310� 87.6�
都 市 ։ 発 資 金 事 業 183,715� 0� 0.0� 1,718� 0.9�
県 債 管 理 213,952,654� 213,952,653� 100.0� 213,952,653� 100.0�
国 民 健 ߁ 保 ݥ 事 業 190,393,411� 176,883,040� 92.9� 169,044,671� 88.8�
用 地 ઌ 行 取 ಘ 事 業 436,152� 436,150� 100.0� 436,082� 100.0�

計 411,731,533� 399,178,287� 97.0� 387,888,433� 94.2�
（注）予算現額には、令和元年度からの܁ӽ額をؚむ。
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２　一࣌借入金の状況

　一時आ入金は、支い資金の不足を一時的にうためにआり入れる資金で、令和２年

10月１から令和３年３月31までの状況は、次表のとおりです。

第３表　令和２年度一࣌借入金の状況（Լظ）

（単Ґɿ・ઍ円）
月　　　別 आ入 一ฏۉआ入額 最　高　
令和２年10月 31 48,482,740 82,784,827
　　　　11月 30 60,376,625 101,931,169
　　　　12月 31 56,278,634 76,893,394
令和３年１月 31 63,269,118 85,584,045
　　　　２月 28 34,685,697 69,039,455
　　　　３月 31 49,140,328 82,918,787
下　　　期 182 52,279,086 82,918,787

（注ð１　一時आ入金のٞ決最高額は2,500億円。
（注ð２　�一ฏۉआ入額とは、その月のआ入額の合計をその月の全で

割ったものです。
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金の状況ج　３

　令和２年度の基金の現ࡏ高は次のとおりですŇ

第４表　ج　金　の　現　ࡏ　高
（令和３年３月現ࡏ高）� （単Ґɿઍ円）

基　　金　　໊ 令和元年度
現　çࡏç　高

令和２年度増減 令和２年度
現　çࡏç　高積　　立 取　　่

財 政 調 整 基 金 ïúÿ,ø÷þ,÷÷÷ð ïü,Āþûð ïúù,üþùð ïúÿ,÷ÿ÷,û÷ùð
38,074,428 5,974 5,811,286 32,269,116

県 債 管 理 基 金 ïù÷ý,÷ùú,üþûð ïýĀ,þþþ,ùýûð ïýú,÷ÿû,ûýøð ïùøù,þøý,úþþð
201,523,574 69,102,251 58,584,461 212,041,364

土 地 基 金 ïø,úÿÿ,÷üøð ïûð ïø,úÿÿ,÷üüð
1,388,051 4 1,388,055

災 害 ٹ ॿ 基 金 ïø,ùĀú,ÿûùð ïý÷,ûûùð ïùú,þüþð ïø,úú÷,üùþð
1,330,422 451,061 470,093 1,311,390

産 業 振 ڵ 基 金 ïù,ÿûø,ùýúð ïþ÷,ýÿøð ïýĀĀ,øø÷ð ïù,ùøù,ÿúûð
2,311,434 70,681 626,888 1,755,227

産 業 振 ڵ 貸 付 基 金 ïüûü,÷ùýð ïøĀ,ÿùýð ïøĀ,ÿ÷üð ïüûü,÷ûþð
545,026 19,826 19,805 545,047

心障害ࣇ・者総合施設基金 ïûü÷,ýûùð ïþ,Āúüð ïûûù,þ÷þð
442,707 9,548 433,159

地 域 環 ڥ 保 全 基 金 ïúþĀ,ÿýùð ïùþð ïùú,þúüð ïúüý,øüûð
356,127 27 21,698 334,456

地 域 振 ڵ 基 金 ïÿþĀ,ûøûð ïû÷,øùøð ïúü÷,ùûûð ïüýĀ,ùĀøð
569,243 2,049 207,376 363,916

; る さ と 保 全 基 金 ïø,þüø,üûÿð ïúĀ,ÿù÷ð ïø,þøø,þùÿð
1,711,728 25,771 1,685,957

հޢ保ݥ財政安定化基金 ïü,ÿÿû,÷ýûð ïÿ,þýùð ïü,ÿĀù,ÿùýð
5,884,064 8,762 5,892,826

ྛ整備地域活動支援基金 ïĀû,÷þúð ïûý÷ð ïþ,ûûùð ïÿþ,÷Āøð
87,085 7 8,569 78,523

産 業 ഇ غ  税 基 金 ïø,ùúÿ,Āúÿð ïøüÿ,úüÿð ïøý÷,ûøýð ïø,ùúý,ÿÿ÷ð
1,078,522 158,378 155,019 1,081,881

高等ֶߍ等ֶ金貸༩基金 ïø,÷ÿù,üúøð ïøüø,ùýýð ïýĀ,ĀýĀð ïø,øýú,ÿùÿð
1,080,805 175,017 66,648 1,189,174

後 期 高 ྸ 者 医 療 ïù,ÿûø,þýĀð ïú÷÷,÷ýüð ïú,øûø,ÿúûð
財 政 安 定 化 基 金 2,841,769 300,065 3,141,834
消 費 者 行 政 活 性 化 基 金 ï÷ð ï÷ð

0 0
安 心 こ ど も 基 金 ïüûú,ùýýð ïø,øùú,þþþð ïúĀþ,÷Āøð ïø,ùýĀ,Āüùð

146,175 1,123,777 90,207 1,179,745
農 業 構 造 改 革 支 援 基 金 ïüú÷,÷ûúð ïü,üøüð ïøù÷,ùÿùð ïûøü,ùþýð

409,761 5,515 131,431 283,845
向上・選手育成基金ྗٕڝ ïýĀ,ûùúð ïúð ïúø,ü÷Āð ïúþ,Āøþð

37,914 3 20,000 17,917
地域医療հޢ総合確保基金 ïøû,÷ýÿ,÷øÿð ïø,þøû,ÿûþð ïú,ÿÿý,üþÿð ïøø,ÿĀý,ùÿþð

10,221,335 1,704,428 2,603,910 9,321,853
災 害 対 応 基 金 ïûüý,üûùð ïúúð ïü,øü÷ð ïûüø,ûùüð

451,392 33 451,425
国民健߁保ݥ財政安定化基金 ïû,úúĀ,ûúúð ïúøýð ïû,úúĀ,þûĀð

4,339,433 316 4,339,749
څ 付 型  ֶ 金 基 金 ïø,÷ÿ÷,üýüð ïþ÷ð ïûĀ,þû÷ð ïø,÷ú÷,ÿĀüð

1,046,485 70 20,940 1,025,615
再生可能・次世代エωルΪー基金 ïýü÷,÷þýð ïûüð ïûý,ýûüð ïý÷ú,ûþýð

603,431 45 25,610 577,866
 ྛ 環 ڥ ৡ ༩ 税 基 金 ïúü,ûûĀð ïÿÿ,ýùøð ïüĀ,øÿ÷ð ïýû,ÿĀ÷ð

11,716 106,345 82,822 35,239
小 ࣇ 医 療 機 能 強 化 基 金 ïù÷÷,÷÷÷ð ïøü÷,÷ùùð ïø÷,÷÷÷ð ïúû÷,÷ùùð

350,000 22 10,000 340,022
新型コロナウイルス感染症対策等 ï÷ð ïúøø,÷÷ÿð ïúøø,÷÷ÿð
応 援 基 金 0 319,173 319,173 0
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　主な基金の状況として、財政調整基金は、基金運用ӹ597万円の積立てを行った一

方、58億1,129万円を取り่した結果、令和２年度現ࡏ高は、322億6,912万円となりま

した。

　県債管理基金は、基金運用ӹ２億501万円と新規積立など688億9,724万円を合わせ691

億225万円の積立てを行った一方、585億8,446万円を取り่した結果、令和２年度現

。高は、2,120億4,136万円となりましたࡏ

ϗストタウン等新型コロナウイルス ï÷ð ïùøÿ,ÿú÷ð ïùøÿ,ÿú÷ð
感 染 症 対 策 基 金 0 218,830 218,830
合 計 ïùÿý,þþû,ûøùð ïþû,ù÷ý,úúþð ïýĀ,øùü,ûûøð ïùĀø,ÿüü,ú÷ÿð

276,842,627 73,772,659 69,311,255 281,304,031
（注）１　土地基金には土地をؚむ。
　　　２　災害ٹॿ基金には、備をؚむ。
　　　３　産業振ڵ貸付基金には貸付金（債ݖ）をؚむ。
　　　４　令和２年度現ࡏ高ཝの（　）書きは、令和３年３月31現ࡏの金額である。
　　　５　�令和２年度増減ཝの（　）書きには、令和元年度予算計上の新規積立金（運用ӹ以

外のもの）及び取่額をؚむ。
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４　資事業のࣥ行状況

　令和２年度３月現ࡏにおける投資事業の予算ࣥ行状況は、次表のとおりです。

第５表　令和２年度資事業の予算ࣥ行状況（普通会計）

　令和２年度上期（４月から̕月まで）のࣥ行状況は、Ձの安定にྀしつつ、県

内ؾܠの回復、拡大を図るため、促進的な事業施行を行った結果、63.5％のܖとなり、

前年度を1.1ポイント上回りました（ฏ成31年度同期62.4％）。

　上期、下期の全体では、ܖは79.4％と前年度を8.1ポイント下回りました。

（単Ґɿඦ万円・％）
区　　分 予算計上額 済額ܖ 支出済額 ܖ 支

ิ
ॿ
ࣄ
ۀ

普 通 建 設 事 業 199,521� 157,530� 83,555� 79.0� 41.9�
災 害 復 旧 事 業 12,570� 11,497� 7,932� 91.5� 63.1�

計 212,091� 169,027� 91,487� 79.7� 43.1�
୯
ಠ
ࣄ
ۀ

普 通 建 設 事 業 46,539� 36,428� 24,154� 78.3� 51.9�
災 害 復 旧 事 業 69� 43� 41� 62.3� 59.4�

計 46,608� 36,471� 24,195� 78.3� 51.9�
合　　　計 258,699� 205,498� 115,682� 79.4� 44.7�

（注）１　�投資的経費のうち、ࣦ業対策事業費、造ྛ事業費、事業費支หの人݅費及び事ࡶ費、
国直事業負担金、他の普通地方公共団体が施行する事業に対する補ॿ金及び負担金を
除く。

　　　２　ฏ成31年度からの܁ӽ分をؚむ。
　　　３　支は、予算計上額に対する支出済額の割合



第̒　公営企業会計の状況

１　公営企業のあらましʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �82

事業会計ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜؾి　２ �84

　ᾇ　ిؾ事業のあらましʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �84

　ᾈ　令和３年度当初予算の状況ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �87

　ᾉ　令和２年度予算（下期）の状況ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �88

業用水道事業会計ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ　３ �89

　ᾇ　業用水道事業のあらましʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �89

　ᾈ　令和３年度当初予算の状況ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �90

　ᾉ　令和２年度予算（下期）の状況ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �91

業用地造成事業会計ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ　４ �93

　ᾇ　業用地造成事業会計のあらましʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �93

　ᾈ　令和３年度当初予算の状況ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �94

　ᾉ　令和２年度予算（下期）の状況ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �94

５　新潟౦ߓ臨ւ用地造成事業会計ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �94

　ᾇ　新潟౦ߓ臨ւ用地造成事業のあらましʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �94

　ᾈ　令和３年度当初予算の状況ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �95

　ᾉ　令和２年度予算（下期）の状況ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �95

̒　病院事業会計ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �96

　ᾇ　病院事業のあらましʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �96

　ᾈ　令和３年度当初予算の状況ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �96

　ᾉ　令和２年度予算（下期）の状況ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �98

̓　基װ病院事業会計ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �99

　ᾇ　基װ病院事業のあらましʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �99

　ᾈ　令和３年度当初予算の状況ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ �99

　ᾉ　令和２年度予算（下期）の状況ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ�100

̔　流域下水道事業会計ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ�101

　ᾇ　流域下水道事業のあらましʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ�101

　ᾈ　令和３年度当初予算の状況ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ�101

　ᾉ　令和２年度予算（下期）の状況ʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜʜ�102
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第６　公Ӧ企業会計の状況

１　公Ӧ企業のあらまし

　公営企業とは、地方公営企業法の適用を受けて地方公共団体の行政の一つとして経営
する事業をいい、公共の福祉の増進をその本来の目的としていますが、事業の性質上、
常に企業としての経済性を発شして能的かつ合理的に運営されることが必要です。こ
のため会計方ࣜについても、公ி会計（現金主ٛ会計方ࣜ）をとらͣ、民間企業と同
༷に収ӹ費用の発生時点においてとらえる発生主ٛ会計方ࣜをとっていますので、収ӹ
的収支（事業活動によって生ͣるྉ金などの収ӹ、人݅費、その他のॾ経費などの費用
の経理）と資本的収支（施設、設備などの整備に関する収入や支出の経理）とに区分さ
れています。
　当県が経営する事業は次の̓事業です。
　▶ి ؾ 事 業　�県内13水ྗ発ి所（ࡾ面、Ԑా、Ԟࡾ面、内第一、内第二、

内第ࡾ、内第࢛、ా内、ּງ、מ୩ా、ਆ、高ా、新
高ాの֤発ి所）及び２太ཅ光発ి所（新潟౦部、新潟）に
おいてిྗ会社に発生ిྗを供څする事業を実施しています。

業地ଳに業立地基盤整備ຢは地盤下対策のため、県内４�　業用水道事業▶　
対して業用水（新潟臨ւ、上ӽ、ಢඌの֤業用水道）を供
。する事業を実施していますڅ

業用地造成事業　�上ӽ市、見ෟ市及びѨլ市にある県営産業団地において、分▶　
ৡ事業を実施しています。なお、見ෟ市にある中部産業団地の
分ৡはリース地を除き、ฏ成29年度でྃしました。

　▶新潟౦ߓ臨ւ用地造成事業　�新潟౦ߓ業地ଳのߓ事業用地等を管理・処分する
事業を実施しています。

　▶病 院 事 業　�県民の健߁保持、医療環ڥの向上のために、一般病院12施設、
ਫ਼ਆՊ病院１施設で病院事業を実施しています。

　▶基 װ 病 院 事 業　�県民の健߁保持に必要な医療を提供するため、ڕপ地域及び県
ԝ地域の医療体制整備事業を実施しています。

　▶流域下水道事業　�県民の公ऺӴ生の向上及び公共用水域の水質保全のため、４流
域（৴ೱ下流、Ѩլ、及びڕ֤流域）において
流域下水道事業を実施しています。

臨ւ用地造成事ߓ業用地造成事業は企業局が、新潟౦・業用水道事業・事業ؾి　
業は交通政策局が、病院事業は病院局が、基װ病院事業は福祉保健部が、流域下水道事
業は土部がそれͧれ所管しています。
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　なお、これらの事業の令和３年度当初予算は、次表のとおりです。

令和３年度企業会計予算 （単Ґɿઍ円・％）

区　　　　　　分
令和３年度 令和２年度 比　　　　較

当初予算ï"ð 当初予算ï#ð 増減額ï$ð
ï"ðʵï#ð

増減
ï$ð�ï#ð̫ 100

ి ؾ 事 業
収ӹ的

収入 7,955,925 9,241,258 ˚� 1,285,333 ˚� 13.9
支出 6,363,373 6,314,318 49,055 0.8

資本的
収入 2,442,820 489,607 1,953,213 398.9
支出 7,433,647 5,601,016 1,832,631 32.7

業用水道事業
収ӹ的

収入 3,155,291 2,344,269 811,022 34.6
支出 2,792,014 4,731,151 ˚� 1,939,137 ˚� 41.0

資本的
収入 30 551,053 ˚� 551,023 ˚�100.0
支出 341,312 887,377 ˚� 546,065 ˚� 61.5

 業 用 地
造 成 事 業

収ӹ的
収入 1,818,306 2,348,842 ˚� 530,536 ˚� 22.6
支出 969,785 1,430,441 ˚� 460,656 ˚� 32.2

資本的
収入 0 0 0 ʵ
支出 749,893 749,893 0 0.0

新潟౦ߓ臨ւ
用地造成事業

収ӹ的
収入 100,515 100,537 ˚� 22 ˚� 0.0
支出 63,196 60,649 2,547 4.2

資本的
収入 0 0 0 ʵ
支出 0 0 0 ʵ

病 院 事 業
収ӹ的

収入 75,250,563 74,911,435 339,128 0.5
支出 76,175,133 76,165,965 9,168 0.0

資本的
収入 9,736,794 10,394,317 ˚� 657,523 ˚� 6.3
支出 11,414,156 12,254,088 ˚� 839,932 ˚� 6.9

基װ病院事業
収ӹ的

収入 4,050,211 4,364,885 ˚� 314,674 ˚� 7.2
支出 4,250,352 4,641,918 ˚� 391,566 ˚� 8.4

資本的
収入 2,433,976 811,123 1,622,853 200.1
支出 2,433,976 811,123 1,622,853 200.1

流域下水道事業
収ӹ的

収入 12,082,732 12,077,044 5,688 0.0
支出 11,152,717 11,525,820 ˚� 373,103 ˚� 3.2

資本的
収入 5,717,658 5,557,354 160,304 2.9
支出 7,883,281 7,707,469 175,812 2.3

計

収ӹ的
収入 104,413,543 105,388,270 ˚� 974,727 ˚� 0.9
支出 101,766,570 104,870,262 ˚� 3,103,692 ˚� 3.0

資本的
収入 20,331,278 17,803,454 2,527,824 14.2
支出 30,256,265 28,010,966 2,245,299 8.0

収ӹ
資本計

収入 124,744,821 123,191,724 1,553,097 1.3
支出 132,022,835 132,881,228 ˚� 858,393 ˚� 0.6

（注）流域下水道事業は、令和２年度から公営企業会計にҠ行。
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収ӹ的収支の֤事業別構成

資ຊ的収支の֤事業別構成

事業会計ؾి　２

事業のあらましؾి　⑴

　県は、地域։発事業の一環として、次の水ྗ発ి所13か所及び太ཅ光発ి所２か所を

設置し、ిྗ会社に対する発生ిྗの供څを行っています。

面発ి所（村上市）ࡾ○　

　　�　ত和24年に着手したࡾ面総合։発事業の一環としてࡾ面発ి所を設置し、ত和

27年12月から発ిを։࢝しました。

電気事業（6.2％）
工業用水道事業（2.7％）
工業用地造成事業（1.0％）
新潟東港臨海用地
造成事業（0.1％）

病院事業
（74.8％）

基幹病院事業（4.2％）

支出（費用）
千円

101,766,570

電気事業（7.6％）
工業用水道事業（3.0％）

工業用地造成事業（1.7％）
新潟東港臨海用地
造成事業（0.1％）

病院事業
（72.1％）

基幹病院事業（3.9％）

収入（収益）
千円

104,413,543

流域下水道事業（11.0％）流域下水道事業（11.6％）

電気事業（24.6％）

工業用水道事業（1.1％）
工業用地造成事業（2.5％）

病院事業
（37.7％）

基幹病院事業（8.0％）

支　　　出
千円

30,256,265

電気事業（12.0％）

工業用水道事業（0.1％）

病院事業
（47.8％）

基幹病院事業（12.0％）

収　　　入
千円

20,331,278

流域下水道事業（26.1％）
流域下水道事業（28.1％）
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　○Ԑా発ి所（村上市）

面発ి所の建設後、その上流にԐా発ి所を設置し、ত和30年12月から発ిをࡾ　�　　

։࢝しました。

　○内第二発ి所（内市）

　　�　内の։発については、二ஈ֊։発方ࣜにより、まͣত和32年に内下流部

に第二発ి所の建設に着手し、ত和34年10月から発ిを։࢝しました。

　○内第一発ి所（内市）

　　�　内第二発ి所の建設に引き続き、内の上流部に内第一発ి所を設置し、

ত和37年10月から発ిを։࢝しました。なお、令和３年４月から発ిをఀ止し、大

規模な改ྑ事を行っています。

　○ּງ発ి所（ࡾ市）

　　�　ত和36年に着手したेޒཛྷ総合։発事業の一環として、ּງ発ి所を設置し、

ত和39年10月から発ిを։࢝しました。

　○高ా発ి所（上ӽ市）

　　�　໊立、܂取水ܥの։発については、上ӽ市と発ి及び上水道事業に関する総

合計画を策定し、これに基づき、ত和40年̔月に高ా発ి所の建設に着手し、ত和

43年11月から発ిを։࢝しました。

　○ా内発ి所（ޒઘ市）

　　�　ত和48年に着手したૣ出総合։発事業の一環として、ా内発ి所を設置し、

ত和53年12月から発ిを։࢝しました。また、ฏ成29年̒月から大規模な改ྑ事

が行われ、令和２年１月にॡし発ిを再։しました。

　○内第ࡾ発ి所（内市）

　　�　内の内第二発ి所下流部に、ط設࠭防μϜを利用した内第ࡾ発ి所を設

置し、ত和58年11月から発ిを։࢝しました。

　○新高ా発ి所（上ӽ市）

　　�　新高ా発ి所は、高ా発ి所にซ設し、Տ水の有効利用を図るため、ত和57年度

に建設に着手し、ত和59年10月から発ిを։࢝しました。

୩ా発ి所（長Ԭ市）מ○　

の安定を図るڅ୩ాμϜにిྗ供מ୩ా発ి所は、ত和55年度に建設されたמ　�　　
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ため、発ిࢀ加したものであり、ত和63年度に着し、ฏ成２年10月から発ిを։

。しました࢝

　○Ԟࡾ面発ి所（村上市）

　　�　ত和55年に着手したࡾ面Տ総合։発事業の一環として、Ԟࡾ面発ి所を設置

し、ฏ成13年４月から発ిを։࢝しました。

（প市ڕ）ਆ発ి所○　

　　�　和ా総合։発事業の一環として、ਆ発ి所を設置し、ฏ成23年３月から発ి

を։࢝しました。

　○太ཅ光発ి所

　　�　新潟൛άリーンχϡーディール政策の取組の一環として、新潟౦部太ཅ光発ి所

をѨլ市に設置し、ฏ成23年10月31から１߸ྻܥ、ฏ成24年̓月１から２߸

。しました࢝の発ిを։ྻܥ߸ฏ成27年̓月１から３、ྻܥ

　　�　また、新潟太ཅ光発ి所を新潟市に設置し、ฏ成26年11月28から発ిを։࢝

しました。

　○内第࢛発ి所（内市）

　　�　内総合։発事業の一環として、内第࢛発ి所を設置し、ฏ成31年４月から

発ిを։࢝しました。

　これらの施設の֓要は次表のとおりです。

（令和３年４月１現ࡏ）
� 項目
発ి所໊

水　　車 発　ి　機 用水量 発　　ి　　ྗ
最大 常時 最大 常時 予定ిྗ量
ὗ �T ὗ �T L8 L8 .8I

ࡾ 面 立࣠フϥンγス� 2 立࣠回転界࣓ࡾܗ相同期� 2 54.0 18.78 30,000 9,000 150,148
Ԑ ా 立࣠フϥンγス� 2 立࣠回転界࣓ࡾܗ相同期� 2 34.0 4.60 21,800 1,800 55,347
Ԟ ࡾ 面 立࣠フϥンγス� 1 立࣠回転界࣓ࡾܗ相同期� 1 40.0 14.38 34,500 8,400 132,377
 内 第 一 立࣠フϥンγス� 1 立࣠回転界࣓ࡾܗ相同期� 1 8.0 2.16 11,000 2,200 0
 内 第 二 立࣠Χϓϥン� 1 立࣠ࡾܗ相༠導� 1 14.9 3.31 3,600 570 18,806
 内 第 ࡾ ԣ̨࣠型νϡーϒϥ� 1 ԣ࣠ࡾܗ相༠導� 1 17.4 4.25 2,000 350 10,504
 内 第 ࢛ ԣ࣠フϥンγスï両ֻð�2 ԣ࣠回転界࣓ࡾܗ相同期� 1 7.0 1.20 2,600 260 12,183
ా  内 立࣠Χϓϥン� 1 立࣠回転界࣓ࡾܗ相同期� 1 12.0 1.51 7,100 470 29,307
ּ ງ 立࣠Χϓϥン� 1 立࣠回転界࣓ࡾܗ相同期� 1 13.8 4.10 7,200 990 34,363
מ ୩ ా ԣ࣠フϥンγス� 1 ԣ࣠回転界࣓ࡾܗ相同期� 1 3.0 0.46 1,100 81 5,435
 ਆ ԣ࣠フϥンγス� 1 ԣ࣠回転界࣓ࡾܗ相同期� 1 5.0 1.11 1,600 0 7,498
高 ా 立࣠フϥンγス� 1 立࣠回転界࣓ࡾܗ相同期� 1 7.0 0.96 11,500 700 42,187
新 高 ా ԣ࣠フϥンγス� 1 ԣ࣠ࡾܗ相༠導� 1 1.6 0.76 2,500 1,100 4,043
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⑵　令和３年度当初予算の状況

　Ξ　業の予定量

　　令和３年度における業の予定量は、次表のとおりです。

　イ　主要事業

　　令和３年度で施行する主な事業は、次のとおりです。

　　❞　मસ事� 事業費ɿ703,083ઍ円

　　　　・Ԑా発ి所　１߸水車発ి機分ղ点検整備事　等

　　❟　建設改ྑ事� 事業費ɿ2,436,702ઍ円

事　等更新ث面発ి所　所内受ి用ःஅࡾ・　　　　

区　　　分
令和３年度当初 令和２年度当初 比　　　　較

ిྗ供څ量ï"ð 構成比 ిྗ供څ量ï#ð 構成比 増減量ï$ð
ï"ðɻ ï#ð

増減
ï$ð�ï#ð̫ 100

水ྗ発ి所 .8I ％ .8I ％ .8I ％
ࡾ 面 発 ి 所 150,148 29.9 150,530 26.9 ˚� 382 ˚� 0.3
Ԑ ా 発 ి 所 55,347 11.0 55,382 9.9 ˚� 35 ˚� 0.1
Ԟ ࡾ 面 発 ి 所 132,377 26.4 132,625 23.7 ˚� 248 ˚� 0.2
 内 第 一 発 ి 所 0 0.0 62,409 11.1 ˚� 62,409 ˚� 100.0
 内 第 二 発 ి 所 18,806 3.8 19,301 3.4 ˚� 495 ˚� 2.6
 内 第 ࡾ 発 ి 所 10,504 2.1 10,733 1.9 ˚� 229 ˚� 2.1
 内 第 ࢛ 発 ి 所 12,183 2.4 11,509 2.1 674 5.9
ా  内 発 ి 所 29,307 5.8 29,516 5.3 ˚� 209 ˚� 0.7
ּ ງ 発 ి 所 34,363 6.8 28,798 5.1 5,565 19.3
מ ୩ ా 発 ి 所 5,435 1.1 5,524 1.0 ˚� 89 ˚� 1.6
 ਆ 発 ి 所 7,498 1.5 7,518 1.3 ˚� 20 ˚� 0.3
高 ా 発 ి 所 42,187 8.4 42,446 7.6 ˚� 259 ˚� 0.6
新 高 ా 発 ి 所 4,043 0.8 4,092 0.7 ˚� 49 ˚� 1.2

計 502,198 100.0 560,383 100.0 ˚� 58,185 ˚� 10.4
太ཅ光発ి所 .8I � .8I � .8I �
新潟౦部太ཅ光発ి所 22,400 80.6 22,400 80.6 0 0.0
新潟太ཅ光発ి所 5,404 19.4 5,404 19.4 0 0.0

計 27,804 100.0 27,804 100.0 0 0.0

� 項　目
発ి所໊ ύ　ω　ル 最大出ྗ

（L8）
定ిྗ量
（L8I）

新潟౦部太ཅ光発ి所
ଟ結থγリコン太ཅి（１߸ྻܥ）
単結থγリコン太ཅి（２߸ྻܥ）
単結থγリコン太ཅి（３߸ྻܥ）

17,009 22,399,619

新潟太ཅ光発ి所 単結থγリコン太ཅి 3,980 5,404,423
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　ウ　収支状況表

⑶　令和２年度予算（Լظ）の状況

　Ξ　予算の補正及びࣥ行状況は、次表のとおりです。

　イ　水ྗ発ి所におけるిྗ供څ状況は、次表のとおりです。

（単Ґɿઍ円・％）

区　　分 令和３年度当初
✔

令和２年度当初
✕ ࠩ引✖ 増減

✖ʗ✕ʷ100

ऩ
ӹ
త
ऩ
ࢧ

総 収 ӹ 7,955,925 9,241,258 ˚�1,285,333 ˚� 13.9

総 費 用 6,363,373 6,314,318 49,055 0.8

ࠩ 引 ७ 利 ӹ 1,592,552 2,926,940 ˚�1,334,388 ˚� 45.6

ࢿ
ຊ
త
ऩ
ࢧ

資 本 的 収 入 2,442,820 489,607 1,953,213 398.9

資 本 的 支 出 7,433,647 5,601,016 1,832,631 32.7

ࠩ 引 ˚�4,990,827 ˚�5,111,409 120,582

内部ཹ保資金補てん額 4,990,827 5,111,409

（単Ґɿઍ円）

区　　分
予　　算　　額 ࣥ　　行　　額 残　額

✔ʵ✕̕月補正後 11月補正 ２月補正 合計✔ 上期 下期 合計✕

ऩ
ӹ
త
ऩ
ࢧ

総 収 ӹ 9,241,258 0 ˚� 182,929 9,058,329 4,805,460 5,033,879 9,839,339 ˚� 781,010

総 費 用 6,314,318 ˚� 1,676 ˚� 207,433 6,105,209 2,002,253 3,624,864 5,627,117 478,092

収 支 ࠩ 2,926,940 1,676 24,504 2,953,120 2,803,207 1,409,015 4,212,222 ˚� 1,259,102

ࢿ
ຊ
త
ऩ
ࢧ

資本的収入 489,607 0 16,509 506,116 601 567,534 568,135 ˚� 62,019

資本的支出 5,601,016 0 ˚� 191,235 5,409,781 1,711,345 4,032,057 5,743,402 ˚� 333,621

収 支 ࠩ ˚� 5,111,409 207,744 ˚� 4,903,665 ˚� 1,710,744 ˚� 3,464,523 ˚� 5,175,267 271,602
˞ࣥ行額には܁ӽ分をؚむ

区分
令和２年度 令和元年度

予定ిྗ量
（L8I）

供ྗిڅ量
（L8I）

ୡ成
（％）

ిྗྉ金収入
（円）

予定ిྗ量
（L8I）

供ྗిڅ量
（L8I）

ୡ成
（％）

ిྗྉ金収入
（円）

上期
計 320,524,000 314,654,864 98.2 3,946,019,913 304,102,000 283,095,060 93.1 3,391,724,699
10月 25,892,000 22,396,813 86.5 273,751,460 22,709,000 27,398,173 120.6 335,293,508
11月 40,430,000 36,641,839 90.6 500,551,430 39,809,000 34,786,026 87.4 421,173,159
12月 50,100,000 39,086,094 78.0 518,748,009 49,958,000 59,677,826 119.5 719,484,420
1月 35,324,000 47,255,776 133.8 593,198,647 35,275,000 58,166,475 164.9 735,241,925
2月 32,822,000 55,353,673 168.6 712,866,127 32,633,000 56,193,823 172.2 724,523,829
3月 55,291,000 82,195,413 148.7 1,047,075,278 55,171,000 69,683,686 126.3 893,310,108
下期
計 239,859,000 282,929,608 118.0 3,646,190,951 235,555,000 305,906,009 129.9 3,829,026,949
合計 560,383,000 597,584,472 106.6 7,592,210,864 539,657,000 589,001,069 109.1 7,220,751,648
（注�）上表（令和２年度）はؙߚ新ిྗ᷂供څ分（ࡾ面水ܥ）、౦᷂ࢩנژ供څ分（内第一発ి所他̒発ి所）、

౦ిྗ᷂供څ分（ਆ発ి所）、౦ిྗωοトϫーク᷂供څ分（内第࢛及びా内発ి所）の合計
であり、（令和元年度）はؙߚ新ిྗ᷂供څ分（ࡾ面水ܥ）、౦᷂ࢩנژ供څ分（内第一発ి所他̒発ి
所）、౦ిྗ᷂供څ分（ਆ発ి所他２発ి所）の合計です。� ిྗྉ金収入は消費税等分を除く
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　ウ　太ཅ光発ి所におけるిྗ供څ状況は、次表のとおりです。

業用ਫಓ事業会計　３

業用ਫಓ事業のあらまし　⑴

　県営業用水道事業は、ࢁϊ下業用水道に࢝まり、その後、上ӽ業用水道、新潟

臨ւ業用水道及びಢඌ業用水道を建設しましたが、ฏ成２年、ࢁϊ下業用水道を

新潟臨ւ業用水道に続し一元化したため、現ࡏ、これら３業用水道でڅ水を行っ

ています。

　○上ӽ業用水道（上ӽ市）

　　�　上ӽ業地ଳは、業用水の水源を地下水に依存していましたが、その後、大

場の新増設が相次͗、用水の需要が増大する一方で、地下水Ґの下をটく結果と

なったため、県は、新たな水源として、関の上Ҵా地ઌを水源とする上ӽ業用

水道を建設し、ত和37年５月からڅ水を։࢝しました。

　○新潟臨ւ業用水道（新潟市、܊ݪו町）

　　�　新潟౦ߓ業地ଳの建設にい、Ѩլ等を水源とする新潟臨ւ業用水道を

建設し、ত和50年10月から一部څ水を։࢝したところですが、ࢁϊ下地区に業用

水を供څしてきたࢁϊ下業用水道が施設のٺ化に加えてւ水上によるԘ害等

の題を๊えていたため、新潟臨ւ業用水道との続事業を実施し、ฏ成２年̔

月から一元的なڅ水を։࢝しました。

　○ಢඌ業用水道（長Ԭ市）

　　�　旧ಢඌ市の主要産業であるણ維産業に業用水を供څするため、ত和48年から建

設に着手し、ত和55年４月からڅ水を։࢝しました。

区分
令和２年度 令和元年度

定ిྗ量
（L8I）

供ྗిڅ量
（L8I）

ୡ成
（％）

ిྗྉ金収入
（円）

定ిྗ量
（L8I）

供ྗిڅ量
（L8I）

ୡ成
（％）

ిྗྉ金収入
（円）

上期
計 18,238,708 18,460,574 101.2 717,236,290 18,238,708 20,811,844 114.1 809,281,098
10月 2,357,389 2,129,990 90.4 82,588,907 2,357,389 2,283,598 96.9 88,787,696
11月 1,593,047 1,827,522 114.7 71,230,618 1,593,047 1,953,174 122.6 76,014,109
12月 1,010,624 927,152 91.7 36,052,534 1,010,624 1,484,718 146.9 57,766,509
1月 985,912 1,141,418 115.8 44,452,321 985,912 1,416,730 143.7 55,170,263
2月 1,233,167 1,955,014 158.5 76,082,814 1,233,167 1,698,834 137.8 66,004,675
3月 2,385,195 2,899,534 121.6 112,740,941 2,385,195 2,719,762 114.0 105,634,852
下期
計 9,565,334 10,880,630 113.8 423,148,135 9,565,334 11,556,816 120.8 449,378,104
合計 27,804,042 29,341,204 105.5 1,140,384,425 27,804,042 32,368,660 116.4 1,258,659,202

（注）ిྗྉ金収入は消費税等分を除く
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　これらの施設の֓要は、次表のとおりです。

⑵　令和３年度当初予算の状況

　Ξ　業の予定量

　　令和３年度の営業関係における業の予定量は、次表のとおりです。

　イ　主要事業

　　令和３年度で施行する主な事業は、次のとおりです。

　　❞　Ԛట対応費� 事業費ɿ760,659ઍ円

　　　�　新潟福ౡ߽Ӎ以߱、新潟臨ւ業用水道等のড়水過程で生じている発生Ԛటの

処理を促進する。

　　　　・Ԛట処理及び処分

（令和３年４月１現ࡏ）
区分 上ӽ業用水道 新潟臨ւ業用水道 ಢඌ業用水道

取水能ྗ 140,000�ὗ � 219,200�ὗ � 13,200�ὗ �
水能ྗڅ 130,000�ὗ � 130,000�ὗ � 12,300�ὗ �
水区域څ 上ӽ臨ւ業地ଳ 新潟市ࢁϊ下業地ଳ 新潟౦ߓ臨ւ業地ଳ 計 長Ԭ市
場水څ 15か所 27か所 49か所 76か所 2か所
水量ܖ 65,696�ὗ � 25,217�ὗ � 70,470�ὗ � 95,687�ὗ � 3,000�ὗ �
基本ྉ金 21.3円 23.0円 24.0円 19.3円

区　　　　　分
令和３年度 令和２年度 比　　　較

ï期間364ð
当初予算ï"ð

ï期間362ð
当初予算ï#ð

増減額ï$ð
ï"ðʵï#ð

増減
ï$ð�ï#ðʷ100

％
水　ઌ　（か所）　څ 93 94 ˚�1 ˚�1.1
（上 ӽ  業 用 水 道） 15 15 0 0.0
（新潟臨ւ業用水道） 76 77 ˚�1 ˚�1.3

　　　　౦部ܥ 49 49 0 0.0
　　　　部ܥ 27 28 ˚�1 ˚�3.6
（ಢ ඌ  業 用 水 道） 2 2 0 0.0

年 間 総 څ 水 量（ὗ） 48,207,938 50,432,772 ˚�2,224,834 ˚�4.4
（上 ӽ  業 用 水 道） 17,207,014 17,150,262 56,752 0.3
（新潟臨ւ業用水道） 30,382,124 32,196,510 ˚�1,814,386 ˚�5.6

　　　　౦部ܥ 21,031,672 22,526,016 ˚�1,494,344 ˚�6.6
　　　　部ܥ 9,350,452 9,670,494 ˚�320,042 ˚�3.3
（ಢ ඌ  業 用 水 道） 618,800 1,086,000 ˚�467,200 ˚�43.0

（注）新潟臨ւ業用水道の౦部ܥは新潟౦ߓ臨ւ業地ଳ、部ܥはࢁϊ下業地ଳ

�
�
�

�
�
�

�
�
�

�
�
�

�
�
�

�
�
�
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�

�
�
�
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�
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　　❟　建設改ྑ事� 事業費ɿ120,000ઍ円

　　　　・上ӽ業用水道　取水Ҫ化事　等

　ウ　収支状況表

⑶　令和２年度予算（Լظ）の状況

　Ξ　予算の補正及びࣥ行状況は、次表のとおりです。 （単Ґɿઍ円）

区　　分
予　　算　　額 ࣥ　　行　　額 残　額

✔ʵ✕̕月補正後 11月補正 ２月補正 合計✔ 上期 下期 合計✕

ऩ
ӹ
త
ऩ
ࢧ

総 収 ӹ 2,344,269 ˚� 74,100 2,270,169 653,392 1,600,646 2,254,038 16,131

総 費 用 4,731,151 ˚� 604 ˚�1,106,279 3,624,268 1,221,988 1,865,714 3,087,702 536,566

収 支 ࠩ ˚�2,386,882 604 1,032,179 ˚�1,354,099 ˚� 568,596 ˚� 265,068 ˚� 833,664 ˚� 520,435
ࢿ
ຊ
త
ऩ
ࢧ

資本的収入 551,053 ˚� 146,322 404,731 0 379,132 379,132 25,599

資本的支出 887,377 ˚� 23 ˚� 159,580 727,774 325,176 380,699 705,875 21,899

収 支 ࠩ ˚� 336,324 23 13,258 ˚� 323,043 ˚� 325,176 ˚� 1,567 ˚� 326,743 3,700
˞ࣥ行額には܁ӽ分をؚむ

（単Ґɿઍ円・％）

区　　分 令和３年度当初
✔

令和２年度当初
✕ ࠩ引✖ 増減

✖ʗ✕ʷ100

ऩ
ӹ
త
ऩ
ࢧ

総 　 収 　 ӹ 3,155,291 2,344,269 811,022 34.6

総 　 費 　 用 2,792,014 4,731,151 ˚� 1,939,137 ˚� 41.0

ࠩ 引 ७ 利 ӹ 363,277 ˚� 2,386,882 2,750,159 ˚� 115.2

ࢿ
ຊ
త
ऩ
ࢧ

資 本 的 収 入 30 551,053 ˚� 551,023 ˚� 100.0

資 本 的 支 出 341,312 887,377 ˚� 546,065 ˚� 61.5

ࠩ 　 　 　 　 引 ˚� 341,282 ˚� 336,324 ˚� 4,958

内部ཹ保資金補てん額 341,282 336,324
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0
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収
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道
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金
収
入
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道
ྉ
金
収
入

څ
ç水
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道
ྉ
金
収
入
څ
ç水
ç量

水
道
ྉ
金
収
入

ὗ
円

ὗ
円

ὗ
円

ὗ
円

ὗ
円

上
ӽ

8,4
10
,52
3
25
0,9
96
,95
9

9,0
51
,38
5
26
0,2
23
,17
4

17
,46
1,9
08

51
1,2
20
,13
3

9,0
18
,22
5
26
0,6
11
,59
9

17
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8,5
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51
1,2
64
,98
9

新
潟
臨
ւ
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,21
5,5
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7,4
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,94
1
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,58
0,7
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3,7
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,22
9
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,79
6,2
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1,1
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0
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2,0
14
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,37
6
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8,8
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6,9
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5,0
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2
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2,5
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,98
1
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0
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3
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4
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4
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6,1
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8
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7
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2,5
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5
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0
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3,2
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,82
8

ಢ
ඌ
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6,6
01

10
,09
1,9
70

37
5,7
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9,4
85
,95
0
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2,3
82
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,57
7,9
20

51
4,2
32

10
,46
8,3
20

1,0
20
,99
9

21
,02
5,8
06
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計
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,15
2,6
79
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8,5
14
,87
0
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,00
7,8
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3,4
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,35
3
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,16
0,5
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1,3
81
,98
8,2
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4,4
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9,3
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,29
5

50
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01
,10
5,3
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業用地成事業会計　４

業用地成事業会計のあらまし　⑴

　県内の上・中・下ӽ３地区で、地元市との࿈ܞのもと、地域経済のݗ引が期待される

事業を見定め、高い付加Ձとྑ質な雇用の創出にҙཉある企業の新規立地や投資拡大

が促進される環ڥを実現するため、県営産業団地の分ৡを進めています。

　なお、中部産業団地の分ৡはリース地を除き、ฏ成29年度でྃしました。　

ʬ県営産業団地の֓要ʭ� �（令和３年４月１現ࡏ）

団地໊ ೆ部産業団地 ౦部産業団地 中部産業団地

所ࡏ地 上ӽ市 Ѩլ市 見ෟ市

Ґ置・交通

自動車道上ӽ*.$
� 5LN
新װઢ上ӽົ高Ӻ
� 16LN
重要ߓ直ߐߓ
� 1.5LN

൬ӽ自動車道安ా*.$
� 4.2LN
上ӽ新װઢ新潟Ӻ
� 29LN
新潟౦ߓ� 25LN
新潟ۭߓ� 28LN

自動車道中೭ౡ
見ෟ*.$� 2LN
̧̟ ৴ӽ本ઢ見ෟӺ
� 1.2LN
上ӽ新װઢ長ԬӺ
� 11LN

։発面積（IB） 118.6 126.5 86.2

内分ৡ面積 91.6 100.8 68.4

内分ৡ済面積
（分ৡ݅）

66.7（52社72݅）
΄かリース1.7
（1݅）

22.0（22社29݅）
΄かリース49.8
（4݅）

66.6（55社64݅）
΄かリース1.8
（3݅）

分ৡ単Ձ（ᶷ） 12,300円 9,200円 16,800円
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⑵　令和３年度当初予算の状況

ʬ収支状況表ʭ�� �（単Ґɿઍ円・％）

⑶　令和２年度予算（Լظ）の状況

　予算の補正及びࣥ行状況は、次表のとおりです。� �（単Ґɿઍ円）

５　৽ׁ౦港ྟւ用地成事業会計

⑴　৽ׁ౦港ྟւ用地成事業のあらまし

　ত和38年以߱進めてきた新潟౦ߓ։発事業は、ߓ整備事業を除いて֓ねྃしたこ

とから、ฏ成18年度でऴྃし、事業会計の大幅な整理ॖ小を行いました。

　現ࡏは、今後整備を予定しているߓ施設用地等の適切な管理と処分の促進を図って

います。

区　　分 令和３年度当初
✔

令和２年度当初
✕ ࠩ引✖ 増減

✖ʗ✕ʷ100

ऩ
ӹ
త
ऩ
ࢧ

総 収 ӹ 1,818,306 2,348,842 ˚� 530,536 ˚� 22.6

総 費 用 969,785 1,430,441 ˚� 460,656 ˚� 32.2

ࠩ 引 ७ 利 ӹ 848,521 918,401 ˚� 69,880 ˚� 7.6

ࢿ
ຊ
త
ऩ
ࢧ

資 本 的 収 入 0 0 0 ʵ

資 本 的 支 出 749,893 749,893 0 0.0

ࠩ 引 ˚� 749,893 ˚� 749,893 0

内部ཹ保資金補てん額 749,893 749,893

区　　分
予　　算　　額 ࣥ　　行　　額 残　額

✔ʵ✕̕月補正後 11月補正 ２月補正 合計✔ 上期 下期 合計✕

ऩ
ӹ
త
ऩ
ࢧ

総　収　ӹ 2,348,842 ˚� 477,155 1,871,687 315,120 1,064,167 1,379,287 492,400

総　費　用 1,430,441 ˚� 100 ˚� 424,409 1,005,932 60,883 471,439 532,322 473,610

収　支　ࠩ 918,401 100 ˚� 52,746 865,755 254,237 592,728 846,965 18,790
ࢿ
ຊ
త
ऩ
ࢧ

資本的収入 0 0 0 0 0 0

資本的支出 749,893 749,893 158,692 572,284 730,976 18,917

収　支　ࠩ ˚� 749,893 0 0 ˚� 749,893 ˚� 158,692 ˚� 572,284 ˚� 730,976 ˚� 18,917
˞ࣥ行額には܁ӽ分をؚむ
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⑵　令和３年度当初予算の状況

　Ξ　土地ച٫

　�　その他用地のച٫として0.7ϔクタールを予定しています。

　イ　令和３年度の予算は次表のとおりです。

⑶　令和２年度予算（Լظ）の状況

　Ξ　予算の補正及びࣥ行状況は、次表のとおりです。

� �

　イ　用地の処分状況等は、次表のとおりです。

（注）１ɽ�実ଌ増減とは、令和２年度及び過年度の確定ଌ量等により໌した増減である。
　　　２ɽ�区分変更とは、過年度処分に係る公共事業用地からその他用地（新潟౦ߓ։発区

域外）への区分変更である。
　　　３ɽޒࣺ࢛�入をしているため処分状況等の内༁の合計及び令和２年度保有面積の合

計が計算と一கしない場合がある。

（単Ґɿઍ円）

区　　分
予　　算　　額 ࣥ　　行　　額

残　額
✔ʵ✕̕　月

補正後
12　月
補　正

２　月
補　正 合計✔ 上期 下期 合計✕

ऩ
ӹ
త
ऩ
ࢧ

用地造成事業収ӹ 100,537 ˚� 70,422 30,115 17,670 12,450 30,120 ˚� 5
用地造成事業費用 97,966 ˚� 70,019 27,947 4,532 6,083 10,615 ˚� 17,332
ࠩ 引 2,571 ˚� 403 2,168 13,138 6,367 19,505 ˚� 17,337

ࢿ
ຊ
త
ऩ
ࢧ

資本的収入 0 0 0 0 0 0 0
資本的支出 0 0 0 0 0 0 0
ࠩ 引 0 0 0 0 0 0 0

（単Ґɿϔクタール）

区　　分
公共事業用地 その他用地 計

処分
݅ 面　　積 処分

݅ 面　　積 処分
݅ 面　　積

令和元年度保有面積̖ 47.9 15.3 63.2

ྩ�

�

̎�

�



上 期 処 分 等 面 積 ̗ 0 0 0 0 0 0

下 期
処分状況等

処 分 面 積 ᾰ ʵ ʵ ʵ ʵ ʵ ʵ
実 ଌ 増 減 ᾱ ʵ ʵ ʵ ʵ ʵ ʵ
区 分 変 更 ᾲ ʵ ʵ ʵ ʵ ʵ ʵ
取　　　 ಘ ᾳ ʵ ʵ ʵ ʵ ʵ ʵ
計ĊïĨò ĩ ò Ī ò īð 0 0 0 0 0 0

令和２年度保有面積�"�#�$ 47.9 15.3 63.2

（単Ґɿઍ円・％）

区　　分 令和３年度当初ï"ð 令和２年度当初ï#ð ࠩ引ï$ð 増減
ï$ð�ï#ð̫ 100

ऩ
ӹ
త
ऩ
ࢧ

用地造成事業収ӹ 100,515 100,537 ˚� 22 ˚� 0.0
用地造成事業費用 63,196 60,649 2,547 4.2
ࠩ　　　　　　 引 37,319 39,888 ˚� 2,569 ˚� 6.4

ࢿ
ຊ
త
ऩ
ࢧ

資 本 的 収 入 0 0 0 ʵ
資 本 的 支 出 0 0 0 ʵ
ࠩ　　　　　　 引 0 0 0 ʵ
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６　පӃ事業会計

⑴　පӃ事業のあらまし

　病院事業は、県民の健߁保持に必要な医療を提供するため、ত和24年11月１に本

医療団から̕病院、26療所のҠ管を受けて発足しました。その後、ແ病院地区のղ消

及びۙ代医療に必要な施設の整備ฒびに療所の市町村へのҠ管などにより現ࡏでは、

病院13、ޢ専ֶ３ߍの施設により、県民への医療サービスの向上及び県民福祉の増

進を目్に、「県民に期待され、৴པされる病院づくり」を行うとともに、公営企業と

しての公共性と経済性との調和を図りながら病院事業を行っています。

　これら病院施設の֓要は、次表のとおりです。

施設別ڐ可病চ�� （令和３年４月１現ࡏ）

⑵　令和３年度当初予算の状況

　Ξ　業の予定量

　　令和３年度の業の予定量は、次表のとおりです。

施設໊ দ　代 ֟　࡚ 　 ົ　高 リウϚν
ηンター 町　ࡔ 加　ໜ

病চ
ïうち感染症病চð 55 55 67 56 100 148 168

施設໊ े町 中　ԝ ٢　ా がんηンター
新潟 新発ా ਫ਼ਆ医療

ηンター 計

病চ
ïうち感染症病চð 275 530

（6） 199 404 478
（4） 400 2,935

（10）

 ޢ 専  ֶ ߍ ٢ా・新発ా・े町

区　　分
令和３年度 令和２年度 比　　　　較

当初�✔ 当初�✕ 増減✖
✔ʵ✕

増減
✖ʗ✕ʷ100

病　　চ　　 2,466চ 2,574চ ˚� 108চ ˚� 4.2％
年 間 ױ 者  1,835,000人 1,973,000人 ˚� 138,000人 ˚� 7.0

（入　院） 692,000人 747,000人 ˚� 55,000人 ˚� 7.4
（外　来） 1,143,000人 1,226,000人 ˚� 83,000人 ˚� 6.8

一ฏױۉ者 6,619人 7,092人 ˚� 473人 ˚� 6.7
（入　院） 1,896人 2,047人 ˚� 151人 ˚� 7.4
（外　来） 4,723人 5,045人 ˚� 322人 ˚� 6.4

（注）病চは、年間Ք働病চである。
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　イ　主要事業

　　　令和３年度で施行する主な事業は、次のとおりです。

　　　Ὂ施設の整備等�

　　　�　ナースコール設備更新、エレベーター改म、ແఀిి源設備更新など総額21億

9,581万円の整備を行います。

　　　Ὂثց備の整備

　　　�　์ࣹઢ࣏療置（リχΞοク）、݂管造影ࡱ影置（ΞンΪΦ̘̩）、ిࢠΧ

ルςγスςϜ等の整備をするため、43億7,663万円を計上しています。

　ウ　収ӹ的収支及び資本的収支

　　　収ӹ的収支及び資本的収支は、次表のとおりです。

（単Ґɿઍ円・％）

区　　分 令和３年度当初
✔

令和２年度当初
✕

ࠩ引✖
✔ʵ✕

増減
✖ʗ✕ʷ100

ऩ
ӹ
త
ऩ
ࢧ

病 院 事 業 収 ӹ 75,250,563 74,911,435 339,128 0.5
病 院 事 業 費 用 76,175,133 76,165,965 9,168 0.0
ࠩ 　 　 　 　 引 ˚� 924,570 ˚� 1,254,530 329,960 ʵ

ࢿ
ຊ
త
ऩ
ࢧ

資 本 的 収 入 9,736,794 10,394,317 ˚� 657,523 ˚� 6.3
資 本 的 支 出 11,414,156 12,254,088 ˚� 839,932 ˚� 6.9
ࠩ 　 　 　 　 引 ˚� 1,677,362 ˚� 1,859,771 182,409 ʵ
内部ཹ保資金補てん額 1,677,362 1,859,771
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⑶　令和２年度予算（Լظ）の状況

　Ξ　予算の補正及びࣥ行状況は、次表のとおりです。

　イ　利用ױ者（Ԇ）の状況は、次表のとおりです。

（単Ґɿઍ円）

区　　分
予　　算　　額 ࣥ　　行　　額 残　額

✔ʵ✕̕　月
補正後 11月補正 12月補正２月補正 合計✔ 上期 下期 合計✕

ऩ
ӹ
త
ऩ
ࢧ

病院事業収ӹ 75,883,304 ˚� 1,332,629 74,550,675 38,032,972 36,171,892 74,204,864 345,811

病院事業費用 77,130,923 ˚� 74,971 ˚� 1,839,702 75,216,250 30,089,666 43,763,678 73,853,344 1,362,906

ࠩ　　　 引 ˚� 1,247,619 74,971 0 507,073 ˚� 665,575 7,943,306 ˚� 7,591,786 351,520 ʵ
ࢿ
ຊ
త
ऩ
ࢧ

資本的収入 10,394,317 49,230 ˚� 276,989 10,166,558 3,515,467 5,815,301 9,330,768 835,790

資本的支出 12,254,088 ˚� 149 49,588 ˚� 206,523 12,097,004 3,978,386 7,033,605 11,011,991 1,085,013

ࠩ　　　 引 ˚� 1,859,771 149 ˚� 358 ˚� 70,466 ˚� 1,930,446 ˚� 462,919 ˚� 1,218,304 ˚� 1,681,223 ʵ
（注）資本的収支には、前年度からの܁ӽ額及びཌ年度܁ӽ額に係る財源ॆ当額をؚむ。

（単Ґɿ人）

区　　分
者　　　Ԇ　　　　　　ױ

令和２年度 令和元年度
上çç期 下çç期 合　　計 下çç期 合　　計

入 院 319,272 334,851 654,123 366,156 734,359
外 来 552,472 556,227 1,108,699 590,124 1,202,137
合 計 871,744 891,078 1,762,822 956,280 1,936,496

区　　分
１　　当　た　り　ױ　者　

令和２年度 令和元年度
上çç期 下çç期 合　　計 下çç期 合　　計

入 院 1,745 1,840 1,792 2,001 2,006
外 来 4,528 4,597 4,563 4,959 5,009
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පӃ事業会計װج　７

පӃ事業のあらましװج　⑴

　基װ病院事業は、県民の健߁保持に必要な医療を提供するため、ฏ成21年̓月28に

。病院事業として発足しましたװপ基ڕ

　ฏ成27年̒月１には、ڕপ地域のڌ点的医療を担う病院として「新潟大ֶ地域医療

教育ηンター・ڕপ基װ病院」が։院し、事業としてڕপ地域の医療体制整備を進めて

います。また、ฏ成28年̕月には事業໊を基װ病院事業に改শし、県ԝ基װ病院の整備

に向けた取組を進めるとともに、独立行政法人࿑働者健߁安全機構との基本合ҙに基づ

き、ԏ࿑災病院のҠৡを受け、ฏ成30年４月から運営を։࢝しています。

　なお、両病院は、新潟県が設置し、指定管理者の指定を受けた一般財団法人新潟県地

域医療推進機構が運営を行う、公設民営方ࣜを࠾用しています。

⑵　令和３年度当初予算の状況

　Ξ　業の予定量

　　令和３年度の業の予定量は、次表のとおりです。

　イ　主要事業

　　令和３年度で施行する主な事業は、次のとおりです。

　　○県ԝ基װ病院新ங事業　　　　　　　15億6,891万円

ց備整備事業　　　　　　　　　　　8,677万円ث○　　

区　　分
令和３年度 令和２年度 比　　　　較

当初�✔ 当初�✕ 増減✖
✔ʵ✕

増減
✖ʗ✕ʷ100

病　　চ　　 658চ 638চ 20চ 3.1
年 間 ױ 者  471,000人 478,000人 ˚� 7,000人 ˚� 1.5

（入　院） 180,000人 180,000人 0人 0.0
（外　来） 291,000人 298,000人 ˚� 7,000人 ˚� 2.3

一ฏױۉ者 1,694人 1,726人 ˚� 32人 ˚� 1.9
（入　院） 494人 494人 0人 0.0
（外　来） 1,200人 1,232人 ˚� 32人 ˚� 2.6

（注）病চは、Ք働病চである。
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　ウ　収支状況表

⑶　令和２年度予算（Լظ）の状況

　　予算の補正及びࣥ行状況は、次表のとおりです。

（単Ґɿઍ円・％）

区　　分 令和３年度当初✔ 令和２年度当初✕ ࠩ引✖
✔ʵ✕

増減
✖ʗ✕ʷ100

ऩ
ӹ
త
ऩ
ࢧ

収 ӹ 的 収 入 4,050,211 4,364,885 ˚� 314,674 ˚� 7.2
収 ӹ 的 支 出 4,250,352 4,641,918 ˚� 391,566 ˚� 8.4
ࠩ 引 ˚� 200,141 ˚� 277,033 76,892 ˚� 27.8

ࢿ
ຊ
త
ऩ
ࢧ

資 本 的 収 入 2,433,976 811,123 1,622,853 200.1
資 本 的 支 出 2,433,976 811,123 1,622,853 200.1
ࠩ 引 0 0 0 �

（単Ґɿઍ円）

区　　分
予　　算　　額 ࣥ　　行　　額 残　額

✔ʵ✕12月補正後 ２月補正 合計✔ 上期 下期 合計✕
ऩ
ӹ
త
ऩ
ࢧ

収 ӹ 的 収 入 4,375,260 186,466 4,561,726 1,308,144 3,173,173 4,481,317 80,409
収 ӹ 的 支 出 4,652,293 181,765 4,834,058 121,466 4,646,897 4,768,363 65,695
ࠩ 引 ˚� 277,033 4,701 ˚� 272,332 1,186,678 ˚� 1,473,724 ˚� 287,046 14,714

ࢿ
ຊ
త
ऩ
ࢧ

資 本 的 収 入 850,449 0 850,449 371,580 444,481 816,061 34,388
資 本 的 支 出 850,449 0 850,449 367,012 443,590 810,602 39,847
ࠩ 引 0 0 0 4,568 891 5,459 ˚� 5,459
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８　ྲྀ域Լਫಓ事業会計

⑴　ྲྀ域Լਫಓ事業のあらまし

　流域下水道事業は、ত和50年３月５に事業ೝ可を受けて৴ೱ下流流域下水道新潟

処理区の建設を։࢝し、現ࡏは４流域̓処理区において流域下水道の建設及び維持管理

を行っています。֤処理区の֓要は、次表のとおりです。

　なお、流域下水道事業は、ত和55年度から令和元年度まで流域下水道事業特別会計に

より経理を行ってきましたが、令和２年４月１に地方公営企業法の財規定の適用を

受け、公営企業会計にҠ行しました。

⑵　令和３年度当初予算の状況

ʬ収支状況表ʭ� （単Ґɿઍ円・％）

流域下水道໊ ৴ೱ下流 ڕ Ѩլ 
処理区໊ 新潟 新 長Ԭ 町 ງ೭内 新Ҫڷ 
計画処理面積
（IB） 5,325 3,567 4,991 2,218 1,300 8,304 5,093

計画処理人ޱ
（ઍ人） 177 94 106 38 23 160 130

計画Ԛ水量
（ઍὗʗ） 96 44 59 25 12 79 66

供用։࢝年度 ত和55 ত和58 ত和60 ฏ成２ ฏ成４ ฏ成̕ ฏ成14

区　　　分 令和３年度当初
（̖）

令和２年度当初
（̗） ࠩ引（̘） 増減

ï̘ ðʗï̗ ð̫ 100

ऩ
ӹ
త
ऩ
ࢧ

流域下水道事業収ӹ 12,082,732 12,077,044 5,688 0.0

流域下水道事業費用 11,152,717 11,525,820 ˚� 373,103 ˚� 3.2

ࠩ 引 930,015 551,224 � 378,791 68.7

ࢿ
ຊ
త
ऩ
ࢧ

資 本 的 収 入 5,717,658 5,557,354 160,304 2.9

資 本 的 支 出 7,883,281 7,707,469 175,812 2.3

ࠩ 引 ˚� 2,165,623 ˚� 2,150,115 ˚� 15,508 ˚� 0.7
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⑶　令和２年度予算（Լظ）の状況

予算の補正及びࣥ行状況
（単Ґɿઍ円）

区　　分
予　　算　　額 ࣥ　　行　　額

残　額
ï̖ ðɻ ï̗ ）月̕補正後 11月補正 ２月補正 合計（̖） 上期 下期 合計（̗）

ऩ
ӹ
త
ऩ
ࢧ

流域下水道事業収ӹ 12,077,044 725,301 12,802,345 3,746,265 9,196,359 12,942,624 ˚� 140,279
流域下水道事業費用 11,525,820 ˚� 219 797,719 12,323,320 350,321 11,576,446 11,926,767 396,553
ࠩ 引 551,224 219 ˚� 72,418 479,025 3,395,944 ˚�2,380,087 1,015,857 ˚� 536,832

ࢿ
ຊ
త
ऩ
ࢧ

資本的収入 5,557,354 535,000 6,092,354 306,936 5,600,356 5,907,292 185,062
資本的支出 7,707,469 ˚� 877 542,286 8,248,878 1,960,033 6,020,946 7,980,979 267,899
ࠩ 引 ˚�2,150,115 877 ˚� 7,286 ˚�2,156,524 ˚�1,653,097 ˚� 420,590 ˚�2,073,687 ˚� 82,837
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